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資料３ 抜粋 



（様式２）２ 
令和８年度から令和１７年度までの１０年間の計画について示すこと。 
＊注意 説明はポイントを明確に、１問あたり A４判 1 頁その半分程度までにまとめること。      

１ 管理運営に関する基本的事項 
（１） 事業を国と連携して実施できること。 
    貴団体のノウハウをどのように生かし、国と連携し、事業を実施するのか。しご

とセンターの設置目的を踏まえて具体的に記入してください。 
しごとセンターに入居する国（ハローワーク）と密接に連携し、雇用・就業に関する

ワンストップサービスを実現します。 

しごとセンターのコンセプトである「ワンストップサービス」を実現し、効果的な就業支援

を行うため、東京都と東京労働局間で締結した東京都雇用対策協定に基づき実施する事業につ

いても連携を図りながら、しごとセンターに入居する国機関（ハローワーク）と密接に連携し

た雇用・就業サービスを展開します。 

具体的取組 

◆ハローワーク飯田橋Ｕ－３５（若年者部門）との連携 

  ① ３階ヤングコーナーにおいて、カウンセリングやセミナー、能力開発等の事業とハローワーク飯

田橋Ｕ－３５（以下「Ｕ－３５」という。）による求人情報・職業紹介を組み合わせ、効果的な就

業支援サービスを行います。 

  ② 財団職員とＵ－３５職員等による情報交換会を設置・運営し、事業運営や利用状況等についての

情報交換、意見交換を定期的に行います。 

③ 利用者のサービス利用状況や就職活動状況等の情報を共有するとともに、随時綿密に調整・打ち

合わせを行い、個々人にあった効果的な就職支援を行います。 

④ Ｕ－３５と連携し、企業と求職者を結びつける合同就職面接会を実施します。 

◆ハローワーク飯田橋専門援助第３部門（シニアコーナー）との連携 

  ① １階高年齢者就業相談コーナーにおいて、きめ細かな就業相談やセミナー等を行うとともに、隣

接のハローワーク飯田橋専門援助第３部門（シニアコーナー）（以下「第３部門」という。）による

求人情報・職業紹介を組み合わせ、効果的な就業支援サービスを行います。 

  ② 求人情報や利用者情報を共有するとともに、第３部門職員との情報交換や意見交換等を綿密に行

うことにより、効果的で一体的な就職支援を行います。 

  ③ 第３部門と連携し、企業と求職者を結びつけるセミナー同時開催型の就職面接会を実施します。 

  ④ シニア対象職場体験事業について、東京都雇用対策協定に基づき、第３部門と協力して実施し、

65 歳以上の就職支援を強化します。 

◆ハローワーク立川との連携 

① しごとセンター多摩において、カウンセリングやセミナー等の事業とワークプラザ立川南による

求人情報・職業紹介を組み合わせ、効果的な就業支援サービスを行います。 

② 女性しごと応援テラス多摩において、カウンセリングやセミナー等の事業とマザーズハローワー
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ク立川による求人情報・職業紹介を組み合わせ、効果的な就業支援サービスを行います。 

（２） 業務を総合的かつ一体的に実施できること。 
   ①事業運営と施設管理の一体的運営を実施するための、具体的な取組みを示してく

ださい。 
事業動向に応じた適切な施設管理により、事業の効率性と施設の効用を高めます。 

 しごとセンター事業の事業動向や事業計画に応じて、施設のレイアウト変更や補修・メンテ

ナンス等を適切に行うことにより、事業の効率性と施設の効用を高めます。 

具体的取組 

◆事業動向に応じた施設の有効活用 

しごとセンター事業の動向（規模拡大や新規事業の実施等）に応じて、フロアのレイアウト変更や教

室の有効利用を臨機応変に行います。 

◆計画的な補修・メンテナンスの実施等 

しごとセンター事業の年間計画や業務の繁閑を的確に把握したうえで、施設の補修・メンテナンス等

を適切な時期に計画的に行います。 

◆提供施設のサービス向上 

提供施設について、しごとセンター事業での利用と都民利用との円滑な調整を図るとともに、設備面

の更新を図り、利用者サービスの向上に努めていきます。 
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（様式２）３ 
   ②都関連入居機関の総合調整を行うための、具体的な取組みを示してください。 
しごとセンターの総合性を発揮するため、入居機関との円滑な総合調整を図るととも

に、連携事業を提案・展開します。 

しごとセンターの総合性を発揮するため、財団が中心となって入居機関の総合調整を行うと

ともに、各入居機関との連携による雇用・就業サービス事業を積極的に提案・展開することに

より、サービス向上と施設全体の効果的な運営を図ります。 

具体的取組 

◆東京しごとセンター入居機関等連絡会議の設置・運営 

「東京しごとセンター入居機関等連絡会議」、「施設連絡会」を設置・運営し、センター全体の総合調

整を図り、事業連携を強化していくことにより、施設の総合性を発揮します。 

◆施設維持管理、災害対策等に関するとりまとめ、総合調整 

しごとセンター全体の施設維持管理や災害訓練等に関するとりまとめのほか、事業継続計画（BCP）

を適宜見直し緊急時に備えるとともに、総合調整を適切に行うことにより、円滑な施設運営を実現しま

す。 

① 平時から各フロアの自衛消防体制を整備するとともに、発災時には建物管理委託業者や入居機関

と緊密に連携をとり、建物の被害状況の確認や来訪者・職員の安全確保に努めます。 

② 有事の際には一時滞在施設の管理者として、帰宅困難者の受け入れ、備蓄品の配布、災害用 Wifi

機器管理を行い、安全安心な環境整備に努めます。 

◆入居機関との連携事業 

① 一体的なサービスを提供するため、利用者対応にあたる職員やアドバイザー等が入居機関の事業

の熟知に努め、利用者の属性やニーズに応じた適切な機関の案内・助言を行います。 

② 職業能力開発センターと連携し、利用者及び受講生等に対するカウンセリングやセミナーを相互

に実施します。また、定期的な意見交換や情報共有等により連携を促進し、関係者向けの説明会・

見学会等を通じて相互理解を深め、利用者にとって有益な情報を発信する相互 PR 体制を築きま

す。 

③ 労働相談情報センターと連携し、東京都しごとセンターの広報活動を行います。 

④ 東京都福祉人材センターと連携し、福祉や介護業界への就職について理解を深めるセミナーや勉

強会を実施します。 

⑤ ひとり親家庭支援センターの対象となる利用者への案内を適切に行います。 

⑥ 東京都職業能力開発協会と連携し、「職人塾」事業（職業体験）を行います。 

◆立川駅南口東京都・立川市合同施設入居機関連絡会議の設置・運営 

「立川駅南口東京都・立川市合同施設入居機関連絡会議」を設置・運営し、立川市共有部分も含め施

設全体の総合調整を図ることにより、総合性を発揮します。 
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２ 人員配置及び研修計画 
（１）人員配置計画 
   しごとセンターの管理運営に当たって、どのような知識及び経験を有する職員を

配置する方針であるか。別紙１に示してください。 
   【別紙―１】人員配置計画書 
（２）研修計画 
   職員の人材育成のための研修計画を記入してください。 
   様式は任意（Ａ４判１枚程度） 

 
３ 雇用及び就業に関する施設における管理業務の実績を記入してください。 
  様式は任意（Ａ４判１枚程度） 
  ①施設名等②業務内容、運営形態（自主、受託の別等）③管理期間 等を記入して

ください。 
  ②施設の概要がわかる資料（パンフレット等）を添付してください。 
 
４ 既存事業の経営基盤が安定していること。 

様式３ 財務内容調査票に記入してください。 
様式４ 法人等の概要に記入してください。 
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（様式２）４ 
５ 管理運営計画 
  しごとセンターの効用を最大限に発揮するとともに、効率的な管理運営ができること。 
（１）行政課題に対応し、雇用及び就業の推進のための取組み 
   雇用情勢等の変化に対応し、より魅力的な事業を展開するために、どのような取組

みを行うか具体的に示してください。 
東京における雇用・就業の拠点施設として、都及び国と密接に連携しながら、行政課

題や利用者の声を的確に把握し、都民の多様なニーズに応えていきます。 

 しごとセンターは、雇用・就業情勢やその時々の行政課題、利用者ニーズに合わせ、常に進

化し続けていかなくてはなりません。 

 都の雇用・就業施策について理解し、きめ細かいサービスや雇用・就業のセーフティネット

機能等、しごとセンターの役割を十分に踏まえながら、行政課題等に対応し、常に時代にあっ

たサービスを展開していきます。 

具体的取組 

◆総合相談窓口の設置、多様な働き方に対する支援 

 多様な働き方に対応した個別相談・セミナー等の実施に加え、起業・創業等に関する相談機能の充実、

関係団体との連携による求人情報収集、職業能力開発に関する情報提供を実施します。 

◆若年者の就業支援 

 しごとセンター内に併設されたハローワーク飯田橋Ｕ－３５と連携した求人情報の提供、職業紹介、

合同就職面接会を実施するほか、若者の職業的自立に向けた支援プログラム、正規雇用化に向けた就業

支援、早期離職防止に向けた支援を実施します。 

◆中高年者の就業支援 

 正規雇用化を進めるための就職支援（就職氷河期世代を含む）、就職困難要因を抱える中高年者への

特別支援、求職活動支援セミナーや能力開発セミナー、適切な職業紹介とマッチング機会の提供を実施

します。 

◆高年齢者の就業支援 

 しごとセンター内に併設されたハローワーク飯田橋専門援助第３部門と連携した効果的で一体的な

就業支援を実施するほか、就職氷河期世代を含む高年齢者等のライフキャリアプランや早期退職・定年

後のキャリア形成・多様な職業選択の支援、再就職活動支援セミナー、事業主団体との連携により、企

業が求める技術・技能の付与と就職面接会を組み合わせた就職支援講習、高年齢者が職業経験で培った

職務遂行能力を活用したプログラムを実施します。 

◆女性の再就職支援 

 女性しごと応援テラスにおいて、個別カウンセリング、セミナー・プログラム、職業紹介を実施する

ほか、都内各地域においても地域自治体と連携してセミナーやマッチングイベントを実施します。また、

子育て期間中の利用者がセミナーやカウンセリング等に参加しやすくするため、保育サービスを提供し

ます。 
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◆就労困難者の雇用就業支援 

 専門サポートコーナーにおいて、就労支援アドバイザーや職場定着支援員、専門支援員等によるチー

ム支援により、様々な事由で就労が困難な方へのきめ細かい就労支援を実施するほか、都内各地域にお

いてもセミナーや相談会等実施します。また、就労受け入れ先の確保、就労困難者と就労受け入れ先と

のマッチング、就労後の定着支援を実施します。 

◆全年齢対象の雇用就業支援 

 しごとセンターと職業能力開発センターの連携を強化し、双方の強みを活かしながら、より効果的な

支援策を実施するとともに、スマートフォン向けアプリ「TOKYO 就職 Navi」を活用した支援を展開

します。 

 また、全年齢の求職者を対象にした、デジタル・ビジネススキルを習得する講習を実施します。講習

受講後はしごとセンターにおける、キャリアカウンセリングを通してマッチング支援を行い、就職活動

を支援します。 

しごとセンターの利用登録なしで、電話やオンラインでの相談や、求職活動を支援するためのセミナ

ーをオンラインで配信します。求職者の利便性向上と、個々の状況やニーズに対応した就職支援を実施

し、しごとセンターの利用につなげます。 

 ◆東京都しごとセンター多摩の就業支援 

 多摩地域における雇用・就業支援拠点として、全年齢を対象としたキャリアカウンセリングから情報

提供等の支援のほか、多摩地域における女性の再就職に向けた支援、多摩地域の若者と中小企業のマッ

チング、多摩地域の自治体・商工会議所やハローワーク立川等と連携したマッチングを実施します。 

 

（具体的取組の詳細は、別紙資料①「具体的な事業提案について」をご覧ください。）   
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（２）利用者の利便性を向上させるために、どのような取組みを行うか具体的に記入して

ください。 

 

しごとセンター利用者の利便性向上を図り、顧客満足度を高めます。 

利用者のニーズを適切に把握し、休憩コーナーの設置やわかりやすいサイン表示等、利用し

やすい施設を目指します。また、出張やインターネット活用等によるサービス提供方法の工夫

により、求職者の利便性の向上を図ります。 

具体的取組 

◆関係機関情報コーナーの設置・入居機関と連携した情報発信 

１階エントランス周辺に、入居機関や行政機関等の情報提供コーナーを設置します。また、１・２・

３階の展示スペース等を使って入居機関の情報を定期的に発信していきます。 

◆オンラインを活用したサービスの実施 

オンライン上での利用登録やキャリアカウンセリング、就職に役立つ情報の提供等のサービスを一層

推進します。また、スマートフォン向けアプリ「ＴOKYO 就職 Navi」における、機能強化等により、

しごとセンター利用者の利便性向上を図ります。 

◆出張によるセミナー等の実施 

都内各地域や大学、専門学校等において出張によるセミナー等を実施します。 

◆顧客満足度調査、ご意見箱の設置による利用者ニーズの把握 

顧客満足度の調査や東京都しごとセンター及び東京都しごとセンター多摩に設置するご意見箱によ

り、利用者のニーズを的確に把握し、迅速に対応します。 

◆就職決定者等の声の共有化 

しごとセンター利用者の感想や職場体験について、館内掲示やホームページへの掲載を行い、利用者

同士の気づきや情報の共有化を図り、しごとセンターの利用を促進します。 

◆子供連れ利用者への配慮 

しごとセンター入居機関が実施する事業での託児室の利用や、授乳やおむつ替え等ができるスペース

（赤ちゃん・ふらっと）の設置等により、子育て中の利用者の利便性を高めます。 

◆休憩コーナーの改善 

５階のロビーに、飲食が可能な休憩コーナーを設置し、利用者の皆様が快適に過ごせる空間を提供し

ます。また、Wi-Fi 機能を整備し、休憩時間の利便性向上に加え、災害時にも安否確認や情報収集に活

用できるよう環境を整えます。 

◆サイン表示の充実等 

フロア・施設への道筋を一層わかりやすく示すため、サイン表示の充実を図ります。また、ディスプ

レイ等を活用し、セミナー・イベント情報の提供を行います。 
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（様式２）５ 
（３）利用者増加のための取組み 
   貴団体のノウハウを生かした利用者増加のための取組みについて具体的に示してく

ださい。 
戦略的かつ効果的な広報を展開し、しごとセンターの認知度を高め、さらなる利用者

の増加を図ります。 

 しごとセンターは、開設以来、延べ 390 万人以上の利用者にサービスを提供してきた実績

と、それを支える丁寧で分かりやすい広報活動により、利用者にとって「信頼できる場所」「安

心して相談できる施設」としての地位を築いています。今後はしごとセンターのさらなる認知

度の向上、利用者増加を図るため、ターゲットを絞り興味を持ってもらう「攻める広報」、広

く都民に知ってもらう「広げる広報」を展開していきます。併せて、利用者の情報経路や効果

分析を踏まえ、より効果的な広報手法を取り入れて、リアルとオンラインを連動させた戦略的

な「届く広報」を展開していきます。 

具体的取組 

◆年齢層別・対象者別サービスの情報提供 

年齢層別・対象者別サービスの特色や実績、成功事例等、具体的なセールスポイントを記載した

web サイト・特設ページ、パンフレット等で継続的に PR を行い、各サービスの認知度を高めます。 

◆しごとセンター事業の一体的な広報 

しごとセンター事業全体で横断的に外部への情報発信を行い、統一されたメッセージ、ビジュアル、

戦略のもとで、一貫性をもって PR します。しごとセンター事業をよりわかりやすく “見える化”す

ることで利用促進に繋げます。 

◆オンラインを活用した広報活動 

Web サイトやアプリ、SNS、Web 広告等オンラインを活用し、広範囲に向けて定期的に情報を発

信します。加えて、動画やメールマガジンの配信等、多様なコンテンツを活用し、効果的にしごとセ

ンターの利用に繋げます。また、効果測定を行い、広報戦略を改善・最適化しながら、より効率的か

つ効果的に広報活動を実施します。 

◆リアルな場や紙媒体でのアプローチ 

関係機関や公的機関、大学等における出張イベントの実施やパンフレットの配布・設置、ポスター

掲示等により、オンラインだけでは届きにくい層やリアルな場での広報が有効な層に向けても PR を

行い、しごとセンターの認知度向上に繋げます。また、パンフレット等に記載した予約フォームから

しごとセンターweb サイトへスムーズに誘導する等、オンラインを連動させた広報を行います。 

◆関係機関との連携によるＰＲ活動 

職業能力開発センターと連携し、定期的な意見交換や職員向けの見学会を通じて相互理解を深め、

利用者にとって有益な情報を発信する相互 PR 体制を築き、実施します。加えて、スマートフォン向

けアプリ「ＴOKYO 就職 Navi」も活用し、双方の利用者に対し、支援メニュー等を効果的に PR す

ることで、それぞれの利用促進に繋げます。 
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◆公共媒体、マスコミ活用等による広報活動 

しごとセンターの周知のため、広報東京都や区市町村報等の公共媒体の活用や、財団のホームペー

ジやパンフレットによる広報、情報公開を行うとともに、メディアや他団体からの取材や視察を積極

的に受け入れ、財団の認知度向上を図っていきます。 

（４）国、区市町村、ＮＰＯ等関係機関との連携に関する取組について、具体的に示して

ください。 
これまで培ってきたノウハウ、人材、ネットワーク、実績を最大限活用し、他機関

と連携することで、雇用・就業支援サービスを効果的・効率的に実施していきます。 

 設立以来 50 年にわたり雇用・就業事業を展開する中で培ってきた、独自のノウハウ、人

材、ネットワークを最大限に活用した財団独自のサービスと、国や区市町村、ＮＰＯ等各機

関が持つ経営資源を効果的に組み合わせ、効率的に事業を実施していきます。 

具体的取組 

◆教育機関や自治体と連携した就職支援サービスの実施（若年者） 

◆区市町村や職業能力開発センターと連携したセミナーの実施（中高年者） 

 ◆高年齢者の就業促進に向けた企業へのアプローチの強化やプラチナ・キャリアセンター

(財団自主事業)と連携したサービスの実施（高年齢者） 

 ◆ハローワーク・区市・アクティブシニア就業支援センターと連携したイベントの実施（高

年齢者） 

◆地域型の再就職支援サービスの実施（女性） 

◆自治体や関係団体等と連携した就業支援サービスの実施（多摩） 

◆金融機関等の関係団体との連携による求人情報の収集等（事業所相談） 

 

（具体的取組の詳細は、別紙資料①「具体的な事業提案について」をご覧ください。）   
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（様式２）６ 
（５）施設の設置目的を踏まえた上で、指定管理者自らが事業を実施する計画がある場合

には、その内容を具体的に記入してください。 
   自主事業に係る収支見込み（人件費を含めた経費積算及財源）も示してください。（こ

の収支については、別紙２の収支計画書には反映しないでください。） 
   提案された自主事業が認められない場合において、指定管理者の申請を辞退する可

能性がある場合には、その旨も記してください。 
雇用・就業に関する自主事業を展開することにより、しごとセンターのコンセプトである

「ワンストップサービス」を充実させ、多様なニーズに応えていきます。政策連携団体と

して都政と連動しながら施策を展開します。 

 

詳細は、別紙資料②「自主事業の取組について」をご覧ください。 

＊経費積算及財源 
（詳細は、別紙資料③「自主事業の経費内訳」をご覧ください。） 

項 目 8 年度 9 年度 10 年度 11 年度 12 年度 

収入額 47,885,809 43,578,217 40,829,105 36,235,672 36,210,648 

支出額 47,884,291 43,576,699 40,827,587 36,234,154 36,209,130 

収 支 1,518 1,518 1,518 1,518 1,518 

 
項 

目 

13 年度 14 年度 15 年度 16 年度 17 年度 計 

収

入

額 

36,210,648 36,210,648 36,210,648 36,210,648 36,210,648 385,792,691 

支

出

額 

36,209,130 36,209,130 36,209,130 36,209,130 36,209,130 385,777,511 

収 

支 
1,518 1,518 1,518 1,518 1,518 15,180 
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（様式２）７ 
６ 関係法令及び条例の規定を遵守し、適正な管理運営ができること。 
（１）職業安定法等関係法規の遵守をはじめとしたコンプライアンスの推進についてどの

ような取組みを行うか、取組体制を含めて具体的に示してください。 
職業安定法等関係法規を遵守し、利用者の立場に立った適正な管理運営を行います。 

職業安定法や個人情報保護法、消防法等の関係法令を十分に遵守するとともに、東京都しご

とセンター条例の設置趣旨、規定内容を踏まえ、適正な管理運営を図っていきます。 

具体的取組 

◆職業安定法等を遵守した事業執行 

  職業安定法や高年齢者等の雇用の安定等に関する法律等の関係法令を遵守するとともに、条例の設

置趣旨等を十分に踏まえ、事業を適正に執行します。 

◆法令遵守のための体制の整備 

 職業安定法や個人情報保護法等、法改正等に対応した研修を適切に行い、法令趣旨の周知徹底や意

識啓発に組織をあげて取り組むことにより、法令遵守のための体制を整備します。 

 ◆災害対策・危機管理体制の整備 

  消防署等関係機関と連携し、施設全体の避難訓練や利用者の安全誘導訓練を行い、予期せぬ危険・

危機に備えます。また、防火防災管理者及び防火管理技能者を配置し、専門的な知識に基づいた防火・

防災を徹底するとともに、災害支援型自動販売機を設置する等、災害発生時における避難された方々

への支援体制の充実に努めます。 

 ◆日常安全対策 

定期的・日常的な施設・設備の安全点検を行い、避難表示や避難通路を適正に確保する等、事故を

未然に防止するための取組を行います。 
（２）情報セキュリティについてどのような取組みを行うか、取組体制を含めて具体的に

示してください。 
個人情報保護法や当財団の個人情報保護基本方針等を遵守し、厳正な情報セキュリテ

ィ対策を講じます。 

個人情報保護法、個人情報保護基本方針（以下、「基本方針」という。）など、しごとセンタ

ー管理運営に係る関係法令等を遵守し、個人情報の厳正な管理と保護を実施します。 

具体的取組 

◆基本方針等に基づく体制の整備 

 個人情報を適切かつ安全に取り扱うため、基本方針に基づいた運用を行います。また、個人情報保

護管理責任者、情報セキュリティ管理者、情報セキュリティ責任者を設置し、情報資源を適切に管理

するための必要な環境を整備・運用し、情報セキュリティ対策を確実に実施していきます。 

◆研修の実施による職員の意識向上 

全職員に対して、基本方針に基づく個人情報の取扱いに対応した「情報セキュリティ研修」を毎年

度実施し、日々の業務で遵守すべきルール（情報セキュリティポリシー）を認識させるとともに、理
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解度確認テストを取り入れ、職員一人ひとりの意識向上を確実に図り、情報セキュリティ対策を徹底

させます。 

◆委託事業者に対する体制の指導・監督 

就業支援サービス等を財団から受託した民間事業者に対しても、定期的な連絡会や日常的な業務連

絡等を通じて、個人情報の適正な取扱いを指導・監督していきます。 
 

-13-



（様式２）８ 
７ 施設管理実施方針 
  施設等を良好な状態に保つため、貴団体はどのように取り組むか、維持管理の実施計

画を具体的に示してください。 
指定管理者としての責務を十分に認識し、建物管理委託業者に対して契約書に則っ

た適切な指導監督等により、施設を良好な状態に保ちます。 

 財団は指定管理者として、かつ、施設管理責任者としてしごとセンターの施設の維持管

理に際して、日常点検により不具合箇所の把握に努め、その補修・メンテナンス等を適切に

行います。 

具体的取組 

◆日常点検の着実な実施 

しごとセンターの各設備について、日常点検・日常清掃を着実に実施します。 

◆法定点検の着実な実施 

しごとセンターの各設備について、定期点検・定期清掃を着実に実施します。 

◆臨時点検の実施・対応 

東京しごとセンターは、平成８年の竣工以来約３０年が経過しました。令和４年から６年にかけ

て、空調、配管等の各種設備やエレベータの更新といった大規模改修を行いました。ただし、その

対象外となっていた設備（消火設備の一部等）があるため、その更新を順次行います。また、法定

定期点検の実施に加えて、必要により臨時点検を行い、瑕疵や不具合を調査し、建物及び諸設備の

計画的な予防保全に努めていきます。 

 
８ 収支計画 
（１） 経費削減等経営方針 
    効率的な管理運営のために、どのように経費を削減するか、貴団体の経営方針に

ついて示してください。 
経常的・固定的経費の削減見直しや効率的な事業執行等により、コスト管理を徹底しま

す。 

効率的な執行体制の確立や、施設維持管理費の経常的・固定的経費の低コスト化を実現す

るとともに、効率的な事業の執行を徹底するなど、しごとセンターの管理運営にかかる経費

について、施策レベルの水準を落とすことなく、一層の縮減* に努めます。 

 *今後の行政需要に応じて新たな事業を実施することとなった場合における経費増分は除きます。 

具体的取組 

◆組織及び職員数の見直し 

 組織の見直しや事務処理体制の整理等によって効率的な執行体制を確立します。 

◆事業執行の効率化と事業執行力強化 

 実績を踏まえた事業評価や費用対効果の検証等により、事業執行の効率化を徹底します。また、職

-14-



員の職務遂行能力の向上、必要な専門知識及び技能の習得のための研修を実施するなど、絶えず財団

の事業執行力強化を進めます。 

◆施設維持管理に係るコストの縮減 

電力使用量を抑制するとともに、適切かつ計画的な設備メンテナンス等を実施し、コストの削減に

努めます。 
（２）収支計画 

   別紙―２「収支計画書」を記入して下さい。 
【別紙２】収支計画書 
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別紙資料①-1 

 
 
 

具体的な事業提案について  

 

 

１ 基本的な考え方 

 

 

◆ 東京都や東京労働局・ハローワークと密接に連携しながら、今後の雇用・

就業情勢の変化やその時々の行政課題に的確かつ柔軟に対応していきます。 

 

◆ ＰＤＣＡマネジメントサイクルの考え方に則り、利用者ニーズ等を踏まえ

た事業の点検評価を適切に行い、機動的・弾力的に事業の改善を行います。 

 

◆ しごとセンターの役割（ワンストップ、カウンセリングを中心としたきめ

細かなサービス、セーフティネット、多様な働き方等）を十分に踏まえ、事

業を展開していきます。 

 

◆ 少子高齢化が進展する中で、東京の労働力を確保するため、年齢別の就業

支援、正規雇用化支援、女性の再就職支援、多様な働き方の選択支援等の就

業支援を実施していきます。 

 

◆ 財団の有するノウハウ、人材、ネットワーク、実績を最大限活用して、効

果的・効率的なサービスを実施します。



 

別紙資料①-2 

 
 

 

２ 具体的提案内容 

 

(1) 総合相談窓口の設置、多様な働き方に対する支援 

しごとセンターの利用案内や入居機関の紹介、職業能力開発関連施設やその他

雇用就業関係機関の紹介を行います。また、多様な働き方に関する情報の提供や

相談等、全年齢を対象としたサービスを実施します。 

① 総合相談窓口を設置し、利用者へのガイダンスやニーズの聞き取り、外部機関

を含む適切な窓口、サービスへの案内を行います。 

② 事業所向けに、求人や人材活用に関する相談に応じます。また、入居するハロ

ーワーク等と連携して、求人情報の提供や就職面接会等のマッチングイベントの

参加へつなげます。 

③ 起業・創業や職業適性、年金等に関する相談、助言を行います。また、ＮＰＯ、

ボランティア等の多様な働き方に関するセミナーや情報提供を行います。 

 

令和８年度以降の取組  

◆利用者へのサービス案内や雇用就業全般に関する情報提供 

しごとセ ンター 利用者へ の利用 案内やハ ローワ ーク、公 共職 業訓 練、労働 相 談、職 業能力開 発  

等の雇 用・就 業に 関連する 機関等 の事業案 内や情 報提供を 行い、利用者 のニ ー ズに適 切に対 応し  

ます。  

◆多様な働き方に対応した個別相談・セミナー等の実施 

雇用に限 らない 様々なワ ークス タ イル に対 応し た 相 談 窓口 の 設 置 、 セ ミ ナ ー を 実 施 する ほ か 、 

就業 体験 の機 会を 設け る等、 総合 的な 情報 提供を 実施 しま す。  

◆専門相談機能の充実 

起業・創 業に関 する 専門 家を 配置 した 相談窓 口を 設置 し、利 用者 のニ ーズ に応 じて、起業 等に  

必要な ノウハ ウの提供 や（公 財 ）東 京 都中小企 業振興 公社等の 関係機関 への案 内を行 います 。ま

た、専門 家による職 業適 性相 談、社会保険・年 金相談 等を 実施 し専門相 談機能 の充 実を 図ります 。 

◆関係団体との連携による求人情報の収集等 

関係団 体と連携 し、効 果的に求 人情 報を 収集・提 供し ていき ます。また、中小企業 に対して し

ご とセン ター を PR し、利 用を 促進 していきま す。  

◆職業能力開発に関する情報提供 

公共職 業訓練や 専門学校・各種学校 等の職 業能力 開 発に関 する情報を 幅広 く 提供す るとと もに 、

適 切な能 力開 発の ため の相談 やア ドバ イス を行い ます 。 

 



 

別紙資料①-3 

 
 

(2) 若年者の就業支援 

フリーターや新卒未内定者等の若年求職者に対し、効果的に就職に結びつけてい

くため、個々の利用者に合わせた様々な事業を展開していきます。 

① キャリアカウンセリングやグループワーク等の様々な支援方法を用意し、一人ひ

とりの適性や希望、状況に応じたきめ細かな支援を実施します。 

② 就職活動に関するノウハウの習得や職業・企業理解のためのセミナー、企業説明

会、企業見学会等を行います。 

③ しごとセンター内に併設されたハローワーク飯田橋 U-35 と連携し、求人情報の

提供や職業紹介、合同就職面接会等を行います。 

 

令和８年度以降の取組  

◆キャリアカウンセリングやセミナーによる就職支援の実施 

担当制 のキャリ アカウン セリン グやグル ープカ ウンセリ ング、キャ リアデザ インや 就職活 動の

ノ ウハウ を学 ぶセ ミナ ー等を 通し て、一人 ひと りの 適性 や希望 、状況 に応じた きめ細 かな支 援を

実 施しま す。  

◆若者と中小企業のマッチング支援の充実 

企業情 報の収集 、アド バイザ ーから の助 言や 業界 職種勉 強会 、企 業説 明会・企 業見 学等を実 施

し 、若者 のし ごと 選択 の視 野拡 大を図り ます。また、企業に 対して採用 等ノ ウ ハウを 伝える とと

も に、若 者と のマ ッチ ングの 機会 を提 供し 、中小 企業 への 就業 を支援しま す。  

◆教育機関や自治体と連携した就職支援サービスの実施 

大学 キャ リア セン ターや 高等 学校 、自治 体等の 関係 機関 との 連携 を強化 し、各 学校 や地域で 必

要とす る支援を 共催や 出張等に より実 施し、より 多 くの方に サー ビス を提 供 しま す。ま た、学 生

の就職 活動の変 化に合 わせたき め細か なサービ スを実施 します 。 

◆若者の職業的自立に向けた支援プログラムの実施 

無業者 や高校中 退者等、仕事 による社会 的自 立が 必要 な若者 に対 し、ＮＰ Ｏ等 の関 係機関と 連

携 を図り なが ら就 職に つなげ るた めの 支援 を実施 しま す。  

◆正規雇用化に向けた就業支援の実施 

未就職 又は非正 規雇用が 長いな ど、正 社員と しての実 務経験 が十 分で ない 若年者 を対 象に 、自

ら の適性 を見 出し 、働 く上 での 実践的な 能力を 身に 付け るプロ グラム等 を実 施し、正 規雇用に つ

な げます 。  

◆早期離職防止に向けた支援の実施 

若年者 に対し社 会人基礎 力を身 につける セミナ ーを実施 すると とも に、入職 後間も ない若 者に

対 するキ ャリ ア形 成を 図るプ ログ ラム を実 施する こと で、若 手社 員の早 期離 職を 防止 する支援 を

実 施しま す。  

◆オンラインによる支援の実施 

オンラ インを活 用したキ ャリア カウンセ リング やセミナ ー等の サー ビス を提供し 、利用者の 利

便 性の向 上を 図り ます 。  
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(3) 中高年者の就業支援 

就職氷河期世代を含む中高年者を対象として、早期の再就職に向けた就業支援を

行います。 

① きめ細かなキャリアカウンセリングや情報提供、職業紹介等の一貫した支援を

行います。 

② 非正規労働者への正規雇用化に向けた支援を行います。 

③ 専門的なノウハウを有する民間事業者を活用することにより、効率的な事業実

施を図るとともに、適切な目標管理・業務管理により、事業の効率性と公平性を

高めます。 

   

令和８年度以降の取組  

◆キャリアカウンセリングやセミナーによる就職支援の実施  

担当 制のキャリ アカウ ン セリン グや各 種セミナ ー等を 通して 、一 人ひ とり の 適性 や希 望、状 況  

に応 じた きめ 細か な支 援を実 施し ます 。 

◆正規雇用化を進めるための就職支援の実施 

正規雇 用 で の再就 職を 希 望 する利 用 者 に対 し 、グ ルー プワー ク や 専 門相 談 員 によ る個 別 支 援 、

就 職面接 会等 を組 み合 わせて 提供 し、 正規 雇用化 を支 援し ます 。 

◆ミドルアフター層に対する支援の実施 

就職氷 河期世代 であるミ ドルア フター層 に対し て、キ ャリア チェ ンジ・キ ャリ アデ ザイン の機

会 を提供 し、 就職 の方 向性の 拡大 やマ ッチ ング機 会の 提供 を通 じて、早期 就職 を支 援しま す。  

◆就職困難要因を抱える中高年者への特別支援の実施 

離 職 期 間 が 長 期 化 し て い る 利 用 者 や 経 験 職 種 で の 再 就 職 が 難 し い 利 用 者 等 に 対 応 し た セ ミ ナ

ー やプロ グラ ムに よる 特別支 援を 実施 し、 早期就 業を 支援 しま す。 

◆求職活動支援セミナー、能力開発セミナーの実施 

雇用・就業状 況の解説 、就職 活動の 目標 設定 、自 己理 解促 進等 の就 職活動 に関 する ノウハウ セ

ミ ナ ーや コ ミ ュニケ ーシ ョン 能 力、 キ ャ リア デ ザ イ ン等 の 能 力 開 発 セ ミナ ーを 定期 的 に実 施 し 、

再 就職活 動を 支援 しま す。  

◆適切な職業紹介とマッチング機会の提供 

職業紹 介権を有 する民間 事業者 のノウハ ウを活 用し、ミド ル層 の採 用に理解 のある 企業や 利用

者 の希望 に沿 った 求人 の開拓 によ り、適切 な職 業紹 介を 行います 。また 、中高 年者を 対象と した

企 業説明 会や 就職 面接 会を開 き、 マッ チン グの機 会を 積極 的に 提供します 。 

◆区市町村や職業能力開発センターと連携したセミナー等の実施 

区市町 村や職業 能力開発 センタ ーと連携 したセ ミナー等 を実施 しま す。  

◆オンラインによる支援の実施 

オンラ インを活 用したキ ャリア カウンセ リング やセミナ ー等の サー ビス を提供し 、利用者の 利

便 性の向 上を 図り ます 。  
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(4) 高年齢者の就業支援 

就職氷河期世代を含む働く意欲のある高年齢者や退職を控えた高年齢者等を対

象に、就業機会を確保するための事業を展開していきます。 

①   キャリアカウンセリングやキャリア支援ツールを活用した相談、セミナーを

実施し、社会変化や高齢者のニーズの多様化に対応した高年齢者の就業を支援

します。 

② 就業相談としごとセンター内に併設されたハローワーク飯田橋専門援助第３

部門（シニアコーナー）による職業紹介と連携し、効果的な就業支援を実施しま

す。 

③ 高齢者活用に意欲のある事業主団体と連携し、企業が求める技術・技能の付与

と就職面接会を組み合わせた就職支援講習を実施します。 

  

令和８年度以降の取組  

◆多様な職業選択の支援 

 就業相談 やキャ リアカ ウン セリ ング を実 施し、ラ イフ キャリア プラン や早期退 職・定年後の キ

ャリア 形成、 多様な職 業選択を 支援し ます。 

  ◆キャリアカウンセリングの充実 

社会 変 化や 高 齢 者の ニ ーズ の多 様化 によ る 価値 観の 変化 に 対応 し た キャリ ア形 成 を 支援す るツ

ール を活 用し て、よ り充 実し たキャ リア カウ ンセ リング を実 施し ます 。また 就職 支援 アドバ イザ

ーへ スー パー バイズ を実 施し 、カウ ンセ リン グ技 法を向 上さ せる こと で、よ り質 の高 いサー ビス

を提 供し ます 。 

◆再就職活動支援セミナーの充実 

応募書 類対策や 面接対策 等の就 職活動の 基本的 ノウハウ を付与 する セミ ナーや企 業・職種理 解

を 進める ため のセ ミナ ーを開 催し 、就 業相 談等 とつ なが りを持 たせて実 施す るこ とによ り、就 業

支 援サー ビス を効 果的 に実施 しま す。  

◆中小企業への就職のための講習・プログラムの実施 

都内中 小企業団 体等と協 働で就 職支援プ ログラ ムの開発・見 直しや採 用の呼びか けを 行い 、各

職 種・業 界で求め られ る職 務能 力や知識 を習得 する 就職 支援講 習を実施 しま す。高年 齢者が職 業

経 験で培 った 職務 遂行 能力を 活用 した プロ グラム を実 施し 、中 小企業への 就職 を推 進しま す。  

◆高年齢者の就業促進に向けた企業アプローチの強化 

ハロー ワーク飯 田橋専門 援助第 ３部門（シニア コーナー ）と 連携 して 、高 年齢 者を 雇用する 意

向 を持つ 企業 を開 拓し 、職場 体験 等を 通し て高年 齢者 の雇 用の 場を拡大し ます 。 

◆オンラインによる支援の実施  

オン ライ ン を 活用し た キ ャリ ア カウ ン セ リン グ や セ ミナ ー等の サ ー ビス を 提供 し、 利用者 の利

便性 の向 上を 図りま す。
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(5) 女性の再就職支援 

出産や育児、介護で離職した女性等、家庭と両立しながら仕事に就きたいと

考えている方を主な対象として、個々の状況を踏まえた就職支援を行います。 

① きめ細かなキャリアカウンセリングやセミナー、職業紹介等の一貫した支

援を行います。 

② 女性の再就職に向けた総合的な支援プログラムを実施します。 

③ 自治体や関係機関と連携し、各地域において女性の再就職支援を行うとと

もに、家庭との両立に有用な情報提供を行います。 

 

令和８年度以降の取組  

◆女性再就職支援窓口での支援 

女性し ごと応援 テラスで の一貫 した就職 支援に 加え、少人 数制 のセ ミナーや 就職面 接会等 を実

施 します 。  

◆再就職に向けた支援プログラムの実施 

職種別 の専門ス キルを習 得した い女性や 育児と の両立不 安のた め就 職を 躊躇して いる女 性、正

規 雇用や キャ リア アッ プを目 指し 転職 を希 望する 女性 など 、対象 者のニ ーズ や状 況に 応じた多 様

な プログ ラム を実 施し ます。  

◆地域型の再就職支援サービスの実施 

自治体 と連携し 協力を図 りなが ら、キ ャラバ ン型のセ ミナー・個別相 談や 地域 密着 型のマッ チ

ン グイベ ント を都 内各 地域に おい て実 施し ます。  

◆オンラインによる再就職支援サービスの実施 

家庭と の両立を 図りつつ 再就職 を目指す 求職者 がより効 率的に 就職 活動 ができる よう、オン ラ

イ ンによ るメ ンタ ー相 談やセ ミナ ー等 を実 施しま す。  

◆利用者向け保育サービスの提供 

子育て 期間中の 利用者が、セ ミナーやカ ウン セリ ング 等に参 加し やす くす るため 、保育サ ービ

ス を提供 しま す。  
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(6) 就労困難者の雇用就業支援 

就労を希望しながら、様々な事由により就労が困難な方に、就労準備から就労

後の定着まで、専門のスタッフが連携してチームによるきめ細かい支援を行います。 

① 個別カウンセリングや各種プログラムによる支援のほか、職業紹介や定着支援

を含む一貫した支援を実施します。 

② 専門スタッフによるチーム支援を行います。 

③ 各地域において就労困難者の支援を実施します。 

 

令和８年度以降の取組  

◆専門サポートコーナーでの支援 

専 任の ア ド バ イザ ー に よ る 個 々の 特 性 や 状況 に応 じた き め 細 か な支 援 を 行 い、 採 用 面接 等 に同

行す るな ど、 就職活 動全 般の サポ ートを行 います 。  

◆就労支援アドバイザー等によるチーム支援 

就労支 援アドバ イザーや 職場定 着支援員、求人 開拓 員、専門 支援 員等 で構成 す るチー ムによ り、

個々 の状 況に 応じた 支援 を実 施し ます。  

◆各種プログラムによる支援 

生 活面 を 含 め た社 会 的 な 自 立 及び 就 労 を 支援 する ため の プ ロ グ ラム を 設 定 し、 個 々 の特 性 や状

況に 応じ てプ ログラ ムを 提供 しま す。 

◆アウトリーチ型での支援 

都 内で 就 労 を 希望 す る 困 難 な 問題 を 抱 え る方 々を 対象 に 、 出 張 セミ ナ ー や 個別 就 業 相談 会 等、

アウ トリ ーチ 型の支 援を 地域 に展 開します 。  
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(7) 全年齢対象の雇用就業支援 

すべての年齢層の求職者を対象として、それぞれの状況に応じた就職支援コンテ

ンツを提供します。 

 

令和８年度以降の取組  

◆長期失業者等に向けたフォローアップ支援の実施 

しご とセ ンタ ーと 東京都 職業 能力 開発 センタ ーの 情報 共有・意見交換 の場 を 設ける ことに より 、

長 期失 業 者 等 にそ れ ぞ れ の 強 みを 活 か し た、 より 効果 的 な 就 業 支援 を 提 供 する 体 制 ・仕 組 みを

構築し ます 。ま た、スマー トフォン 向けアプ リ「ＴOKYO 就職 Navi」の 運営・改修を 行い 、求

職者に 対する各 種支援メ ニュー の案内を効 果的 に情報発 信して いき ます 。 

◆デジタルスキル習得チャレンジ支援事業の実施 

しご と セ ン ター で キ ャ リ ア カウ ン セ リ ング を受 け た す べ て の 年齢 層 の 求 職 者 を対 象に 、  デ

ジタル ・ビジネ ススキ ルを習得 する講習 を実施 します。  

講習受講 後はし ごと セン ターにお けるキ ャリアカ ウンセ リングを 通してマ ッチン グ支援 を 行

い、就 職活動を 支援し ます。 

◆SNS 等を活用したオンライン就職支援窓口(就職だれでも相談)の設置 

しご とセ ンタ ーの利 用登 録な しで 、電話 やオ ンラ イン で気軽 に相 談で きる 窓口 (就 職だれで も

相談)の設置 と、求 職活 動を支 援す るた めの セミナ ー等 をオ ンラ インで 配信 し、 就職 活動に 役立

つ 情報 を 提 供 しま す 。 求 職 者 の利 便 性 向 上と 、個 々の 状 況 や ニ ーズ に 対 応 した 就 職 支援 を 実施

し、し ごとセン ターの利 用につ なげます。  
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(８) 東京都しごとセンター多摩の就業支援 

多摩地域における雇用・就業支援拠点として、全ての年齢層を対象とした雇用

就業に関する一貫したサービスを関係機関と連携し、ワンストップで提供します。 

①   全年齢を対象に、キャリアカウンセリングから情報提供のほか、多摩地域に

おける女性の再就職に向けた支援、若者と中小企業とのマッチング等の一貫し

た支援を行います。 

②   多摩地域の自治体・商工会議所やハローワーク立川等の関係機関と連携し、

就業ニーズに応じた就業支援サービスを実施します。 

③   民間事業者の活用にあたっては、適切な目標管理・業務管理により、事業の

効率性と公平性を高めます。 

  

令和８年度以降の取組  

◆地域と連携した就業支援サービスの実施 

多摩地 域 内 での求 人・ 求 職 両面の 多 様 なニ ー ズに 応え るため 、 自 治 体等 関 係 機関 と連 携 し て 、

就 職面接 会や 企業 説明 会、セ ミナ ー等 を協 働で実 施し ます 。 

◆自治体や関係団体等との連携強化 

多摩地 域におけ る雇用・就業を 進め るた め、自治 体や 教育機 関、中 小企業団 体、就 業支援団 体

等 と 連携 強 化 します 。連 携に あ たっ て は 、し ご と セ ンタ ー 多 摩 の 就 業 支援 のノ ウハ ウ につ い て 、

関 係機関 の多 様な ニー ズを踏 まえ て提 供す るとと もに、自治 体等 の広報 媒体 やネ ット ワーク等 の

有 形・無 形の 資源 を有 効効活 用す るな ど、 相互に 協力 して 事業 を推進しま す。  

◆多摩地域の若者と中小企業のマッチングの強化 

多摩地 域の若者 が中小企 業の魅 力に共感 し、就職先の 選択肢 とな るよ う、地域 内の 中小企業 と

の 交流会 やセ ミナ ーを 実施す ると とも に、大学・専 門学 校の キャ リア センタ ー等 との 連携を図 り

な がら、中小企業 の魅 力を 効果 的に発信 し、多摩地域 の若者 と中小企業 のマ ッ チング を強化 しま

す 。 

 



別紙資料② 

自主事業の取組について 

 

◆シルバー人材センター事業等 

東京都の連合として、都内 58 シルバー人材センター及び会員等に対し、以下の支援を行います。

また、高齢期の多様な働き方のひとつとして、しごとセンターにおいて、シルバー人材センターに関

する最新の情報を提供し、相互に情報を共有して、シニアの最適な就業を進めます。 

① シルバー人材センターの活動や先駆的な事例等の情報発信を行い、会員拡大を支援します。 

② シルバー人材センター会員の就業機会を確保するため就業先の開拓や一括受注契約、広域的な仕 

事の受注調整を行います。 

③ シルバー人材センター一般労働者派遣事業の実施により、就業機会を拡大します。 

④ シルバー人材センター会員を対象に就業に必要な知識・技能の付与や技能向上のため就業支援講 

習と職域拡大技能講習を実施します。 

⑤ シルバー人材センターにおける自律的な安全就業体制の整備を支援します。また、シルバー総合 

保険代理業を実施して、シルバー人材センター及び会員を支援します。 

 ⑥ 高年齢者等の雇用の安定等に関する法律に基づく「シルバー人材センター連合」として、業務指 

導や職員研修、安全就業啓発、会議開催等、事業運営に関する援助を行います。 

 

◆障害者就業支援事業 

障害者及び中小企業等を対象に、障害者雇用就業総合推進事業等の就業支援を行います。また、し

ごとセンター内（飯田橋・多摩）に障害者雇用就業サポートデスクを設置し、障害者、事業主および

支援機関等への障害者雇用に関する情報提供を行っていきます。 

① 職業訓練から雇用・就業に結びつけるコーディネート機能を駆使して、障害者の一般就労に向けた

相談及び普及啓発、職場定着支援や地域の就労支援機関と連携した支援等を行います。 

② 障害者の訓練機会を拡大するため、国が開始した委託訓練を都から受託し、地域の多様な委託先を

活用した職業訓練を行います。 

③ 障害者雇用未経験の中小企業等を対象に、障害者雇用の知識やノウハウが蓄積されるセミナーや職

場体験、雇用前の環境整備や雇用後のサポート等の支援を実施します。 

 

◆若者正社員チャレンジ事業 

正社員としての実務経験や社会人としての心構えを醸成する機会が十分でない 29 歳以下の若年求職者

を対象に、セミナーと企業内実習を組み合わせたプログラムの提供により、正規雇用化を図ります。 

 

◆東京しごと塾事業 

正社員として就業するために必要な基本的なスキルや心構えを身につけていない 30 歳から 54 歳まで

の求職者を対象に、職務実習型のプログラムの提供により、正規雇用化を図ります。 
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◆ミドルチャレンジ事業 

社会人としての一定のスキルはあるものの、正社員としての実務経験や心構えを醸成する機会が十分で

ない 30 歳から 54 歳までの求職者を対象に、セミナーと企業内実習を組み合わせたプログラムの提供に

より、正規雇用化を図ります。 

 

◆就職チャレンジ多摩事業 

雇用情勢の悪化等で離職を余儀なくされた若者及び無業にとどまる若者、一定程度の社会人スキルを有

しながらも、非正規での雇用期間が長くなっている中高年層の求職者を対象に、セミナーとグループワー

ク、企業内実習やマッチング支援を組み合わせたプログラムの提供により、正規雇用化を図ります。 

 

◆緊急就職支援事業 

東日本大震災の被災者への就業支援を重点的に実施します。 

 

◆キャリアチェンジ再就職支援事業 

労働者派遣制度のしくみを活用したトライアル就労とリスキリングの機会を提供し、キャリアチェンジ

の実現と正社員就職を後押しします。 

 

◆成長産業人材雇用支援事業 

近年成長がめざましいデジタル及び環境・エネルギー関連等企業で労働者派遣制度のしくみを活用した

トライアル就労とリスキリングの機会を提供し、派遣先企業等への正社員就職を後押しします。 

 

◆成長産業分野へのキャリアシフト等支援事業 

 キャリア形成の機会が十分に提供されていない非正規労働者等や、時間的制約が大きくスキル習得に割

く時間が限られているひとり親に対し、e ラーニング等によるキャリア形成及び職業紹介等の就職支援を

一体的に行います。 

 

◆女性向けキャリアチェンジ支援事業 

 非正規雇用で働く女性等のキャリアチェンジを促進するため、e ラーニングによる能力開発及び就職支

援を一体的に行います。 

 

◆業界連携再就職支援事業 

 全年齢の求職者を対象に、業界団体と連携し、業界で働く上で有用な知識・技能等を学べる短期間の講

習と合同面接会を組み合わせたプログラムを提供し、業界団体会員企業への就職を支援します。 

 

◆ソーシャルファーム支援事業 

令和元年 12 月に制定された都条例を基に、ソーシャルファーム支援窓口を運営するとともに、都が認
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証するソーシャルファームに対する立ち上げ期の経費・運営費の一部を補助します。さらに、事業所への

訪問を通じて運営状況を把握し、事業所が抱える経営や労務管理、雇用に関する課題に対して伴走型支援

を行うことで企業力の底上げを図り、自律した経営につなげます。 

 

◆雇用環境整備事業 

人手不足等に悩みを抱える中小企業に対し、人材確保に関する相談対応、業界団体を通じた採用・

定着支援等のほか、働き方改革に向けた取組や雇用環境に関する課題解決を通じて、働く意欲をもつ

都民のための雇用・就業支援につなげます。 

① 中小企業の人材確保の課題解決に向けた支援メニューを業界団体のニーズに応じてカスタマイズし

て支援します。また、業界団体がその構成員である中小企業に対する支援として、自主的に実施する

取り組み(資格取得支援、業界ＰＲ等)に対して経費の一部を補助します。 

② 採用活動や人材活用等に悩みを抱える中小企業等に対して、窓口での相談対応、各種セミナー及び

専門家派遣によるコンサルティングを通じて、人材の採用・活用策から人材戦略の構築に至るまで総

合的な支援を実施します。 

③ DX・GX の推進をはじめ、経営課題の解決に寄与する専門・中核人材の確保を必要とする中小企業

等に対し、人材ニーズの把握からマッチング・定着確認まで支援します。また、人材確保に要する費

用の一部を助成します。 

④ 中小企業等の若手技術者の確保・定着を図るため、東京都と中小企業等がそれぞれ出えん金を負担

し、新入社員の奨学金返還費用の一部を財団が奨学金貸与団体に直接支払う方法によって助成します。 

⑤ 福利厚生の充実によるＥＳ（社員満足度）の向上を通じて、若手人材の採用・定着を図る中小企業

等を対象に、専門家を派遣するとともに助成金を支給します。 

⑥ 従業員に対して実施する職業訓練の取り組みを支援し、中小企業等における従業員の職業能力の開

発・向上を促進します。また、育業を後押しするため、育業中のスキルアップを希望する従業員を支

援する企業等に対し、受講料等の一部を助成します。 

⑦ 従業員のリスキリングやキャリアデザインを支援するための環境整備に取り組む中小企業等に専門

家派遣や奨励金の支給を行います。 

⑧ 従業員の「手取り時間」の創出に向けた取組やライフステージの支援・エンゲージメント向上に向

けた取組、賃金の引上げの取組を支援するため、専門家の派遣と奨励金の支給を行います。 

⑨ テレワークの導入・定着・促進を図るため、東京都が実施するコンサルティングを利用した中堅・

中小企業等に対し、テレワーク機器等のテレワーク環境整備に係る経費及び改正育児・介護休業法へ

の対応などの取組を行った企業等に加算して助成します。 

⑩ テレワークの定着を図るため、社内 PT を設置し、都が示すテレワークに係る各種の課題に関して

課題調査・検証・試行を行い、「テレワークルール（我が社のベストバランス）」等を定めた中小企業

等に奨励金を支給します。 

⑪  社 内 外 問 わ ず 従 業 員 自 ら が 場 所 や 時 間 を 選 び 、 生 産 性 の 高 い 仕 事 が 可 能 と な る ABW

（ActivityBasedWorking）の導入を目指す中小企業等に対し、専門家等による導入支援を行うとと
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もに、オフィス整備に係る改修費の一部を助成します。 

⑫ オフィスでも自宅でもないサードプレイスの活用として、サテライトオフィス勤務及びワーケーシ

ョン勤務の規定を新たに整備し、従業員に利用させた場合にそれぞれ奨励金を支給します。 

⑬ 都の施設において「TOKYO シェアオフィス墨田」を運営し、テレワークによる従業員の柔軟な働

き方を推進します。 

⑭ 女性の採用・職域拡大等の目的のため、中小企業等に対して職場環境の整備に係る経費を助成しま

す。 

⑮ 行動計画及び男女間賃金格差を公表し、その是正に向け、短時間勤務者から管理職を登用するなど、

女性活躍の基盤づくりに計画的・戦略的に取り組む中小企業へ奨励金を支給します。 

⑯ 男性従業員の育業や女性従業員の就業継続を促進するための職場環境を整備した企業等、介護休業

取得を促進するための職場環境を整備した中小企業等に奨励金を支給します。 

⑰ 女性従業員のキャリア自律と人材確保に向け、配偶者手当の見直しや社会保険に加入した非正規雇

用者向けの手当等の新設により「年収の壁」に伴う現場の問題解決に取り組む中小企業等に対し、奨

励金を交付します。 

⑱ 東京都カスタマー・ハラスメント防止条例で規定する事業者の措置等を速やかに中小企業等へ浸透

させるため、より実践的なカスタマーハラスメント防止対策を行った企業等に対し、奨励金を支給し

ます。 

 

◆ミドルシニアの多様な働き方の促進に向けた人材交流等に関する事業 

ミドルシニアの多様な働き方についてプラチナ・キャリアセンターを拠点として、シニアのキャリアシ

フトと中小企業等の人材確保を後押しします。 

50 歳以上の人材や企業に対し、副業・兼業などを通じて自らのスキルを活かせるよう、セミナーや交流

会等を開催するほか、経験豊富な人材がセカンドキャリアにおいて人材不足に悩む中小企業等で即戦力と

して活躍できるよう、講座や交流会等を行います。  

高年齢者が新たな職場においていきいきと働くことができるように高年齢者の就業を後押しするとともに、

企業における高年齢者の活用を促進し、多様なセカンドキャリアの構築に向けて支援を行います。 
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人員配置計画書  （指定管理者＋庁舎管理者） 

 
① しごとセンターの管理運営に当たって、どのような組織体制を組むのか、組織図（責任者の表示を含む） 

 

業務種別 役職 担当業務内容（具体的に） 能力、資格、実務経験年数等 

雇用形態 
一週間の 

勤務時間 
備 考 

正

規 
パート 

委

託 
その他（具体的に） 

 
 理事長 財団経営総括    ○        38.75   

 
 

業務種別 役職 担当業務内容（具体的に） 能力、資格、実務経験年数等 

雇用形態 
一週間の 

勤務時間 
備 考 

正

規 
パート 

委

託 
その他（具体的に） 

 

事務局長 財団運営統括 

情報セキュリティ管理者、防火・

防災管理者（消防署届出者） 

自衛消防隊隊長、経理責任者 

○    38.75   

 事務局次

長 

しごとセンター運営、 

国等との連絡調整 
国等との調整経験 ○    38.75  

 

総務課長 財団運営総務統括 

情報セキュリティ責任者、防火・

防災管理者、自衛消防隊隊長

代理 

○    38.75  

 

管理係長 

（管理係：常勤人員 11 人、非

常勤人員 3 人） 

理事会・評議員会、人事、給

与、庁舎管理（しごとセンタ

ー専用部分、共用部分の

み）、消防・防災、研修、提

供施設貸出 

防火・防災管理者、防火管理技

能者 
○ ○   38.75  

様式２ 事業計画書 【別紙１】人員配置計画書 
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人事給与

担当係長 

（人事給与担当係：常勤人

員 1 人） 

人事、給与 

社会保険事務経験 〇    38.75  

 採用・定

着担当係

長 

（採用・定着担当係：常勤人

員 1 人） 

採用、研修 

衛生管理者 〇    38.75  

 

企画調整

係長 

（企画調整係：常勤人員 3

人） 

経営管理、事業計画・報告、

広報・ＰＲ 

 ○    38.75  

 情報シス

テム担当

係長 

（採用・定着担当係：常勤人

員 2 人）情報システム運用・

管理、 

ネットワーク管理経験 ○    38.75  

 財務課長 財団運営財務統括 出納責任者 ○    38.75  

 

会計係長 

（会計係：常勤人員 9 人、 

非常勤人員 1 人） 

予算・決算、予算執行管理、

財産・物品管理 

 ○ ○   38.75  

 

契約係長 

（契約係：常勤人員 3 人、 

非常勤人員 4 人） 

契約 

 ○ ○   38.75  

 しごとセ

ンター課

長 

しごとセンター事業統括  ○    38.75  

 正規雇用

対策担当

課長 

若年、正社員雇用対策事業

等重点的取組対応 
 ○    38.75  

 高齢者雇

用対策担

当課長 

高齢者雇用対策事業重点

的取組 
 ○    38.75  
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就業支援

係長 

（就業支援係：常勤人員 3

人、非常勤人員 3 人） 

事業企画・調整、事業実績

統計、関係機関との連携、

課内庶務 

関係機関・民間企業との調整経

験 
○ ○   38.75  

 広報・DX

推進担当

係長 

（広報・DX 推進担当係：常勤

人員 3 人） 

広報・ＰＲ、DX の推進 

関係機関・民間企業との調整経

験 
○    38.75  

 

専門サポ

ート担当

係長 

（専門サポート担当係：常勤

人員 2 人、非常勤人員 1 人） 

就労困難者特別支援（民間

事業者及び他機関との調整

等による事業運営） 

キャリアカウンセラー資格、就業

相談経験、関係機関・民間企業

との調整経験 

○ ○   38.75  

 

総合相談

係長 

（総合相談係：常勤人員 4

人、非常勤人員 19 人） 

相談業務、多様な働き方支

援、起業・創業支援、職業適

性、就業体験、社会保険・年

金相談、メンタルケア相談、

就業自立支援相談、求人・

人材活用 

キャリアカウンセラー資格、就業

相談経験 
○ ○   38.75  

 

女性再就

職支援担

当係長 

（女性再就職支援担当係：

常勤人員 4 人、非常勤人員

2 人） 民間事業者との調

整、支援セミナー・プログラ

ム、就職面接会、企業説明

会、職場見学会 

キャリアカウンセラー資格、就業

相談経験、民間企業との調整経

験 

○ ○   38.75  

 

若年就業

支援係長 

（若年就業支援係：常勤人

員 4 人、非常勤人員 8 人） 

Ｕ－35 及び民間事業者との

調整、支援セミナー、就職面

キャリアカウンセラー資格、就業

相談経験、民間企業との調整経

験 

○ ○   38.75  
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接会、企業説明会、関係機

関・関係者向け支援、高校

生向け支援、早期離職防止

支援、職場定着支援 

 

若年就業

支援担当

係長 

（若年就業支援担当係：常

勤人員 1 人）  民間事業者

との調整、支援セミナー、就

活アプローチ事業 

キャリアカウンセラー資格、就業

相談経験、民間企業との調整経

験 

○    38.75  

 

中高年就

業支援係

長 

（中高年就業支援係：常勤

人員 5 人） 民間事業者との

調整、支援セミナー、就職氷

河期世代支援、企業説明

会、就職面接会 

キャリアカウンセラー資格、就業

相談経験、民間企業との調整経

験 

○    38.75  

 

非正規対

策担当係

長 

（非正規対策担当係：常勤

人員 2 人、非常勤人員 2 人） 

民間事業者との調整、支援

セミナー、企業説明会、就職

面接会 

キャリアカウンセラー資格、就業

相談経験、民間企業との調整経

験 

○ ○   38.75  

 

高齢就業

支援係長 

（高齢就業支援係：常勤人

員 7 人、非常勤人員 13 人） 

就業相談・職業紹介、合同

就職面接会、支援セミナー、

ハローワーク飯田橋専門援

助第３部門（シニアコーナ

ー）との調整 

キャリアカウンセラー資格、就業

相談経験、民間企業との調整経

験 

○ ○   38.75  
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高齢就業

支援担当

係長 

（高齢就業支援担当係：常

勤人員 2 人、非常勤人員 3

人） 65 歳以上のシニア対

象職場体験事業、再就職応

援セミナー、社会参加サポ

ートプログラム 

キャリアカウンセラー資格、就業

相談経験 
○ ○   38.75  

 

地域連携

担当係長 

（地域連携担当係：常勤人

員 0 人、非常勤人員１人） 

高齢就業支援担当係長が

兼務 

はつらつ高齢者就業機会創

出支援事業支援、区市町村

サポート事業、高齢システ

ム、シニア就業支援キャラ

バン 

キャリアカウンセラー資格、就業

相談経験、関係機関・民間企業

との調整経験 

○ ○   38.75  

 

能力開発

係長 

（能力開発係：常勤人員 3

人、非常勤人員 3 人） コー

スの計画･実施、受講生募

集・広報 

キャリアカウンセラー資格、就業

相談経験、民間企業との調整経

験 

○ ○   38.75  

 

協働事業

担当係長 

（協働事業担当係：常勤人

員 1 人、非常勤人員 2 人） 

協働団体との調整、コース

開発・改善、中小企業向けコ

ースの開発・実施、合同面

接会 

キャリアカウンセラー資格、就業

相談経験、民間企業との調整経

験 

○ ○   38.75  



6 
 

 

人材シフ

ト支援係

長 

（人材シフト支援係：常勤人

員 7 人、非常勤人員 2 人） 

デジタルスキル習得チャレン

ジ支援事業、成長産業分野

へのキャリアシフト等支援事

業、デジタル人材確保・就職

促進事業、産業分野別人材

確保・就職促進事業、奨学

金返還支援企業とのマッチ

ング促進事業 

関係機関・民間企業との調整経

験 
○ ○   38.75  

 
しごとセ

ンター多

摩所長 

しごとセンター多摩事業統

括 
 ○    38.75  

 

調整係長 

（調整係：常勤人員 3 人、非

常勤人員 2 人） 

他機関との連携、事業実績

統計、広報・ＰＲ、経理事

務、課内庶務 

関係機関・民間企業との調整経

験 
○ ○   38.75  

 

事業係長 

（事業係：常勤人員 4 人、非

常勤人員 9 人） 

相談業務、関係機関・民間

事業者との調整、支援セミ

ナー、能力開発コース調整、

ターゲットを絞ったサービ

ス、就職説明会 

キャリアカウンセラー資格、就業

相談経験、関係機関・民間企業

との調整経験 

 ○  ○      38.75   



7 
 

 

 

 

 

 
企業連携

担当係長 

（企業連携担当係：常勤人

員 1 人、非常勤人員 2 人） 

若者・中小企業交流支援 

キャリアカウンセラー資格、就業

相談経験、関係機関・民間企業

との調整経験 

 ○  ○      38.75   

 

 

 

 

 

若年就業

支援担当

係長 

（若年就業支援担当係：常

勤人員 1 人、非常勤人員 1

人） 

新卒支援事業、大学等への

講師派遣、 

キャリアカウンセラー資格、就業

相談経験、関係機関・民間企業

との調整経験 

 ○  ○      38.75   

 

 

 

 

 

地域連携

推進担当

係長 

（地域連携推進担当係：常

勤人員 2 人、非常勤人員 1

人） 

出張就業支援、就職面接

会、セミナー、広報事務、地

域連携事業、 

関係機関・民間企業との調整経

験 
 ○  ○      38.75   

 

女性再就

職支援担

当係長 

（女性再就職支援担当係：

常勤人員 3 人、非常勤人員

2 人） 女性の再就職支援、

託児サービス 

キャリアカウンセラー資格、就業

相談経験、民間企業との調整経

験 

○ ○   38.75  

 



令和７年８月作成
研修概要 対象者 実施時期（目安） 期間 実施機関

ＯＪＴ 実務を通じた業務に関する知識・スキルの習得 全職員 通年 － －

新規採用・転入職員研修
東京しごと財団の職員として知っておくべき基本的な事項、業務を行なう上で、必
要最低限度の事項について習得する。

新規採用・転入職員
４〜５月

※年度途中採用者
は随時

未定
財団

（一部外部講師および外部機関）

新規採用職員
フォローアップ研修

採用後（３ヵ月、半年を目安）に、日々の業務を振り返り、講師や研修担当からア
ドバイスを受けるとともに、他の同期職員と情報を共有する事により、今後の業務
に役立てる。

新規採用固有・都派遣職員
採用3か月後及び6

か月後

計２回
（対象者数に応じ
各回１〜２時間）

財団

基礎的事務研修 東京しごと財団において業務を行なう上で、実務で必要な事項を習得する。 勤務年数の浅い固有・都派遣職員 随時 －
財団

（一部外部講師）

社会経済事情研修
東京都や国、民間企業等、東京しごと財団が関わる社会・経済の分野に関する動向
を把握することにより、視野の拡大を目指す。

採用2年目の固有・都派遣職員 ９〜３月
計５回

（各回１〜2時間）
財団

（一部外部講師）

企画（改善）提案研修
グループワークを通じて、東京しごと財団が雇用就業分野において取り組むべき課
題を整理し、その解決のために必要な事業等の企画・改善提案を行う。

採用3〜5年目の固有・都派遣職員
（指名）

10〜３月
計６回

（班活動あり）
財団

（一部外部講師）

昇任選考事前研修
財団職員としての将来を考え、行動を起こすための動機付けを行う。また、昇任選
考の筆記選考に必要な知識・情報等を教示することで、各職級に対する知識・情報
を再認識させ、意識の醸成を図る。

昇任選考対象者（固有職員） 10〜12月 未定
財団

（一部外部講師）

主任昇任時研修
主任の役割・責任を認識するとともに、業務遂行に必要な知識・能力の向上を図
る。

昇任1年目の主任（固有職員） 昇任時 未定
外部機関

（人材育成センター等）

主任フォローアップ研修 主任級職員の組織貢献力及びマネジメント能力の向上を図る。 昇任2年目以降の主任（固有職員） 随時 －
財団または外部機関

（人材育成センター等）

派遣研修
外部団体（東京都や雇用就業分野に強みを持つ民間企業等）に職員を派遣する事に
より、その団体における業務の流れや制度を把握し、財団運営に活用する。

主事・主任（固有職員） 通年 －
外部機関

（東京都等）

昇任1年目の係長級（固有職員） 昇任時 未定

昇任1年目の課長代理（固有職員） 昇任時 未定

係長フォローアップ研修 係長級職員のマネジメント能力等の向上を図る。
昇任2年目以降の係長級（固有職
員）

随時 －
財団または外部機関

（人材育成センター等）

課長代理フォローアップ研修 課長代理職員のマネジメント能力等の向上を図る。
昇任2年目以降の課長代理（固有職
員）

随時 －
財団または外部機関

（人材育成センター等）

昇任時研修
管理職の役割・責任を認識するとともに、組織運営に必要な知識・能力の向上を図
る。

昇任1年目の管理職（固有職員） 昇任時 －
外部機関

（人材育成センター等）

マネジメント力強化研修 マネジメント能力・経営管理能力等の向上を図る。 管理職（固有職員） 随時 －
財団または外部機関

（人材育成センター等）

人事考課研修 人事考課の実施と活用に必要な知識・技能の習得及び定着を図る。 管理職（固有職員） 10月 １日
外部機関

（東京都等）

講師養成研修 職員研修の講師候補となるために必要な知識の習得及び定着を図る。 管理職（固有職員） 随時 未定
外部機関

（人材育成センター等）

チューター・メンター制度
管理職の役割・責任を認識するとともに、組織運営に必要な知識・能力の向上を図
る。

新規採用固有職員 通年 － 財団

新任職員育成チューター研修 チューターが、ＯＪＴを推進するための実践的な育成技法等を習得する。 採用2年目以降の固有職員 ４月〜５月 １日
外部機関

（人材育成センター等）

ＯＪＴ推進研修
職場内においてＯＪＴを行うに当たっての知識やノウハウを習得し、効果的なＯＪ
Ｔの実施を図る。

概ね採用3年目以降の固有・都派遣
職員

随時 未定
財団または外部機関

（人材育成センター等）
キャリアアップ意識啓発
☆職層区分撤廃

職務に対する自身のマインドセットを振り返り、今後のキャリア形成に対する意識
の醸成を図る。

主事・主任（固有職員） 随時 未定
財団または外部機関

（人材育成センター等）
職員勉強会
★新規

職層・職歴にとらわれない双方向コミュニケーションを通じ、事業や組織の運営に
係るノウハウ継承を念頭に置きながら、職員の交流を図る。

固有・都派遣職員 随時 未定
財団または外部機関

（人材育成センター等）

人権関係研修
☆内容拡充

男女平等、ハラスメント防止、障害者（合理的配慮）、同和問題等の 、人権問題の
意識向上を図る。

全職員（３年に１回悉皆） 随時 －
財団

（外部講師）
コンプライアンス推進研修
☆内容拡充

汚職等非行防止、ハラスメント防止、コンプライアンス推進について、基礎的知識
を付与し、コンプライアンスに対する意識の浸透を図る。

全職員（３年に１回悉皆） 随時 － 財団

情報セキュリティ・個人情報保
護研修

情報セキュリティ及び個人情報保護に関する基礎知識を付与し、事故の予防に向け
たセキュリティ意識の浸透及び醸成を図る。

全職員（悉皆） 随時 － 財団

接遇研修
窓口応対や関係機関との調整を円滑に行うための接遇能力・ビジネスマナーの維
持・向上を図る。

全職員（３年に１回悉皆） 随時 －
財団

（外部講師）
メンタルヘルス研修（セルフケ
ア）

セルフケアに必要な知識、技法を身に付け、日常生活の場での活用を図る。 全職員（悉皆） 11〜１月 未定
財団

（外部講師）

メンタルヘルス関連研修
職場におけるメンタルヘルスの推進に必要な知識を習得し、安全衛生面での職場の
対応力向上を図る。

安全衛生委員、管理監督者等（指
名）

随時 －
外部機関

（中央労働災害防止協会等）

組織運営関連研修
防火・防災管理、公益法人制度等組織を運営するために必要な能力及び知識を習得
する。

指名 随時 －
財団

（外部講師）

事業理解・事業説明研修

財団事業に対する理解を深め、利用者への応対スキルを向上させるとともに、関連
事業の連携を強化し、新規事業の企画提案を積極的に行うための下地を作る。ま
た、担当者自ら事業を説明することで、プレゼンテーションスキルの向上や自身の
業務に対する理解の深化を図る。

全職員 随時 － 財団

経営管理研修
☆研修分離変更、対象整理

財団の経営目標等、財団を取り巻く状況や外部からの評価を認識し、日々の業務に
対する意識の醸成を図る。

全職員（主に固有職員） 随時 未定 財団

法的基礎知識研修
雇用就業支援に関係する法令について、または各課毎の事業に関係する法令や法改
正について知識を習得する。

全職員 随時
１回

（1.5時間）
財団

（一部外部講師）
チャレンジド（職場内障害者サ
ポーター養成）研修
☆名称変更、目的整理・拡充

合理的配慮等、障害者の就業に関する知識向上及び意識醸成を図り、職場における
障害者サポーターとしての準備を行う。

全職員 随時 未定
財団又は

外部機関（東京労働局等）

入居機関合同研修
東京しごとセンター内入居機関の事業を相互に知ることにより、利用者サービスの
向上を図る。

全職員（主に新規採用・転入職員） 随時 未定 財団・入居機関

関係機関の事業を知る研修
財団事業に関連のある団体にインターンシップに出向き、現場での学びを事業の円
滑な実施に役立てるとともに、見識を広げる。また、新規事業の提案へのヒントや
事業連携にも生かす。

固有職員 随時 未定
外部機関

（政策連携団体等）

海外視察研修
国際的な視野を持ち、グローバルな課題への対応力を養うとともに、雇用や就業に
関する諸外国の知識を深め、国際的なネットワークを構築することで、東京の雇用
施策の発展に寄与することを目指す。

固有職員（指名） 随時 未定
財団

（一財）自治体国際化協会との連携
実施

キャリア・カウンセラー養成研
修

キャリアカウンセリングのノウハウを習得し、国家資格キャリアコンサルタントの
合格を目指す。

固有職員（指名） ７〜３月 ６か月程度
外部機関

（キャリアカウンセリング協会等）
キャリア・カウンセラーフォ
ローアップ研修

キャリアカウンセラー養成研修等で資格を取得した後の実務能力の向上に係るフォ
ローアップを行う,

主に固有職員（指名） 随時 －
外部機関

（キャリアカウンセリング協会等）
総

務

部

門

庶務・広報・経理実務研修 庶務・広報・経理業務の実務に必要な知識を習得する。 指名 随時 －
外部機関

（全国公益法人協会等）

事

業

部

門

各事業運営実務研修
（シルバー人材センター事業 ・
／障害者就業支援事業 ・／シル
バー保険事業 ・／しごとセン
ター事業 ・／雇用環境整備事業
／プラチナ・キャリアセン
ター）
☆名称変更、内容拡充

シルバー人材センター事業 ・／障害者就業支援事業 ・／シルバー保険事業 ・／しご
とセンター事業 ・／雇用環境整備事業／プラチナ・キャリアセンターを運営するた
めに必要な知識を習得する。

指名 随時 － 外部機関

OAスキル向上研修 ＯＡ機器の操作技術を取得し、業務の効率化を図る。 固有職員（指名） 随時 －
外部機関

（東京商工会議所等）

実践力向上研修
習得すべきスキルや育成すべきマインドにかかる知識等を習得することにより、実
践力の向上を図る。（資料作成・プレゼン・タイムマネジメント・ロジカルシンキ
ング等）。

固有職員（指名） 随時 －
外部機関

（人材育成センター等）

自己啓発支援制度
職員の職務の能率及び質の向上に資する知識及び技能の習得を促進するとともに、
主体的な能力開発に対する意欲の向上を図ることを目的とする。

固有職員・嘱託職員（更新回数要件
あり）

通年（募集は年1〜
2回）

－ －

副業・兼業制度
財団外での活動機会を提供し、主体的なキャリア形成や自己実現等を後押しするこ
とで、財団自身の組織力強化につなげる。

全職員（都派遣職員は除く） － － －

 ※本計画を基に向こう１０年の研修を実施。東京都の雇用施策や東京の雇用情勢を踏まえて、適宜内容を更新していく。

公益財団法人東京しごと財団 職員人材育成に関わる研修計画

研修名

ＯＪＴ

O

F

F

 
―

　

Ｊ

Ｔ

内部統制等に関わる知識の習得

実

務

研

修

担当分野における知識や技術の習得及び向上

能

力

開

発

昇任時研修
監督職（係長級・課長代理）の役割・責任を認識するとともに、組織運営に必要な
知識・能力の向上を図る。

外部機関
（人材育成センター等）

課

題

研

修

組織を支える職員として求められる能力の向上

採

用

時

主

事

・

主

任

係

長

級

・

課

長

代

理

Ｏ

Ｊ

Ｔ

実

践

管

理

職

自己啓発

副業・兼業

専

門

知

識

自主研 修

職

層

別

研

修

共

通

全

職

員

共

通
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様式２　事業計画書　別紙２　収支計画書

収支計画書　総括表

  単位：千円

指定管理者の収支　【Ⅰしごとセンターの管理運営業務】

8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 計 摘　　　要

総収入額　(=利用料金）Ⓐ
4,386 4,386 4,386 4,386 4,386 4,386 4,386 4,386 4,386 4,386 43,860

うち都への納付額　Ⓑ
4,386 4,386 4,386 4,386 4,386 4,386 4,386 4,386 4,386 4,386 43,860

純収入　Ⓒ＝Ⓐ－Ⓑ
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

支出額　Ⓓ　※
5,839,141 5,839,141 5,839,141 5,839,141 5,839,141 5,839,141 5,839,141 5,839,141 5,839,141 5,839,141 58,391,410

☞「【指定管理者】支出内訳」シートに内
訳を記してください。

収支　Ⓔ＝Ⓒ－Ⓓ
-5,839,141 -5,839,141 -5,839,141 -5,839,141 -5,839,141 -5,839,141 -5,839,141 -5,839,141 -5,839,141 -5,839,141 -58,391,410

単位：千円

【参考】庁舎管理運営者の支出　【Ⅱ合同庁舎の共用部分等の管理業務】

8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 計 摘　　　要

支出額　Ⓕ　※
498,654 498,654 498,654 498,654 498,654 498,654 498,654 498,654 498,654 498,654 4,986,540

☞「【庁舎管理運営者】支出内訳Ⅱ」シー
トに内訳を記してください。

項　　目

項　　目

※指定管理者の支出額Ⓓのうち、「光熱水費」、「建物管理業務」、「定期点検及び保守」の算出に当たっては、
庁舎管理運営者の支出（下記【参考】の「支出額Ⓕ」のうち、「光熱水費」、「建物管理業務」、「定期点検及び保守」）と合わせて算出し、
「資料７」に示す分担割合に応じて指定管理者の支出と庁舎管理運営者の支出とに振り分けてください。



様式２　事業計画書　別紙２　収支計画書

【指定管理者】　支出内訳　しごとセンター+しごとセンター多摩

　　Ⅰ　しごとセンターの管理業務　   
単位：千円

説明 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 計 摘　　　要

Ⅰ人件費 給料、諸手当、法定福利費、福
利厚生費等 1,082,515 1,082,515 1,082,515 1,082,515 1,082,515 1,082,515 1,082,515 1,082,515 1,082,515 1,082,515 10,825,150

①　正規職員
「人員配置計画書」
注意事項参照 710,965 710,965 710,965 710,965 710,965 710,965 710,965 710,965 710,965 710,965 7,109,650

②　正規職員以外の職員
パート・アルバイト・派遣職員等 371,550 371,550 371,550 371,550 371,550 371,550 371,550 371,550 371,550 371,550 3,715,500

Ⅱ事業費
4,756,626 4,756,626 4,756,626 4,756,626 4,756,626 4,756,626 4,756,626 4,756,626 4,756,626 4,756,626 47,566,260

③　光熱水費
電気、水道、ガス等 85,635 85,635 85,635 85,635 85,635 85,635 85,635 85,635 85,635 85,635 856,350

④　建物管理業務
　　（設備運転・監視） 110,357 110,357 110,357 110,357 110,357 110,357 110,357 110,357 110,357 110,357 1,103,570

⑤　建物管理業務
　　（警備） 101,612 101,612 101,612 101,612 101,612 101,612 101,612 101,612 101,612 101,612 1,016,120

⑥　建物管理業務
　　（清掃業務） 34,898 34,898 34,898 34,898 34,898 34,898 34,898 34,898 34,898 34,898 348,980

⑦　建物管理業務
　　（環境管理業務） 10,710 10,710 10,710 10,710 10,710 10,710 10,710 10,710 10,710 10,710 107,100

⑧　定期点検及び保守
昇降機設備保守、給排水衛生
設備保守等 11,970 11,970 11,970 11,970 11,970 11,970 11,970 11,970 11,970 11,970 119,700

⑨　通信費
電話、FAX等 25,903 25,903 25,903 25,903 25,903 25,903 25,903 25,903 25,903 25,903 259,030

⑩　公租公課
消費税等 27,863 27,863 27,863 27,863 27,863 27,863 27,863 27,863 27,863 27,863 278,630

⑪ その他経費
消耗品費、広告費、修繕料等 4,347,678 4,347,678 4,347,678 4,347,678 4,347,678 4,347,678 4,347,678 4,347,678 4,347,678 4,347,678 43,476,780

5,839,141 5,839,141 5,839,141 5,839,141 5,839,141 5,839,141 5,839,141 5,839,141 5,839,141 5,839,141 58,391,410

項　　目

指定管理者支出　両所合計　（＝総括表Ⓓ）

◎ このシートには、計算式が入っています。

◎ 「支出内訳（飯田橋）」シート及び「支出内訳（多摩）」シートに入力した数字の合計が表示されます。（入力不要）



様式２　事業計画書　別紙２　収支計画書

【指定管理者】　支出内訳　しごとセンター   

　　Ⅰ　産業貿易センターの管理業務　１　しごとセンター管理業務
単位：千円

説明 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 計 摘　　　要

Ⅰ人件費 給料、諸手当、法定福利費、
福利厚生費等 896,932 896,932 896,932 896,932 896,932 896,932 896,932 896,932 896,932 896,932 8,969,320

①　正規職員
「人員配置計画書」
注意事項参照 599,351 599,351 599,351 599,351 599,351 599,351 599,351 599,351 599,351 599,351 5,993,510

②　正規職員以外の職員
パート・アルバイト・派遣職員等 297,581 297,581 297,581 297,581 297,581 297,581 297,581 297,581 297,581 297,581 2,975,810

Ⅱ事業費
3,895,379 3,895,379 3,895,379 3,895,379 3,895,379 3,895,379 3,895,379 3,895,379 3,895,379 3,895,379 38,953,790

③　光熱水費
電気、水道、ガス等 75,852 75,852 75,852 75,852 75,852 75,852 75,852 75,852 75,852 75,852 758,520

④　建物管理業務
　　（設備運転・監視） 91,118 91,118 91,118 91,118 91,118 91,118 91,118 91,118 91,118 91,118 911,180

⑤　建物管理業務
　　（警備） 65,271 65,271 65,271 65,271 65,271 65,271 65,271 65,271 65,271 65,271 652,710

⑥　建物管理業務
　　（清掃業務） 23,465 23,465 23,465 23,465 23,465 23,465 23,465 23,465 23,465 23,465 234,650

⑦　建物管理業務
　　（環境管理業務） 5,608 5,608 5,608 5,608 5,608 5,608 5,608 5,608 5,608 5,608 56,080

⑧　定期点検及び保守
昇降機設備保守、給排水衛生
設備保守等 11,176 11,176 11,176 11,176 11,176 11,176 11,176 11,176 11,176 11,176 111,760

⑨　通信費
電話、FAX等 21,480 21,480 21,480 21,480 21,480 21,480 21,480 21,480 21,480 21,480 214,800

⑩　公租公課
消費税等 6,556 6,556 6,556 6,556 6,556 6,556 6,556 6,556 6,556 6,556 65,560

⑪ その他経費 消耗品費、広告費、修繕料
(※）等 3,594,853 3,594,853 3,594,853 3,594,853 3,594,853 3,594,853 3,594,853 3,594,853 3,594,853 3,594,853 35,948,530

4,792,311 4,792,311 4,792,311 4,792,311 4,792,311 4,792,311 4,792,311 4,792,311 4,792,311 4,792,311 47,923,110

　　　　　
★　積算内訳について、年度間で金額に増減がある場合や、特記するべきことがある場合は、別紙（様式自由）を年度ごとに作成すること。

項　　目

指定管理者支出　しごとセンター合計　

☞庁舎管理運営者の支
出と合わせて算出し、
「資料2」に示す指定管理
者の分担割合に応じて
経費を振り分けてくださ
い。

☞項目ごとの積算内訳
（庁舎管理運営者の支出
と合わせて算出したもの
で可）を別途示してくださ
い。

☞項目ごとの積算内訳
を別途（様式自由）示し
てください。

☞項目ごとの積算内訳
を別途（様式自由）示し
てください。



様式２　事業計画書　別紙２　収支計画書

【指定管理者】　支出内訳　しごとセンター多摩

　　Ⅰ　しごとセンターの管理業務　
単位：千円

説明 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 計 摘　　　要

Ⅰ人件費 給料、諸手当、法定福利費、
福利厚生費等 185,583 185,583 185,583 185,583 185,583 185,583 185,583 185,583 185,583 185,583 1,855,830

①　正規職員
「人員配置計画書」
注意事項参照 111,614 111,614 111,614 111,614 111,614 111,614 111,614 111,614 111,614 111,614 1,116,140

②　正規職員以外の職員
パート・アルバイト・派遣職員等 73,969 73,969 73,969 73,969 73,969 73,969 73,969 73,969 73,969 73,969 739,690

Ⅱ事業費
861,247 861,247 861,247 861,247 861,247 861,247 861,247 861,247 861,247 861,247 8,612,470

③　光熱水費
電気、水道、ガス等 9,783 9,783 9,783 9,783 9,783 9,783 9,783 9,783 9,783 9,783 97,830

④　建物管理業務
　　（設備運転・監視） 19,239 19,239 19,239 19,239 19,239 19,239 19,239 19,239 19,239 19,239 192,390

⑤　建物管理業務
　　（警備） 36,341 36,341 36,341 36,341 36,341 36,341 36,341 36,341 36,341 36,341 363,410

⑥　建物管理業務
　　（清掃業務） 11,433 11,433 11,433 11,433 11,433 11,433 11,433 11,433 11,433 11,433 114,330

⑦　建物管理業務
　　（環境管理業務） 5,102 5,102 5,102 5,102 5,102 5,102 5,102 5,102 5,102 5,102 51,020

⑧　定期点検及び保守
昇降機設備保守、給排水衛生
設備保守等 794 794 794 794 794 794 794 794 794 794 7,940

⑨　通信費
電話、FAX等 4,423 4,423 4,423 4,423 4,423 4,423 4,423 4,423 4,423 4,423 44,230

⑩　公租公課
消費税等 21,307 21,307 21,307 21,307 21,307 21,307 21,307 21,307 21,307 21,307 213,070

⑪ その他経費 消耗品費、広告費、修繕料
(※） 752,825 752,825 752,825 752,825 752,825 752,825 752,825 752,825 752,825 752,825 7,528,250

1,046,830 1,046,830 1,046,830 1,046,830 1,046,830 1,046,830 1,046,830 1,046,830 1,046,830 1,046,830 10,468,300

★　積算内訳について、年度間で金額に増減がある場合や、特記するべきことがある場合は、別紙（様式自由）を年度ごとに作成すること。

項　　目

指定管理者支出　しごとセンター多摩合計　

☞庁舎管理運営者の支
出と合わせて算出し、
「資料2」に示す指定管理
者の分担割合に応じて
経費を振り分けてくださ
い。

☞項目ごとの積算内訳
（庁舎管理運営者の支出
と合わせて算出したもの
で可）を別途示してくださ
い。

☞項目ごとの積算内訳
を別途（様式自由）示し
てください。

☞項目ごとの積算内訳
を別途（様式自由）示し
てください。



様式２　事業計画書　別紙２　収支計画書　＊庁舎管理運営者

【庁舎管理運営者】　支出内訳Ⅱ　しごとセンター＋しごとセンター多摩

　　Ⅱ　合同庁舎の共用部分等の管理業務
単位：千円

説明 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 計 摘　　　要

Ⅰ人件費 給料、諸手当、法定福利費、
福利厚生費等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

①　正規職員
「人員配置計画書」
注意事項参照 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

②　正規職員以外の職員
パート・アルバイト・派遣職員等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Ⅱ事業費
498,654 498,654 498,654 498,654 498,654 498,654 498,654 498,654 498,654 498,654 4,986,540

③　光熱水費
電気、水道、ガス等 89,016 89,016 89,016 89,016 89,016 89,016 89,016 89,016 89,016 89,016 890,160

④　建物管理業務
　　（設備運転・監視） 55,206 55,206 55,206 55,206 55,206 55,206 55,206 55,206 55,206 55,206 552,060

⑤　建物管理業務
　　（警備） 145,259 145,259 145,259 145,259 145,259 145,259 145,259 145,259 145,259 145,259 1,452,590

⑥　建物管理業務
　　（清掃業務） 52,917 52,917 52,917 52,917 52,917 52,917 52,917 52,917 52,917 52,917 529,170

⑦　建物管理業務
　　（環境管理業務） 27,451 27,451 27,451 27,451 27,451 27,451 27,451 27,451 27,451 27,451 274,510

⑧　定期点検及び保守
昇降機設備保守、給排水衛生
設備保守等 56,842 56,842 56,842 56,842 56,842 56,842 56,842 56,842 56,842 56,842 568,420

⑨　通信費
電話、FAX等 1,278 1,278 1,278 1,278 1,278 1,278 1,278 1,278 1,278 1,278 12,780

⑩　公租公課
消費税等 70,685 70,685 70,685 70,685 70,685 70,685 70,685 70,685 70,685 70,685 706,850

⑪　その他経費
消耗品費、修繕料等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

498,654 498,654 498,654 498,654 498,654 498,654 498,654 498,654 498,654 498,654 4,986,540

項　　目

庁舎管理運営者支出　両所合計（＝総括表Ⓕ）

◎ このシートには、計算式が入っています。

◎ 「支出内訳Ⅱ（飯田橋）」シート及び「支出内訳Ⅱ（多摩）」シートに入力した数字の合計が表示されます。（入力不要）



様式２　事業計画書　別紙２　収支計画書　＊庁舎管理運営者

【庁舎管理運営者】　支出内訳Ⅱ　しごとセンター

　　Ⅱ　合同庁舎の共用部分等の管理業務
単位：千円

説明 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 計 摘　　　要

Ⅰ人件費 給料、諸手当、法定福利費、
福利厚生費等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

①　正規職員
「人員配置計画書」
注意事項参照 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

②　正規職員以外の職員
パート・アルバイト・派遣職員等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Ⅱ事業費
122,255 122,255 122,255 122,255 122,255 122,255 122,255 122,255 122,255 122,255 1,222,550

③　光熱水費
電気、水道、ガス等 50,631 50,631 50,631 50,631 50,631 50,631 50,631 50,631 50,631 50,631 506,310

④　建物管理業務
　　（設備運転・監視） 11,084 11,084 11,084 11,084 11,084 11,084 11,084 11,084 11,084 11,084 110,840

⑤　建物管理業務
　　（警備） 18,395 18,395 18,395 18,395 18,395 18,395 18,395 18,395 18,395 18,395 183,950

⑥　建物管理業務
　　（清掃業務） 14,707 14,707 14,707 14,707 14,707 14,707 14,707 14,707 14,707 14,707 147,070

⑦　建物管理業務
　　（環境管理業務） 1,986 1,986 1,986 1,986 1,986 1,986 1,986 1,986 1,986 1,986 19,860

⑧　定期点検及び保守
昇降機設備保守、給排水衛生
設備保守等 21,071 21,071 21,071 21,071 21,071 21,071 21,071 21,071 21,071 21,071 210,710

⑨　通信費
電話、FAX等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

⑩　公租公課
消費税等 4,381 4,381 4,381 4,381 4,381 4,381 4,381 4,381 4,381 4,381 43,810

⑪　その他経費
消耗品費、修繕料（※）等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

122,255 122,255 122,255 122,255 122,255 122,255 122,255 122,255 122,255 122,255 1,222,550

　　　ただし、工事の費用については、この支出内訳には算入しないこと。
★　積算内訳について、年度間で金額に増減がある場合や、特記するべきことがある場合は、別紙（様式自由）を年度ごとに作成すること。

項　　目

庁舎管理運営者支出　しごとセンター合計　

☞項目ごとの積算内訳
を別途（様式自由）示し
てください。

☞指定管理者の支出と
合わせて算出し、「資料
2」に示す分担割合に応
じて経費を振り分けてく
ださい。

☞項目ごとの積算内訳
（指定管理者の支出と合
わせて算出したもので
可）を別途示してください

☞項目ごとの積算内訳
を別途（様式自由）示し
てください。



様式２　事業計画書　別紙２　収支計画書　＊庁舎管理運営者

【庁舎管理運営者】　支出内訳Ⅱ　しごとセンター多摩

　　Ⅱ　合同庁舎の共用部分等の管理業務
単位：千円

説明 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 計 摘　　　要

Ⅰ人件費 給料、諸手当、法定福利費、
福利厚生費等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

①　正規職員
「人員配置計画書」
注意事項参照 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

②　正規職員以外の職員
パート・アルバイト・派遣職員等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Ⅱ事業費
376,399 376,399 376,399 376,399 376,399 376,399 376,399 376,399 376,399 376,399 3,763,990

③　光熱水費
電気、水道、ガス等 38,385 38,385 38,385 38,385 38,385 38,385 38,385 38,385 38,385 38,385 383,850

④　建物管理業務
　　（設備運転・監視） 44,122 44,122 44,122 44,122 44,122 44,122 44,122 44,122 44,122 44,122 441,220

⑤　建物管理業務
　　（警備） 126,864 126,864 126,864 126,864 126,864 126,864 126,864 126,864 126,864 126,864 1,268,640

⑥　建物管理業務
　　（清掃業務） 38,210 38,210 38,210 38,210 38,210 38,210 38,210 38,210 38,210 38,210 382,100

⑦　建物管理業務
　　（環境管理業務） 25,465 25,465 25,465 25,465 25,465 25,465 25,465 25,465 25,465 25,465 254,650

⑧　定期点検及び保守
昇降機設備保守、給排水衛生
設備保守等 35,771 35,771 35,771 35,771 35,771 35,771 35,771 35,771 35,771 35,771 357,710

⑨　通信費
電話、FAX等 1,278 1,278 1,278 1,278 1,278 1,278 1,278 1,278 1,278 1,278 12,780

⑩　公租公課
消費税等 66,304 66,304 66,304 66,304 66,304 66,304 66,304 66,304 66,304 66,304 663,040

⑪　その他経費
消耗品費、修繕料(※）等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

376,399 376,399 376,399 376,399 376,399 376,399 376,399 376,399 376,399 376,399 3,763,990

　　　ただし、工事の費用については、この支出内訳には算入しないこと。
★　積算内訳について、年度間で金額に増減がある場合や、特記するべきことがある場合は、別紙（様式自由）を年度ごとに作成すること。

項　　目

庁舎管理運営者支出　しごとセンター多摩合計　

☞項目ごとの積算内訳
を別途（様式自由）示し
てください。

☞指定管理者の支出と
合わせて算出し、「資料
2」に示す分担割合に応
じて経費を振り分けてく
ださい。

☞項目ごとの積算内訳
（指定管理者の支出と合
わせて算出したもので
可）を別途示してください

☞項目ごとの積算内訳
を別途（様式自由）示し
てください。



令和７年８月 22 日 

 
雇用及び就業に関するサービス提供施設の管理運営業務実績 

 
 

施設名 業務内容、運営形態 
（自主、受託の別等） 管理期間 

東京都しごと 

センター 

 

財団は、東京都しごとセンターの管理運営を東

京都から受託し、以下の事業を実施しています

（平成１８年度から平成２２年度まで、平成２３

年度から平成２７年度まで、平成２８年度から令

和７年度までは指定管理者として指定）。 

 

◆幅広い年齢層を対象とした雇用・就業サービス

の提供 
・総合相談窓口の設置 

・若年者の就業支援 

・中高年者の就業支援 

・高年齢者の就業支援 

・女性の再就職支援 

・就労困難者の雇用就業支援 

・多様な働き方支援  等 

◆雇用及び就業の促進並びに職業生活の充実に

資する会議、講習会、講演会等を実施する者に

対する提供施設の貸出業務 

 

※詳細は別紙 

平成 16 年７月～ 

 



別紙資 料  

◇東京都しごとセンターの実績◇ 

平成 16 年７月の東京都しごとセンター開設以来、財団はその管理運営を担っ

てきました。令和７年３月末までに延べ 394 万人を超える方の就業を支援し、

27 万人を超える方から就職報告を頂いています。 

財団はこれまで、東京都しごとセンターにおいて、キャリアカウンセリングを

中心として、各種セミナーや実習体験、職業紹介等、個々の利用者に合ったきめ

細かな就業支援により、実績を積み上げてきました。 

平成 19 年には東京都しごとセンター多摩の開設、平成 26 年には女性しごと

応援テラスの開設、令和２年には専門サポートコーナーの開設など、東京都の就

業施策の事業実施機関として、利用者ニーズに応じた、事業の準備から実施まで

迅速に対応してきました。 

若年者の雇用就業支援では、各種セミナーや企業情報の提供等により、職業意

識の形成を図るとともに、個々の状況に応じたきめ細かなカウンセリングや能力

開発等を実施してきました。ハローワークをはじめとした関係機関と密接に連携

し、効果的な事業運営を図っています。 

中高年者の雇用就業支援では、専任の就職支援アドバイザーによるキャリアカ

ウンセリング、民間就職支援会社の持つ独自の求人情報等を活用したマッチング

等、総合的できめ細かいサービスを提供することにより、雇用のミスマッチの解

消、再就職活動を支援しています。 

高年齢者の雇用就業支援では、ハローワークと連携し、就業相談・職業紹介を

実施してきました。定年退職後の働き方などに関する情報提供や職場体験事業、

これまでに培った職務遂行能力を中小企業で活かせる人材を養成するプログラム

などを実施し、高年齢者に対する再就職活動を支援しています。 

女性の再就職支援では、結婚や出産、育児、介護等で離職し、家庭と両立して

働きたいと考えている方や復職にブランクがある方を対象とした女性再就職支援

窓口を設置し、専門の就職支援アドバイザーによる個別カウンセリングを行うほ

か、地域に出向いてのセミナー・個別相談等の実施等、きめ細かな支援を行って

います。 

就労困難者の雇用就業支援では、働く意欲があるにもかかわらず、種々の事情

によって就労が困難な状況にある方へのきめ細かい就労支援を実施しています。 

東京都しごとセンター多摩においては、多摩地域における雇用・就業支援拠点

として、若年者から高年齢者まで全ての年齢層の利用者に対し、キャリアカウン

セリング・求職活動支援セミナー・求人情報の提供等、雇用就業に関する一貫し

たサービスを関係機関と連携し、ワンストップで提供しています。また、中小企

業団体や行政機関等と連携し、地域に出向いた就職面接会を実施するなど、地域

に密着した事業の展開を図っています。 

上記のほか、総合相談窓口や専門相談窓口を設置し、東京都しごとセンター利



用者の就業ニーズに適切に対応するとともに、多様な働き方に関するセミナー等

を行うことにより、ライフスタイルや人生観・職業観に応じた働き方を選択でき

るよう支援を行っています。 

 

東京都しごとセンター事業の実績（ 東 京 都 し ご と セ ン タ ー 多 摩 の 実 績 を 含 む）  

（令和４年 4 月 1 日～令和 7 年 3 月 31 日まで）  

区 分 

利用者数 
就職者数 

（ｃ） 
新規利用者数 

（ａ） 

再来利用者数 

（ｂ） 
計 

若年者 21,717 122,012 143,729 10,026 

中高年者 34,329 258,928 293,257 17,560 

高年齢者 30,790 157,846 188,636 7,507 

女性 9,115 6,532 65,200 71,732 3,348 

専 門 サ ポ ー ト  590 14,641 15,231 330 

小 計 93,958 618,627 712,585 38,951 

総合 

相談 

専門相談・事業所相談 13,762  

多様な働き方セミナー等 72,844 

小 計 86,606 

合 計 799,191 38,951 

 

※１ 就 職者数に は前 年 度以前 の登録 者で 当該 期 間に就職 した 者を 含む  

※ ２ 年 齢別 コー ナ ー の 併 用 を含 む 「 女性 し ごと 応援 テ ラス （女 性し ご と 応 援 テラ ス多 摩

含む。）」 の新 規利 用者  

 

 

◇施設の維持管理及び貸出実績◇ 

平成８年度にシニアワーク東京（現東京都しごとセンター）が開設されて以来、

財団は、当該施設（住宅専用部分を除く建物部分）の管理運営を受託しています。 

 施設の管理運営にあたっては、施設管理者や防災管理者等を設置し、法令等に

基づいた適正な管理を行うことはもとより、入居機関との連携による総合的な業

務運営の実施や一時滞在施設の指定等、公の施設にふさわしい適正利用の確保及

び運営体制の整備に努めています。 

提供施設の貸出については、使用料徴収事務を含む管理業務を財団が適正に行

い、利用者の利便性向上に努めています。 

(※ 2 )  

(※ 1)



 

 

あなたのしごと探しをサポート！！

東京しごとセンターは、

東京都が都民の方の雇用や就業を

支援するために設置した

です。

しごとに関する

ワンスト ップサービスセンター

無料
ご利用は

です

　 LINE・ 電話・ オンラインで気軽に就職や転職活動について相談できるサービスです。「 こんなこと聞いていいの
かしら？」といった素朴なギモンから、再就職や職場復帰のお悩み、応募書類の添削、面接対策まで、専任の相談
員が丁寧にアドバイスいたします。

就職だれでも 相談

受付時間 月曜～土曜  午前10 時～午後６ 時　 ※日曜、祝日及び年末年始（ 12 /29～1/3 ）休業

LINE相談：１ 回45分 電話相談：１ 回15分

03-5211-1752ID :@083 istit

オンライン相談：１ 回30分
◎ビデオ会議システムW ebex（ Cisco社）を使用します。
　 スマートフォン・ パソコン・ タブレット でご利用いただけます。

しごとセンターの利用を
悩んでいる方でもご利用

いただけます。

匿名
OK

予約
不要

サービス利用

無料！
登録
不要

利用時間 平日： 午前９ 時～午後８ 時　 土曜： 午前９ 時～午後５ 時 （ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ）日曜、祝日及び

年末年始(12/29～1/3 )休業

☎ 03-5211-1571
（ 代表）

お問い
合わせ

東京しごとセンター
ホームページ

https: //www.
tokyoshigoto. jp/

東京の“し ご と ”に寄り 添う

各地域で実施するプログラム

※各事業の詳細や対象者についてはお気軽にお問い合わせく ださい。

個人情報の取扱いについて

公益財団法人東京し ごと 財団で は、「 個人情報の保護に関する法律」

（ 平成15 年法律第5 7 号）、個人情報保護委員会が定める 各種ガイド ラ

イン及び関係諸法令等の遵守徹底を 図ると と も に、個人情報を 適切か

つ安全に取り 扱う ため、個人情報保護基本方針を 制定しています。個人

情報の取扱いの詳細はホームページ（ https://w w w .shig otoza idan .o r.jp/）

または、窓口でご確認く ださ い。

公正な採用選考のために

東京都で は、就職の機会均等を確保するため、応募者本人の適性や能力に 基づく 公正

な採用選考を推進しています。

詳細は、TOK Y Oはたらく ネット（ h ttp s ://w w w .h a ta r a k u .m e tro . to k y o . lg .j p /）を

ご 覧く ださ い。

令和７ 年７ 月

ト ライアル就労を通じて正社員就職を目指すプログラム

マッ チングイ ベント

・ 近年成長がめざましいデジタ ル及び環境・ エネルギー関連
等の成長産業企業で、派遣社員としてト ライアル就労を 行
い、正社員就職を目指す事業です。

・１ 人最大２ 回まで、１ 回の就労期間は最大２ か月間（ 給与・ 交
通費支給 ※交通費上限あり）。

・ 下記より直接お申込み・ お問い合わせく ださい。

成長産業人材雇用支援事業

お問い合わせ

☎0120-221-662 / 03-6262-7568

ものづく り産業人材確保支援事業

お問い合わせ ☎0120-302-732

※「 ものづくり」の仕事

製造業・ 建設業・ 土木建築業・ 自動車整備業・ 情報通信業・ デザイン業・ 機械

設計業・ 機械等修理業などの産業に分類され、職種が製造・ 設計・

検査・ 修理などを 主に

行う 業務。

・ 派遣社員としてものづくり企業で１か月間のト ライアル就労（ 給与・ 交

通費支給 ※交通費上限あり）を行い、正社員就職を目指す事業です。

・ 下記より直接お申込み・ お問い合わせく ださい。

・ 派遣社員としてト ライアル就労を行い、またリスキリングを組み合わせ、正社員就職を目指す事業です。
・１ 人最大２ 回まで、１ 回の就労期間は最大２か月間（ 給与・ 交通費支給 ※交通費上限あり）。
・ 本事業は２ 者に業務委託しております。下記より直接お申込

み・ お問い合わせく ださい。

キャリアチェンジ再就職支援事業

アデコ株式会社

☎0120-997-504

株式会社パソナ

☎0120-557-585
　 03-6281-6816

55
歳
以
上
対
象

　 これから 就職活動を始めたい、または就職活

動中の5 5 歳以上の方を対象に、今後の生活設

計に備えたライフプランニング知識とセカンドステー

ジでの働き方について学ぶことができるセミナーです。

ハローワークや区市町村等と連携して、都内各地域で

年60回開催しています。

生涯現役セミ ナー これから の
生活と 仕事
を考えたい
シニアの方

　 都内各所で①セミ ナー②合同就職面接会③

しごとの相談をまとめて１ 日で参加できるイベント

を年間1 2回実施します。イベント 終了後もアクティ ブ

シニア就業支援センターで、相談から 無料職業紹介まできめ細

やかにサポートします。

シニア就業支援キャラバン 地域での

就職を

目指す方

生涯現役社会推進セミナー事務局

☎0 3 -5 4 2 2 -1 3 9 9
シニア就業支援キャラバン事務局

☎0 3 -4 5 6 5 -5 9 8 6

女
性
対
象

　 都内（ 2 3 区・ 多摩地域）各所で開催する、就職を 希望して

いる女性を対象としたイベント です。

　 就職活動のノウハウを提供するセミ ナーやキャリアコンサル

タント による個別相談会（ 事前予約制）を実施します。

女性しごと 応援キャラバン
　 就職にあたり、仕事や子育てなどさまざまな悩みを抱えている

女性を対象としたイベント です。

　 就職活動の第一歩を踏み出すためのセミ ナーや、就業や福

祉に関する個別の相談会、企業から直接話を聞ける交流会（ 事

前予約制）を実施します。

　 お気軽に参加いただけるよう 、都内各地で開催します。

女性ワーク チャレンジ移動サロン

女性ワークチャレンジ移動サロン 運営事務局

☎0 1 2 0 -9 5 1 -0 0 9
女性しごと応援キャラバン運営事務局

☎03-6734-1346

全
年
齢
対
象

　 デジタル関連の仕事（ ＩＴ・ 情報通信業界や、ＩＴ 関連の職種等）に関心のある方や、就

職・ 転職を希望する全ての皆さまのための就職イベント  ＴＯＫＹＯデジタルキャリアフェア

「 ITデジタル就職展」を開催します。

• 専用Webサイトより直接お申込み・ お問

い合わせください。　 • 年３ 回開催予定

デジタル人材確保・ 就職促進事業
　 人材の供給の強化が求められる成長産業分野や人材確保の課

題を抱える産業分野への人材シフト を強化するため、環境・ 介護関

連産業及び観光・ 建設・ 運輸関

連産業の分野におけるマッ チン

グイベント を実施します。

産業分野別人材確保・

就職促進事業運営事務局

☎03-6775-4713

産業分野別人材確保・ 就職促進事業

デジタル人材確保・

就職促進事業事務局

☎0120-125-070

29
歳
以
下
対
象

　「 企業研究セミナー」と、和やかな雰囲気で話せる「 企業説明会」

がセットになったイベントです。

　 企業研究セミナーで企業を見る視点や質問を考えてから、企業

説明会で企業の採用担当者と少人数で交流します。話すことや企

業選びに不安があっても、安心して参加することができます。

とう きょうＪＯＢフェスタ
　 毎回２０ 社程度が出展するブース形式の企業説明会です。幅広い業界

や職種に触れることができ就職活動の視野が広がります。会場の企業情報

コーナーでは、ブース訪問のアドバイスやワンポイント セミナーも行います。

　 とうきょうＪＯＢフェスタ、合同企業説明会の参加者限定で、出展企業の見

学会「 ＪＯＢト ラベル」も実施しています。

合同企業説明会

30
〜

54
歳
対
象

　 セミナー、面接会、しごと相談、情報収集が１ 日（ ３ 時間）で完結するイベント です。

　 氷河期世代の採用に積極的な企業が12社程度出展します。

　 簡易的なイベント 用エントリーシートを使用した面接や、企業担当者のお話を聞いてみる面談もOKです。

ミド ル世代就職フェア《 氷河期世代向け合同面接会》

東京しごとセンタ ー ミド ルコ ーナー
ミド ル世代就職フェア事務局

☎0 3 -3 2 3 4 -1 2 1 1

55
歳
以
上
対
象

　 55歳以上の方を対象にした合同就職面接会です。

　 就職に役立つセミナー・ 合同就職面接会・しごとの相談を１ 日で実施します。セミナー受講後、シニアの採用に積極的な出展企業

のブースを訪問して採用担当者と直接話せます。未経験歓迎の仕事から経験を活かせる仕事まで、幅広い求人をご用意しています。

シニア就職1dayト ライ面接会《 就職氷河期世代等シニア合同面接会》

シニア就職
1 d ay（ ワンデー）ト ライ事務局

☎0 3 -4 5 6 5 -5 9 9 6

女
性
対
象

　 育児・ 介護等、家庭と両立しながら就職・ 転職を目指している女性を対象に、就職に役立つ

セミナーと家庭との両立に理解のある企業との面接会を都内各地で実施します。

女性応援ジョブフェア

女性応援ジョ ブフェア事務局

☎0 3 -5 2 1 1 -0 8 0 6

様々な方を対象とし た合同面接会・ 説明会を実施しています

@ to k yo sh ig o to

〒102-0072　 東京都千代田区飯田橋三丁目10番3号

＜飯田橋駅から ＞
○JR中央・ 総武線「 東口」より徒歩7分

○都営地下鉄大江戸線・ 東京メトロ有楽町線・ 南北線「 A2出口」より 徒歩7分

○東京メトロ東西線「 A5出口」より徒歩3分

＜水道橋駅から ＞
○JR中央・ 総武線「 西口」より徒歩5分

＜九段下駅から ＞
○東京メトロ東西線「 7番出口」より徒歩8分

○東京メトロ半蔵門線・ 都営地下鉄新宿線「 3a・ 3b出口」「 5番出口」より徒歩10分

各種サービスは、災害等やむを得ない事情によって中止や延期になることがあります。なお、中止・ 延期の際は、東京しごとセンタ ーホームページ等でお知ら せします。
掲載している情報は発行時点のものであり、最新情報は東京しごとセンタ ーホームページでご確認く ださい。
東京しごとセンターは、大規模災害が発生し た際に帰宅困難となっ た方の一時滞在施設として、東京都から指定を受けています。

※東京しごとセンターには駐輪場はございませんので、公共交通機関をご利用く ださい。

小石川橋小石川橋 後楽橋後楽橋 水道橋水道橋

飯田橋
三丁目
飯田橋
三丁目

飯田橋
二丁目
飯田橋
二丁目

飯田橋
一丁目
飯田橋
一丁目
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　 非正規雇用経験がある方を対象に、キャリアの振り返りや就活

スキルを学ぶ５日間の短期集中プログラムです。修了後は、担当の

ジョ ブコーディネーターによる求人紹介やフォローアップ講座、合同面接会等を

通して早期の正社員就職を支援します。

就活エクスプレス

お問い合わせ ☎03-3239-3821

早期に正社員を
目指す方

　 正社員として働くために必要なスキルを学ぶセミナーと５～20日間

の企業内実習によって、正社員就職を目指すプログラムです。担当の

ジョ ブリーダーが、プログラム受講から就職後の職場定着まで、サポー

トします。

Jo bト ライ

お問い合わせ ☎03-5211-3880

企業内実習をしてから
就職し たい方

　 ２か月間の職務実習型プログラムで、正社員として就職し、働き続ける

ために必要なスキルを実践的に学びます。就職後は職場訪問や定着支

援講座を実施し、継続的に支援します。プログラム期間中は助成金を支

給します（ 支給要件あり）。

東京しごと 塾

株式会社パソナ ☎03-3221-5877
パーソ ルビジネスプロセスデザイン株式会社 ☎03-3221-5871

実践力をしっかりと
身につけたい方

対象

3 0
～5 4 歳

　 約1か月半（ 週２ 日・ 全12回）、少人数クラスでのグルー

プワークを通じ「 自己理解・ 表現力」「 面接力」等を身につ

けます。プログラム期間中から終了後も、アドバイザーによる個別支援で

早期就職を支援します。

就活予備校 就よび！ 仲間と 共に
早期に就職したい方

　 セミナーと企業内実習で、正社員に求められるスキル等を習得し就職を

目指します。実習中から就職後まで、担当のジョ ブリーダーが職場訪問等の

支援を行います。なお、実習終了後に要件を満たせば奨励金を支給します。

若者正社員チャレンジ事業 企業内実習をしてから
就職したい方

アデコ株式会社 ☎03-5211-2880
パーソルビジネスプロセスデザイン株式会社 ☎03-5211-2871

お問い合わせ ☎03-5211-2862

　 10日間の社会人基礎力セミナー・ パソコン実習を含む職業理解セミナー・ 職場見

学がセット になったプログラムで、身につけておきたいマナーやスキルを習得します。

　 プログラム期間中から終了後も個別サポート があり、就職準備を支援します。

就職力u p！ スキルを身につけて
就職したい方

お問い合わせ ☎03-5211-6351

2 9 歳
以下対象

　 50歳以上の方を対象にした、セカンドキャリアにおいて中小企業等

で活躍するきっかけとなる５ 日間の通学型の講座です。「 これからのシニアの労働市

場」「 働くための心構え」「 中小企業の理解」「 新

たなニーズDX・ GXへの対応」などを学びます。

※本事業は、プラチナ・キャリアセンターで実施しています。

ミド ルシニアの新・キャリアデザイン5 days
（ 新たな時代のニーズに対応するためのシニアの再活躍応援講座）

　 各業界の協働関係団体と実施する短期の就職前準備講習です。最終日には合同

面接会があり、協働関係団体加盟企業が参加します。書類選考なしで早期就職を目

指せます。マンション管理員・ビル清掃スタッフ・ ヘルパー

（ 介護職員初任者研修）・ 調理業務アシスタント 等

就職支援講習

5 0 歳
以上対象

ミド ルシニアの新・ キャリアデザイン

5 d ays事務局

☎0 1 2 0 -8 3 0 -0 3 5

お問い合わせ

☎0 3 -5 2 1 1 -2 3 2 7

5 5 歳
以上対象

業界知識を学んでから
就職したい方

　 結婚・ 出産・ 育児・ 介護等の事情で離職し、現在就職を

希望している女性（ 54歳以下）を対象に、就職に役立つ

知識の習得や職種別の実習、職場体験までセット にした10日～12日

間程度のプログラムを 東京しごと

センター内で実施します。

　 正規雇用やキャリアアッ プを目指し転職を希望する女性を対象に、

セミナーや企業交流会を組み合わせた週1回・ 3か月程度のプログラ

ムを都内各地で実施します。

キャリアステップ・ プロジェクト

女性再就職サポート プログラム

女性しごと 応援テラス

☎0 3 -5 2 1 1 -2 8 5 5

キャリアステップ・ プロジェ クト 事務局

☎0 3 -5 2 1 1 -0 6 1 1

女性
対象

・ 業界団体と連携し、再就職を目

指す方を支援するプログラム。

・ 講習等を通じて、その業界で働く 上で必要

な知識・ 技能等を学び、就職を目指します。

・ 講習等1日あたり5,000円の就活支援金支

給あり。（ 支給要件あり）

・ 合同面接会の開催あり。

業界連携再就職プログラム
　 多様な産業においてＤＸ推進が加速化される中、求職者に

求められるデジタル・ ビジネススキルが変容してきています。

　 企業が求めるオフィスソフト の操作に加え、急速に普及し

ているオンラインツールの習得やネットワーク関連の知識、

自社での内製化が可能なローコード・ノーコード 開発スキル

等を体系的に習得できるようにし、就職活動を支援します。

デジタルスキル習得チャレンジ支援事業

お問い合わせ 

☎03-4400-9238

　 非正規雇用等から 正規雇用へのキャリ

アチェンジを目指す女性を対象に、ｅ ラーニ

ン グ（ オフィ ススキル系・ 専門スキル系・ コ

ミュニケーショ ンスキル系： 全1 5コース）に

よるスキル習得と 、職業紹介を 通じた就職

を一体的に支援します。

女性向けキャリアチェンジ支援事業

デジタルスキル習得チャレンジ
支援事業事務局

☎0120-245-450

女性向けキャリアチェンジ
支援事業 運営事務局

☎0 1 2 0 -8 6 6 -0 0 6

全年齢
対象

東京の“しごと 予備校”！

　 都立職業能力開発センターは、求職中の方や転職を希望している方を対象に、就職に向けて必要な知識・ 技能を習得していただく ための

施設です。東京しごとセンターの10階～12階にある都立中央・ 城北職業能力開発センターしごとセンター校では「 内装施工科」「 ビルメンテナ

ンス技術科」「 ホテル・レストランサービス科」「 生活サポート 科」の4科目の職業訓練を実施しています。

　 また、しごとセンター校内には、職業訓練の情報発信拠点となる『 キャリア・ コンパス・ センター』が

設置され、様 な々訓練科目の紹介や職業訓練の体験を行っています。ぜひ「 しごとセンター校」へお越

しいただき、職業訓練の魅力を感じてく ださい。

お問い合わせ

☎0 3 -5 2 1 1 -8 1 8 1

1 0 階～1 2 階｜ 中央・ 城北職業能力開発センタ ーしごとセンタ ー校の紹介

就職に必要な
知識・ 技能を身につける

STEP2相談・ アド バイスSTEP1 仕事を紹介STEP3東京しごと センタ ーの
主なサービス一覧

3 階｜ヤング（ 29歳以下の方）向けサービス ☎03-5211-6351

2階｜ミド ル（ 30 歳以上54 歳以下の方）向けサービス ☎03 -3234 -1433

1階｜シニア（ 55歳以上の方）向けサービス ☎03-5211-2335

5 階｜専門サポート コ ーナー（ 障害や社会的・ 経済的な事由で就労困難な方）※就労支援期間は1 年、定着支援期間は6 か月です。 ☎03-5211-8701

1階｜総合相談 ●キャリアカウンセリング

就職支援アドバイザーが、マン

ツーマンで就職活動を全面的

にサポートします。

●就活スキルを学ぶ講座

自己分析　 応募書類作成

面接基礎　 面接トレーニング

グループディスカッショ ン 等 

●自己理解・ 業界や職種理解を 深める

セミ ナー・ 交流会

キャリ アデザインセミ ナー・ 先輩社会人との

交流会

業界職種勉強会・ 企業交流会　

●セミ ナー

生活自立や社会人力、PCスキル向上、

求人企業による説明会等、様々なテー

マ で 少人数制の

セミ ナーを定期的 に

開催しています。

●職場見学・ 職場体験

希望や適性を 考慮して、実際の求人

企業で職場の雰囲気を知るための見

学・ 体験ができます。コ ーナーの支援

員が同行します。

●パソコン・ 情報コ ーナー

パソコンを使って、情報検索・

書類作成

等ができ

ます。

●初めての面談～支援開始

ご本人の希望や課題を 丁寧に

お聞きし 、就労までの計画を 立

てます。    

※伺った状況により、他コーナー

等を紹介することもございます。

●キャリ アカウンセリング

専任のアドバイザー（ 担当制）が定

期的なカウンセリングを行い、就

労に向けて

一 貫し て サ

ポートします。

●「 ハローワーク 飯田橋Ｕ-3 5 」と 連携し た職業紹介

全国のハローワーク求人情報が検索でき、

就職に関する相談・ 職業紹介が受けられ

ます。

●独自に開拓し た求人等の職業紹介

独自に開拓した求人や、一般に公開されている

求人の閲覧・ 検索ができ、紹介が受けられます。

また、合同就職面接会や就職フェアなどのイベ

ントを開催しています。

利用時間 平日： 午前10時～午後６ 時30分

利用時間 平日： 午前10時～午後６ 時

●「 ハローワーク飯田橋専門援助第３部門（ シニアコ ーナー）」

　 と 連携し た職業紹介

東京都内のハローワークと同じ 求人情報

が閲覧でき、就職に関する相談・ 職業紹介

が受けられます。

●キャリアカウンセリング

就職支援アドバイザーが、マン

ツーマンで就職活動を全面的

にサポートします。

●パソコン・ 情報コ ーナー

パソコンを 使って、情報検索・

書類作成

等ができ

ます。

●就活スキルアッ プセミ ナー

履歴書の書き方、職務経歴書の書き方、求

人の見方・ 探し方、面接のポイント 等

●こ れから の働き方を考えるセミ ナー

職種転換、再就職体験談、定年退職

後、社会参加など各テーマ別

●キャリアカウンセリング

シ ニアの求人状況や求職活

動のポイント を踏まえた、アド

バイザーによるきめ細かな個

別相談です。

●独自求人紹介・ 面接同行・
　 雇用条件調整

就労困難な方向けに、コーナー独自に

開拓した求人をご紹介し 、面接への同

行や採用時の雇用条件調整まで、企業

との間に入ってサポートします。

●定着支援

就労後にも 、職場に

定着するための支援

を提供します。

※3 0 歳以上3 4 歳以下の方は原則とし てミド ルコ ーナーのサービスご 利用と なり ますが、ヤングコ ーナーの一部サービスも 併せてご利用いただけます。

☎0 3 -5 2 1 1 -3 3 1 2

緊急就職支援事業（ 被災者向け）

東日本大震災（ 長野県北部の地震を 含
む）で被災された方を対象に、継続的な就
職支援を行います。

※対象者を雇用した企業に助成金を支給します

（ 支給要件あり）。

事業所向けサービス案内

求人申込や事業所向けサービスの案内を
しています。

☎0 3 -5 2 1 1 -2 8 0 4（ 直通）
※月曜～金曜： 午前９時～午後５時（ 土曜・ 日曜・ 祝日・ 年末年始 休業）

@ tok yom id d le m id d le _ sh ig o to

tsc_ yo un g

@ tokyo m id d l e

@ tsc_ young
東京し ごと センタ ー

ヤングコーナー

東京し ごと センタ ー

ミド ルコ ーナー

東京し ごと センタ ー

シニアコーナー

シニアコ ーナー

特設サイト

@ tok yo _ sh inso tsu
ヤングコーナー

スペシャルサイト

●しごと チャレンジ6 5

65歳以上の方を対象に、実際

に働く 現場で の体験（ 見学）

を 実 施し

ます。
業界知識・ 技能を身につけて
あら たな職種にチャレンジ！！
●55歳以上の方のための就職支援講習
　 　 　 　 　 　   ☎03-521 1-2327

豊富な経験と 能力を活かして
中小企業をサポート する人材へ！
●シニア中小企業サポート 人材プログラム
　 　 　 　 　 　 　 　 ☎03-5211-2325

オンライン就職支援サービス

オンラ イン（ ＷＥＢ）でも各種支援サービス
を提供しています。

h ttp s://w w w .to k yo sh ig o to . j p /o n l in e /

※オンライン就職支援サービスの

　 ご利用には登録手続が必要です。

利用時間

平日： 午前９ 時～午後８ 時  

土曜： 午前９ 時～午後５ 時

（ 日曜、祝日及び年末年始（ 12/29～1/3）休業）

  1階｜女性しごと 応援テラス  (結婚、出産、育児、介護から 再就職等を目指す方） ☎03-5211-2855

●職業紹介

独自に開拓した求人（ 家庭との両立に理解

がある等）や、一般に公開されている求人

の閲覧・ 検索ができ、紹介が受けられます。

また、就職面接会や企業説明会、職場見学

会を開催しています。

●女性応援ジョ ブフェ ア

（ 合同就職面接会）

●キャリアカウンセリング

就職支援アド バイザーが、マン

ツーマンで就職活動を全面的

にサポートします。

●パソコン・ 情報コ ーナー

パソコンを使って、情報検索・

書類作成等

ができます。

●再就職サポート プログラム

●ミ ニセミ ナー（ はなさ きカフェ）

●在宅ワークセミ ナー

●オンライン就活講座

都内各地で実施するセミ ナー

●子育て女性向け再就職支援イベント

●レディ GO！ワクワク塾

●キャリアステップ・

　 プロジェクト

j yo sei_ terra ce@ j yo se ish ig o to
東京し ごと センタ ー

女性しごと応援テラス

●登録手続
はじめてご利用の方、しごとセンタ ーカー
ド をお持ちではない方は、1 階へお越しく
ださい。サービス内容や利用方法の案内
をしています。

●専門相談（ 事前予約制）

○起業・ 創業相談

○社会保険・ 年金相談

○多様な働き方相談
・ NPO・ 自営型テレワーク・ 農業・ ボランティア
・ NPOスタッ フ体験の案内

○就業自立支援相談

○職業適性検査、相談

●パソコ ン・ 情報コ ーナー（ 予約不可）

パソコンを使って、書類作成及びプリント
アウト 等ができます。

●多様な働き方セミ ナー（ 事前予約制）

自営型テレワーク、派遣労働、NPOでの就
業等の全年齢対象セミ ナーを実施します。

※託児サービス、手話通訳サービス（ いずれも予
約制）もご利用できます。

☎0 3 -5 2 1 1 -1 5 7 1（ 代表）

●就活ノ ウハウを学ぶセミ ナー

就活の進め方　 応募書類

面接対策　 　 　 キャリアデザイン

コミュニケーショ ン 他

●目的や対象者別のセミ ナー

短期集中プログラム

ライフ・ マネープラン

就活ステップアッ プセミ ナー

45歳からの未来デザインプログラム 他

相談
する

学ぶ 選ぶ

https://www.tokyoshigoto.jp/online/




●年齢別ノウハウセミナー　

●夜間ゼミ

●ターゲット セミナー

●グループカウンセリング

●土曜セミナー

●オンラインセミナー

しごと探しはしごたまへ！しごたま
TOKYO  empl oyment   ser v ice  cent er   TAMA

各種セミナー

就職

しごとに
出会う

チャンス!

書類選考なしで、直接企業の担当者と面接ができます。
東京しごとセンター多摩及び多摩地域各地で年16回程度開催。

就職面接会（ 主に全年齢・ シニア対象）

新卒採用に積極的な魅力ある企業が一度に25社程度集結します。
事業内容、仕事内容など、人事担当者から直接聞くことができます。

合同企業説明会（ 新卒及び既卒3年以内対象）

家庭と両立しながら就職・ 転職を目指している女性を対象に、
セミナー、就職面接会、就職相談会などを実施。

女性応援ジョ ブフェア

業界研究・ 企業研究を目的とした企業と交流ができるイベント です。
服装自由なので、就職活動中の方はもちろん、
これから就職活動を始める学生の方も気軽に参加できます。

若者と企業の交流会（ ３４ 歳以下対象）

東京しごとセンター多摩にて、定期開催している若者を対象とした
面接会です。書類選考なしで、その場で面接ができます。

既卒等若年者向け就職面接会（ ３４ 歳以下対象）

女性を対象とした再就職プログラム。
カリキュラムの中で、交流会（ 半日）と職場体験（ 1～３日）を実施。

女性再就職サポート プログラム

必要な基本的スキルを身につけ正社員就職を目指す、
期間集中型のプログラム。担当のジョ ブリーダーが二人三脚で
就活をバックアップします。実際に企業内実習ができるコースがあります。

就職チャレンジ多摩（ 54歳以下対象）

１日で就職支援セミナー、就職面接会、しごとの相談などを実施。
年齢を問わず、どなたでも気軽に参加できます。
多摩地域各地で年10回程度開催。

おしごと応援フェア

マッチングイベント /プログラム

女性と 企業担当者と のカ ジュ アルな「 交流会」と 後日企業を
実際に見ら れる「 見学会」を セッ ト にし たイベント です。

女性と 企業のト ーク カ フェ

●職業適性診断　 ●情報検索　 ●応募書類作成

目的に合わせたパソコン

就職活動に役立つ本や雑誌、デスクスペースもあります。

就職活動に役立つスペースです

（ 作成データ 保存用にUSBメモリをお持ちください）

就職情報コーナー

就職後もカウンセリング等
ご利用できます。

就職後の
アフターフォロー

随時実施!

経験豊富な就職支援アド バイザーが、
就職活動を支援します！

●就職・ 適職相談

●応募書類の添削

●能力開発コース等相談

●オンラインカウンセリング

●面接対策

●情報提供

キャリアカウンセリング

個別相談

キャリアカウンセリング／各種セミナー

TEL.042-521-6761
利用時間： 月～金曜日： 9時～20時、土曜日： 9時～17時

予約制

※日曜日・ 祝日・ 年末年始（ 12/29～1/3）を除く

（ 最終の受付時間の１ 時間前まで）

就職活動における不安や、しごとの探し方、求人票の見方など、相談内容に応じて、
あなたの担当アド バイザーがきめ細かな支援を行います。
応募書類等の添削や面接の練習も可能です、お気軽にご相談ください。

就職活動に必要なノウハウを年齢別の状況にあわせて

わかりやすく 解説するセミナーをはじめ、

就職されている方も参加しやすい夜間や土曜日に開催するセミナーも

実施しています。

オンラインセミナーも適時配信しております。

女性しごと 応援テラス多摩

企業の採用担当者に会えます

TEL.042-529-9003

家庭と 両立して「 働きたい・ 働き続ける」を応援します
東京しごとセンター多摩の館内や

多摩各地域で行う、様々な支援メニューをご用意しています

相談コーナー プ ログラム キッ ズスペース

担当の就職支援アド バイザーが、両立や

ブランクなどの不安等を細かに応じなが

ら、就職活動をサポート します。応募書類

等の添削や面接の練習も可能です。

応募書類作成用、インターネット 検索

用、W EB 会議体験用等のパソコンがあ

ります。書籍、セミナー等のイベント 情報

チラシのご用意もあります。

就職に役立つ知識（ マナー、パソコン等）

や、職種別の実習、職場体験までをセット

にした 10～13 日間の充実したプログラ

ムを行っています。

少人数制のアット ホームな雰囲気の中

で、就活ノウハウ等、様々なテーマで行う  

2 時間程度のセミナーです。

お子様連れでも安心してご利用いただ

けるようキッズスペースを設け、絵本や

おもちゃ等をご用意しています。

情報コーナー ミ ニセミ ナー 満1歳から6歳（ 未就学児に限る）までのお子様対 象

お 問 合 せ

キャリアカウンセリングやセミナー等をご利用になる際、託児サービスをご利用になれます。（ 事前予約制）

※託児サービスの対象となるサービスや、利用可能曜日・ 時間帯、
　 申込締切日等の詳細は、お電話やホームページでご確認ください。

託児サービス 東京しごとセンター多摩
女性しごと応援テラス多摩

TEL.042-529-9001



（様式３） 
 

財務内容調査票 

 
 

           団体名 公益財団法人 東京しごと財団      
 

決算関係書類より、下記数字を記入してください。（マイナスの場合は、△を記入して

ください）。 
 

（単位：千円） 
No.   科目 当期(6 年度) 前期(5 年度) 前々期(4 年度) 

 １ 経常利益 △８，４８５ ６，７７０ ９，２９６ 

 ２ 売上高 １８，８４７，６３６ １６，００５，８４６ １６，３４５，４０３ 

 ３ 支払利息 ０ ０ ０ 

 ４ 受取利息 １，１３７ １，１９９ １，４２１ 

 ５ 当期利益 ８９，０２５ １１，２０９ ６，３２０ 

 ６ 自己資本（資本金） ４９５，３５０ ４９５，３４２ ４９５，３３４ 

 ７ 純資産 ６３５，７１７ ５４６，６９２ ５３５，４８４ 

 ８ 流動資産 ２９，３１９，０８３ ２８，２９３，２５３ ２１，６４５，４９８ 

 ９ 流動負債 ２９，３６３，３１８ ２８，３０７，１８４ ２１，６５５，５３１ 

10 固定資産 １，４４６，３７４ １，３９５，３６４ １，３４９，８２９ 

11 固定負債 ７６６，４２３ ８３４，７４１ ８０４，３１３ 

 



貸借対照表

令和５年3月31日現在
（単位：円）

科　　　　目 当年度 前年度 増減
Ⅰ　資産の部

１．流動資産
現金預金 4,278,556,715 5,200,241,961 △ 921,685,246
基金資産 17,043,771,087 14,483,011,678 2,560,759,409
未収金 237,511,398 245,912,445 △ 8,401,047
未収収益 115,052 65,219 49,833
立替金 43,147,789 6,932,461 36,215,328
前払金 42,396,024 29,080,605 13,315,419

流動資産合計 21,645,498,065 19,965,244,369 1,680,253,696
２．固定資産

(1)　基本財産
基本財産引当預金 3,634,191 3,634,191 0
基本財産引当有価証券 491,699,766 491,691,851 7,915

基本財産合計 495,333,957 495,326,042 7,915
(2)　特定資産

退職給付引当資産 360,811,802 340,908,976 19,902,826
シルバー人材センター事業基金資産 20,896,000 20,896,000 0

特定資産合計 381,707,802 361,804,976 19,902,826
(3)　その他固定資産

建物附属設備 712,800 909,540 △ 196,740
什器備品 5,348,823 6,375,519 △ 1,026,696
リース資産 128,426,518 78,585,682 49,840,836
減価償却累計額 △ 49,419,847 △ 33,075,609 △ 16,344,238
電話加入権 442,284 442,284 0
著作権 105,000 105,000 0
ソフトウェア 1,189,101 1,492,701 △ 303,600
保証金 385,983,000 296,677,880 89,305,120

その他固定資産合計 472,787,679 351,512,997 121,274,682
固定資産合計 1,349,829,438 1,208,644,015 141,185,423
資産合計 22,995,327,503 21,173,888,384 1,821,439,119

Ⅱ　負債の部
１．流動負債

未払金 4,465,836,103 5,363,478,258 △ 897,642,155
未払法人税等 2,734,200 3,968,600 △ 1,234,400
未払消費税等 8,303,600 0 8,303,600
職場内障害者サポーター事業前受金 3,693,376 14,252,017 △ 10,558,641
緊急就職支援事業前受金 21,855,858 21,856,077 △ 219

若者正社員チャレンジ事業前受金 185,319,538 175,990,239 9,329,299

東京しごと塾事業前受金 165,698,221 132,517,216 33,181,005

ミドルチャレンジ事業前受金 62,675,351 51,338,788 11,336,563

就職チャレンジ多摩事業前受金 23,387,041 0 23,387,041

雇用創出・安定化支援事業前受金 2,315,011,931 1,783,767,848 531,244,083

成長産業分野キャリア形成支援事業前受金 6,329,877 67,805,777 △ 61,475,900

ひとり親向けオンライン訓練・就活支援事業前受金 13,836,589 0 13,836,589

業界別人材確保支援事業前受金 445,463,784 481,795,755 △ 36,331,971

業界別人材確保オーダメイド型支援事業前受金 243,866,428 0 243,866,428

働き方改革支援事業前受金 0 27,108,082 △ 27,108,082
テレワーク促進・働く女性応援等事業前受金 0 178,924,510 △ 178,924,510
働く女性応援事業前受金 2,056,588 0 2,056,588
テレワーク促進事業前受金 231,886,273 0 231,886,273
中小企業人材確保総合サポート事業前受金 83,226,040 52,277,083 30,948,957

企業主導型保育施設設置促進事業前受金 0 79,716,321 △ 79,716,321

働くパパママ育休取得応援事業前受金 85,332,844 35,083,684 50,249,160

介護休業取得応援事業前受金 1,148,590 10,555,410 △ 9,406,820

テレワーク定着トライアル緊急支援事業前受金 155,995,557 292,703,686 △ 136,708,129

小規模テレワークコーナー設置促進事業前受金 63,443,106 59,439,740 4,003,366

ソーシャルファーム支援事業前受金 102,456,668 73,229,449 29,227,219
妊娠中の女性労働者に係る母性健康管理措置促進事業前受金 16,127,876 18,808,037 △ 2,680,161
雇用創出・安定化支援に係る採用・定着促進事業前受金 60,856,753 46,557,432 14,299,321
新型コロナウイルス感染症緊急対策に係る雇用環境整備促進事業前受金 186,598,818 116,735,691 69,863,127



科　　　　目 当年度 前年度 増減
中小企業人材確保のための奨学金返還支援事業前受金 9,567,740 3,426,002 6,141,738
エッセンシャルワーカーに係る緊急人材確保サポート事業前受金 190,992,547 470,724,979 △ 279,732,432

中小企業従業員融資における利子補給支払事業前受金 1,025,319 1,026,199 △ 880

エンゲージメント向上に向けた職場環境づくり推進事業前受金 115,927,664 0 115,927,664

サテライトオフィス設置等補助事業前受金 7,305,556 0 7,305,556

テレワーク導入ハンズオン支援事業前受金 16,147,250 0 16,147,250

預り金 11,478,044 12,570,865 △ 1,092,821
職場内障害者サポーター事業預り交付金 116,048,000 133,928,000 △ 17,880,000
緊急就職支援事業預り交付金 210,500,000 210,500,000 0

若者正社員チャレンジ事業預り交付金 308,774,000 307,814,000 960,000

東京しごと塾事業預り交付金 25,020,000 33,255,000 △ 8,235,000

ミドルチャレンジ事業預り交付金 108,732,000 98,415,000 10,317,000

就職チャレンジ多摩事業預り交付金 15,702,000 0 15,702,000

業界別人材確保支援事業預り交付金 479,636,000 579,269,000 △ 99,633,000

業界別人材確保オーダーメイド型支援事業預り交付金 300,000,000 0 300,000,000

働き方改革支援事業預り交付金 0 36,343,920 △ 36,343,920
テレワーク促進・働く女性応援等事業預り交付金 0 1,507,167,000 △ 1,507,167,000
働く女性応援事業預り交付金 57,563,000 0 57,563,000
テレワーク促進事業預り交付金 1,151,871,000 0 1,151,871,000
企業主導型保育施設設置促進事業預り交付金 0 324,702,000 △ 324,702,000

働くパパママ育休取得応援事業預り交付金 844,080,000 251,170,000 592,910,000

介護休業取得応援事業預り交付金 20,500,000 32,000,000 △ 11,500,000

テレワーク定着トライアル緊急支援事業預り交付金 3,485,965,000 4,093,779,000 △ 607,814,000

小規模テレワークコーナー設置促進事業預り交付金 215,042,000 125,793,000 89,249,000

ソーシャルファーム支援事業預り交付金 2,123,573,000 1,522,690,000 600,883,000
妊娠中の女性労働者に係る母性健康管理措置促進事業預り交付金 3,700,000 6,200,000 △ 2,500,000

雇用創出・安定化支援に係る採用・定着促進事業預り交付金 580,600,000 595,000,000 △ 14,400,000
新型コロナウイルス感染症緊急対策に係る雇用環境整備促進事業預り交付金 381,129,010 238,301,620 142,827,390
エッセンシャルワーカーに係る緊急人材確保サポート事業預り交付金 185,432,000 0 185,432,000
中小企業従業員融資における利子補給支払事業預り交付金 165,762,894 207,301,996 △ 41,539,102
エンゲージメント向上に向けた職場環境づくり推進事業預り交付金 500,000,000 0 500,000,000

サテライトオフィス設置等補助事業預り交付金 336,000,000 0 336,000,000

テレワーク導入ハンズオン支援事業預り交付金 600,000,000 0 600,000,000

リース債務 29,168,738 17,457,703 11,711,035
賞与引当金 105,147,000 92,859,000 12,288,000

流動負債合計 21,655,530,772 19,989,603,984 1,665,926,788
２．固定負債

リース債務 57,518,187 36,287,476 21,230,711
退職給付引当金 360,811,802 353,271,302 7,540,500
長期預り金 385,983,000 265,562,000 120,421,000

固定負債合計 804,312,989 655,120,778 149,192,211
負債合計 22,459,843,761 20,644,724,762 1,815,118,999

Ⅲ　正味財産の部
１．指定正味財産

寄付金 495,333,957 495,326,042 7,915
指定正味財産合計 495,333,957 495,326,042 7,915
（うち基本財産への充当額） (495,333,957) (495,326,042) (7,915)
（うち特定資産への充当額） (0) (0) 0

２．一般正味財産 40,149,785 33,837,580 6,312,205
（うち特定資産への充当額） (20,896,000) (20,896,000) 0
正味財産合計 535,483,742 529,163,622 6,320,120
負債及び正味財産合計 22,995,327,503 21,173,888,384 1,821,439,119



貸借対照表内訳表

令和5年3月31日現在
（単位：円）

科　　　　目 公益目的事業会計 収益事業等会計 法人会計 内部取引等消去 合計

Ⅰ　資産の部

１．流動資産

現金預金 4,131,664,126 145,324,489 1,568,100 0 4,278,556,715

基金資産 16,876,982,874 166,788,213 0 0 17,043,771,087

未収金 501,144,494 3,424 1,859,005 △ 265,495,525 237,511,398

未収収益 105,774 0 9,278 0 115,052

立替金 43,449,691 3,351 3,522 △ 308,775 43,147,789
前払金 42,376,224 7,920 11,880 0 42,396,024

流動資産合計 21,595,723,183 312,127,397 3,451,785 △ 265,804,300 21,645,498,065
２．固定資産

(1)　基本財産

基本財産引当預金 3,234,429 0 399,762 0 3,634,191

基本財産引当有価証券 437,770,783 0 53,928,983 0 491,699,766

基本財産合計 441,005,212 0 54,328,745 0 495,333,957

(2)　特定資産

退職給付引当資産 360,811,802 0 0 0 360,811,802

シルバー人材センター事業基金資産 20,896,000 0 0 0 20,896,000

特定資産合計 381,707,802 0 0 0 381,707,802

(3)　その他固定資産

建物附属設備 712,800 0 0 0 712,800

什器備品 3,260,307 0 2,088,516 0 5,348,823

リース資産 128,426,518 0 0 0 128,426,518

減価償却累計額 △ 47,331,339 0 △ 2,088,508 0 △ 49,419,847

電話加入権 0 0 442,284 0 442,284

著作権 105,000 0 0 0 105,000

ソフトウェア 1,189,101 0 0 0 1,189,101

保証金 385,983,000 0 0 0 385,983,000

その他固定資産合計 472,345,387 0 442,292 0 472,787,679

固定資産合計 1,295,058,401 0 54,771,037 0 1,349,829,438

資産合計 22,890,781,584 312,127,397 58,222,822 △ 265,804,300 22,995,327,503

Ⅱ　負債の部

１．流動負債

未払金 4,444,279,040 32,497,631 2,393,180 △ 13,333,748 4,465,836,103

未払法人税等 0 2,734,200 0 0 2,734,200

未払消費税等 257,023,496 3,698,514 52,142 △ 252,470,552 8,303,600

職場内障害者サポーター事業前受金 3,693,376 0 0 0 3,693,376

緊急就職支援事業前受金 21,855,858 0 0 0 21,855,858

若者正社員チャレンジ事業前受金 185,319,538 0 0 0 185,319,538

東京しごと塾事業前受金 165,698,221 0 0 0 165,698,221

ミドルチャレンジ事業前受金 62,675,351 0 0 0 62,675,351

就職チャレンジ多摩事業前受金 23,387,041 0 0 0 23,387,041

雇用創出・安定化支援事業前受金 2,315,011,931 0 0 0 2,315,011,931

成長産業分野キャリア形成支援事業前受金 6,329,877 0 0 0 6,329,877

ひとり親向けオンライン訓練・就活支援事業前受金 13,836,589 0 0 0 13,836,589

業界別人材確保支援事業前受金 445,463,784 0 0 0 445,463,784

業界別人材確保オーダメイド型支援事業前受金 243,866,428 0 0 0 243,866,428

働き方改革支援事業前受金 0 0 0 0 0

テレワーク促進・働く女性応援等事業前受金 0 0 0 0 0

働く女性応援事業前受金 2,056,588 0 0 0 2,056,588

テレワーク促進事業前受金 231,886,273 0 0 0 231,886,273

中小企業人材確保総合サポート事業前受金 83,226,040 0 0 0 83,226,040

企業主導型保育施設設置促進事業前受金 0 0 0 0 0

働くパパママ育休取得応援事業前受金 85,332,844 0 0 0 85,332,844

介護休業取得応援事業前受金 1,148,590 0 0 0 1,148,590

テレワーク定着トライアル緊急支援事業前受金 155,995,557 0 0 0 155,995,557

小規模テレワークコーナー設置促進事業前受金 63,443,106 0 0 0 63,443,106

ソーシャルファーム支援事業前受金 102,456,668 0 0 0 102,456,668

妊娠中の女性労働者に係る母性健康管理措置促進事業前受金 16,127,876 0 0 0 16,127,876
雇用創出・安定化支援に係る採用・定着促進事業前受金 60,856,753 0 0 0 60,856,753
新型コロナウイルス感染症緊急対策に係る雇用環境整備促進事業前受金 186,598,818 0 0 0 186,598,818

中小企業人材確保のための奨学金返還支援事業前受金 9,567,740 0 0 0 9,567,740

エッセンシャルワーカーに係る緊急人材確保サポート事業前受金 190,992,547 0 0 0 190,992,547

中小企業従業員融資における利子補給支払事業前受金 0 1,025,319 0 0 1,025,319
エンゲージメント向上に向けた職場環境づくり推進事業前受金 115,927,664 0 0 0 115,927,664

サテライトオフィス設置等補助事業前受金 7,305,556 0 0 0 7,305,556

テレワーク導入ハンズオン支援事業前受金 16,147,250 0 0 0 16,147,250

預り金 10,014,483 1,382,184 81,377 0 11,478,044

職場内障害者サポーター事業預り交付金 116,048,000 0 0 0 116,048,000

緊急就職支援事業預り交付金 210,500,000 0 0 0 210,500,000

若者正社員チャレンジ事業預り交付金 308,774,000 0 0 0 308,774,000

東京しごと塾事業預り交付金 25,020,000 0 0 0 25,020,000

ミドルチャレンジ事業預り交付金 108,732,000 0 0 0 108,732,000



科　　　　目 公益目的事業会計 収益事業等会計 法人会計 内部取引等消去 合計

就職チャレンジ多摩事業預り交付金 15,702,000 0 0 0 15,702,000

業界別人材確保支援事業預り交付金 479,636,000 0 0 0 479,636,000

業界別人材確保オーダーメイド型支援事業預り交付金 300,000,000 0 0 0 300,000,000

働き方改革支援事業預り交付金 0 0 0 0 0

働く女性応援事業預り交付金 57,563,000 0 0 0 57,563,000

テレワーク促進事業預り交付金 1,151,871,000 0 0 0 1,151,871,000

企業主導型保育施設設置促進事業預り交付金 0 0 0 0 0

働くパパママ育休取得応援事業預り交付金 844,080,000 0 0 0 844,080,000

介護休業取得応援事業預り交付金 20,500,000 0 0 0 20,500,000

テレワーク定着トライアル緊急支援事業預り交付金 3,485,965,000 0 0 0 3,485,965,000

小規模テレワークコーナー設置促進事業預り交付金 215,042,000 0 0 0 215,042,000

ソーシャルファーム支援事業預り交付金 2,123,573,000 0 0 0 2,123,573,000
妊娠中の女性労働者に係る母性健康管理措置促進事業預り交付金 3,700,000 0 0 0 3,700,000

雇用創出・安定化支援に係る採用・定着促進事業預り交付金 580,600,000 0 0 0 580,600,000
新型コロナウイルス感染症緊急対策に係る雇用環境整備促進事業預り交付金 381,129,010 0 0 0 381,129,010
エッセンシャルワーカーに係る緊急人材確保サポート事業預り交付金 185,432,000 0 0 0 185,432,000

中小企業従業員融資における利子補給支払事業預り交付金 0 165,762,894 0 0 165,762,894

エンゲージメント向上に向けた職場環境づくり推進事業預り交付金 500,000,000 0 0 0 500,000,000

サテライトオフィス設置等補助事業預り交付金 336,000,000 0 0 0 336,000,000

テレワーク導入ハンズオン支援事業預り交付金 600,000,000 0 0 0 600,000,000

リース債務 29,168,738 0 0 0 29,168,738

賞与引当金 104,962,000 185,000 0 0 105,147,000

流動負債合計 21,711,522,631 207,285,742 2,526,699 △ 265,804,300 21,655,530,772

２．固定負債

リース債務 57,518,187 0 0 0 57,518,187

退職給付引当金 360,811,802 0 0 0 360,811,802

長期預り金 385,983,000 0 0 0 385,983,000

固定負債合計 804,312,989 0 0 0 804,312,989

負債合計 22,515,835,620 207,285,742 2,526,699 △ 265,804,300 22,459,843,761

Ⅲ　正味財産の部

１．指定正味財産

寄付金 441,005,212 0 54,328,745 0 495,333,957

指定正味財産合計 441,005,212 0 54,328,745 0 495,333,957

（うち基本財産への充当額） (441,005,212) (0) (54,328,745) (0) (495,333,957)

（うち特定資産への充当額） (0) (0) (0) (0) (0)

２．一般正味財産 △ 66,059,248 104,841,655 1,367,378 0 40,149,785

（うち特定資産への充当額） (20,896,000) (0) (0) (0) (20,896,000)
正味財産合計 374,945,964 104,841,655 55,696,123 0 535,483,742
負債及び正味財産合計 22,890,781,584 312,127,397 58,222,822 △ 265,804,300 22,995,327,503



貸借対照表

令和６年3月31日現在
（単位：円）

科　　　　目 当年度 前年度 増減
Ⅰ　資産の部

１．流動資産
現金預金 9,244,364,339 4,278,556,715 4,965,807,624
基金資産 18,756,667,791 17,043,771,087 1,712,896,704
未収金 211,686,286 237,511,398 △ 25,825,112
未収収益 96,236 115,052 △ 18,816
立替金 38,579,921 43,147,789 △ 4,567,868
前払金 41,858,604 42,396,024 △ 537,420

流動資産合計 28,293,253,177 21,645,498,065 6,647,755,112
２．固定資産

(1)　基本財産
基本財産引当預金 3,634,191 3,634,191 0
基本財産引当有価証券 491,707,681 491,699,766 7,915

基本財産合計 495,341,872 495,333,957 7,915
(2)　特定資産

退職給付引当資産 403,584,907 360,811,802 42,773,105
シルバー人材センター事業基金資産 20,896,000 20,896,000 0

特定資産合計 424,480,907 381,707,802 42,773,105
(3)　その他固定資産

建物附属設備 712,800 712,800 0
什器備品 10,015,387 5,348,823 4,666,564
リース資産 148,126,858 128,426,518 19,700,340
減価償却累計額 △ 78,011,397 △ 49,419,847 △ 28,591,550
電話加入権 442,284 442,284 0
著作権 105,000 105,000 0
ソフトウェア 8,167,281 1,189,101 6,978,180
保証金 385,983,000 385,983,000 0

その他固定資産合計 475,541,213 472,787,679 2,753,534
固定資産合計 1,395,363,992 1,349,829,438 45,534,554
資産合計 29,688,617,169 22,995,327,503 6,693,289,666

Ⅱ　負債の部
１．流動負債

未払金 9,307,865,040 4,465,836,103 4,842,028,937
未払法人税等 2,719,000 2,734,200 △ 15,200
未払消費税等 80,104,500 8,303,600 71,800,900
職場内障害者サポーター事業前受金 5,118,360 3,693,376 1,424,984
緊急就職支援事業前受金 21,855,638 21,855,858 △ 220

若者正社員チャレンジ事業前受金 189,124,424 185,319,538 3,804,886

東京しごと塾事業前受金 178,719,562 165,698,221 13,021,341

ミドルチャレンジ事業前受金 73,785,919 62,675,351 11,110,568

就職チャレンジ多摩事業前受金 73,090,363 23,387,041 49,703,322

雇用創出・安定化支援事業前受金 0 2,315,011,931 △ 2,315,011,931

成長産業人材雇用支援事業前受金 308,835,522 0 308,835,522

成長産業分野キャリア形成支援事業前受金 13,678,617 6,329,877 7,348,740

ひとり親向けオンライン訓練・就活支援事業前受金 14,925,391 13,836,589 1,088,802

女性向けキャリアチェンジ支援事業前受金 6,204,869 0 6,204,869

キャリアリスタート支援事業前受金 52,055,864 0 52,055,864

業界別人材確保支援事業前受金 0 445,463,784 △ 445,463,784

業界別人材確保オーダーメイド型支援事業前受金 389,122,929 243,866,428 145,256,501

働く女性応援事業前受金 4,866,762 2,056,588 2,810,174
テレワーク促進事業前受金 173,367,832 231,886,273 △ 58,518,441
中小企業人材確保総合サポート事業前受金 108,856,925 83,226,040 25,630,885

働くパパママ育業取得応援事業前受金 117,787,432 85,332,844 32,454,588

介護休業取得応援事業前受金 6,509,016 1,148,590 5,360,426

テレワーク定着トライアル緊急支援事業前受金 109,457,118 155,995,557 △ 46,538,439

小規模テレワークコーナー設置促進事業前受金 37,319,349 63,443,106 △ 26,123,757

ソーシャルファーム支援事業前受金 119,237,064 102,456,668 16,780,396

テレワーク定着促進フォローアップ事業前受金 65,029,529 0 65,029,529
妊娠中の女性労働者に係る母性健康管理措置促進事業前受金 0 16,127,876 △ 16,127,876
雇用創出・安定化支援に係る採用・定着促進事業前受金 0 60,856,753 △ 60,856,753



科　　　　目 当年度 前年度 増減
新型コロナウイルス感染症緊急対策に係る雇用環境整備促進事業前受金 0 186,598,818 △ 186,598,818
中小企業人材確保のための奨学金返還支援事業前受金 14,585,921 9,567,740 5,018,181
エッセンシャルワーカーに係る緊急人材確保サポート事業前受金 0 190,992,547 △ 190,992,547
中小企業従業員融資における利子補給支払事業前受金 1,024,439 1,025,319 △ 880
エンゲージメント向上に向けた職場環境づくり推進事業前受金 284,801,798 115,927,664 168,874,134
DX・GX時代を担う専門・中核人材戦略センター事業前受金 35,320,543 0 35,320,543

サテライトオフィス設置等補助事業前受金 14,842,616 7,305,556 7,537,060

テレワーク導入ハンズオン支援事業前受金 29,513,525 16,147,250 13,366,275
ES（社員満足度）向上による若手人材確保・定着事業前受金 22,935,139 0 22,935,139

中小企業人材スキルアップ支援事業前受金 16,002,158 0 16,002,158

育業中スキルアップ支援事業前受金 7,169,458 0 7,169,458

預り金 15,683,245 11,478,044 4,205,201
職場内障害者サポーター事業預り交付金 97,448,000 116,048,000 △ 18,600,000
緊急就職支援事業預り交付金 210,500,000 210,500,000 0

若者正社員チャレンジ事業預り交付金 323,793,000 308,774,000 15,019,000

東京しごと塾事業預り交付金 35,980,000 25,020,000 10,960,000

ミドルチャレンジ事業預り交付金 120,203,000 108,732,000 11,471,000

就職チャレンジ多摩事業預り交付金 52,400,000 15,702,000 36,698,000

キャリアリスタート支援事業預り交付金 551,400,000 0 551,400,000

業界別人材確保支援事業預り交付金 0 479,636,000 △ 479,636,000
業界別人材確保オーダーメイド型支援事業預り交付金 580,731,000 300,000,000 280,731,000

働く女性応援事業預り交付金 95,393,000 57,563,000 37,830,000
テレワーク促進事業預り交付金 866,652,000 1,151,871,000 △ 285,219,000
働くパパママ育業取得応援事業預り交付金 1,210,750,000 844,080,000 366,670,000

介護休業取得応援事業預り交付金 2,250,000 20,500,000 △ 18,250,000

テレワーク定着トライアル緊急支援事業預り交付金 3,476,505,000 3,485,965,000 △ 9,460,000
小規模テレワークコーナー設置促進事業預り交付金 213,468,000 215,042,000 △ 1,574,000

ソーシャルファーム支援事業預り交付金 2,647,170,000 2,123,573,000 523,597,000

テレワーク定着促進フォローアップ事業預り交付金 800,000,000 0 800,000,000
妊娠中の女性労働者に係る母性健康管理措置促進事業預り交付金 0 3,700,000 △ 3,700,000
雇用創出・安定化支援に係る採用・定着促進事業預り交付金 0 580,600,000 △ 580,600,000
新型コロナウイルス感染症緊急対策に係る雇用環境整備促進事業預り交付金 0 381,129,010 △ 381,129,010
エッセンシャルワーカーに係る緊急人材確保サポート事業預り交付金 0 185,432,000 △ 185,432,000
中小企業人材確保のための奨学金返還支援事業預り交付金 50,000,000 0 50,000,000
中小企業従業員融資における利子補給支払事業預り交付金 136,157,497 165,762,894 △ 29,605,397
エンゲージメント向上に向けた職場環境づくり推進事業預り交付金 2,000,920,000 500,000,000 1,500,920,000
DX・GX時代を担う専門・中核人材戦略センター事業預り交付金 49,000,000 0 49,000,000

サテライトオフィス設置等補助事業預り交付金 730,720,000 336,000,000 394,720,000

テレワーク導入ハンズオン支援事業預り交付金 1,356,406,000 600,000,000 756,406,000
ES（社員満足度）向上による若手人材確保・定着事業預り交付金 120,000,000 0 120,000,000

中小企業人材スキルアップ支援事業預り交付金 515,370,878 0 515,370,878

育業中スキルアップ支援事業預り交付金 9,813,334 0 9,813,334

リース債務 32,010,529 29,168,738 2,841,791
賞与引当金 120,627,000 105,147,000 15,480,000

流動負債合計 28,307,184,105 21,655,530,772 6,651,653,333
２．固定負債

リース債務 45,172,743 57,518,187 △ 12,345,444
退職給付引当金 403,584,907 360,811,802 42,773,105
長期預り金 385,983,000 385,983,000 0

固定負債合計 834,740,650 804,312,989 30,427,661
負債合計 29,141,924,755 22,459,843,761 6,682,080,994

Ⅲ　正味財産の部
１．指定正味財産

寄付金 495,341,872 495,333,957 7,915
指定正味財産合計 495,341,872 495,333,957 7,915
（うち基本財産への充当額） (495,341,872) (495,333,957) (7,915)
（うち特定資産への充当額） (0) (0) 0

２．一般正味財産 51,350,542 40,149,785 11,200,757
（うち特定資産への充当額） (20,896,000) (20,896,000) 0
正味財産合計 546,692,414 535,483,742 11,208,672
負債及び正味財産合計 29,688,617,169 22,995,327,503 6,693,289,666



貸借対照表内訳表

令和６年3月31日現在
（単位：円）

科　　　　目 公益目的事業会計 収益事業等会計 法人会計 内部取引等消去 合計

Ⅰ　資産の部

１．流動資産

現金預金 9,094,143,170 148,725,259 1,495,910 0 9,244,364,339

基金資産 18,619,485,855 137,181,936 0 0 18,756,667,791

未収金 406,687,685 551 972,937 △ 195,974,887 211,686,286

未収収益 86,696 0 9,540 0 96,236

立替金 39,055,695 123,615 2,901 △ 602,290 38,579,921
前払金 41,800,704 0 57,900 0 41,858,604

流動資産合計 28,201,259,805 286,031,361 2,539,188 △ 196,577,177 28,293,253,177
２．固定資産

(1)　基本財産

基本財産引当預金 3,234,429 0 399,762 0 3,634,191

基本財産引当有価証券 437,777,827 0 53,929,854 0 491,707,681

基本財産合計 441,012,256 0 54,329,616 0 495,341,872

(2)　特定資産

退職給付引当資産 403,584,907 0 0 0 403,584,907

シルバー人材センター事業基金資産 20,896,000 0 0 0 20,896,000

特定資産合計 424,480,907 0 0 0 424,480,907

(3)　その他固定資産

建物附属設備 712,800 0 0 0 712,800

什器備品 10,015,387 0 0 0 10,015,387

リース資産 148,126,858 0 0 0 148,126,858

減価償却累計額 △ 78,011,397 0 0 0 △ 78,011,397

電話加入権 0 0 442,284 0 442,284

著作権 105,000 0 0 0 105,000

ソフトウェア 8,167,281 0 0 0 8,167,281

保証金 385,983,000 0 0 0 385,983,000

その他固定資産合計 475,098,929 0 442,284 0 475,541,213

固定資産合計 1,340,592,092 0 54,771,900 0 1,395,363,992

資産合計 29,541,851,897 286,031,361 57,311,088 △ 196,577,177 29,688,617,169

Ⅱ　負債の部

１．流動負債

未払金 9,293,106,335 26,362,065 1,489,604 △ 13,092,964 9,307,865,040

未払法人税等 0 2,719,000 0 0 2,719,000

未払消費税等 259,638,702 3,791,066 37,032 △ 183,362,300 80,104,500

職場内障害者サポーター事業前受金 5,118,360 0 0 0 5,118,360

緊急就職支援事業前受金 21,855,638 0 0 0 21,855,638

若者正社員チャレンジ事業前受金 189,124,424 0 0 0 189,124,424

東京しごと塾事業前受金 178,719,562 0 0 0 178,719,562

ミドルチャレンジ事業前受金 73,785,919 0 0 0 73,785,919

就職チャレンジ多摩事業前受金 73,090,363 0 0 0 73,090,363

雇用創出・安定化支援事業前受金 0 0 0 0 0

成長産業人材雇用支援事業前受金 308,835,522 0 0 0 308,835,522

成長産業分野キャリア形成支援事業前受金 13,678,617 0 0 0 13,678,617

ひとり親向けオンライン訓練・就活支援事業前受金 14,925,391 0 0 0 14,925,391

女性向けキャリアチェンジ支援事業前受金 6,204,869 0 0 0 6,204,869

キャリアリスタート支援事業前受金 52,055,864 0 0 0 52,055,864

業界別人材確保支援事業前受金 0 0 0 0 0

業界別人材確保オーダーメイド型支援事業前受金 389,122,929 0 0 0 389,122,929

働く女性応援事業前受金 4,866,762 0 0 0 4,866,762

テレワーク促進事業前受金 173,367,832 0 0 0 173,367,832

中小企業人材確保総合サポート事業前受金 108,856,925 0 0 0 108,856,925

働くパパママ育業取得応援事業前受金 117,787,432 0 0 0 117,787,432

介護休業取得応援事業前受金 6,509,016 0 0 0 6,509,016

テレワーク定着トライアル緊急支援事業前受金 109,457,118 0 0 0 109,457,118

小規模テレワークコーナー設置促進事業前受金 37,319,349 0 0 0 37,319,349

ソーシャルファーム支援事業前受金 119,237,064 0 0 0 119,237,064

テレワーク定着促進フォローアップ事業前受金 65,029,529 0 0 0 65,029,529

妊娠中の女性労働者に係る母性健康管理措置促進事業前受金 0 0 0 0 0

雇用創出・安定化支援に係る採用・定着促進事業前受金 0 0 0 0 0
新型コロナウイルス感染症緊急対策に係る雇用環境整備促進事業前受金 0 0 0 0 0

中小企業人材確保のための奨学金返還支援事業前受金 14,585,921 0 0 0 14,585,921
エッセンシャルワーカーに係る緊急人材確保サポート事業前受金 0 0 0 0 0

中小企業従業員融資における利子補給支払事業前受金 0 1,024,439 0 0 1,024,439

エンゲージメント向上に向けた職場環境づくり推進事業前受金 284,801,798 0 0 0 284,801,798

DX・GX時代を担う専門・中核人材戦略センター事業前受金 35,320,543 0 0 0 35,320,543

サテライトオフィス設置等補助事業前受金 14,842,616 0 0 0 14,842,616

テレワーク導入ハンズオン支援事業前受金 29,513,525 0 0 0 29,513,525

ES（社員満足度）向上による若手人材確保・定着事業前受金 22,935,139 0 0 0 22,935,139

中小企業人材スキルアップ支援事業前受金 16,002,158 0 0 0 16,002,158

育業中スキルアップ支援事業前受金 7,169,458 0 0 0 7,169,458



科　　　　目 公益目的事業会計 収益事業等会計 法人会計 内部取引等消去 合計

預り金 11,611,592 4,106,205 87,361 △ 121,913 15,683,245

職場内障害者サポーター事業預り交付金 97,448,000 0 0 0 97,448,000

緊急就職支援事業預り交付金 210,500,000 0 0 0 210,500,000

若者正社員チャレンジ事業預り交付金 323,793,000 0 0 0 323,793,000

東京しごと塾事業預り交付金 35,980,000 0 0 0 35,980,000

ミドルチャレンジ事業預り交付金 120,203,000 0 0 0 120,203,000

就職チャレンジ多摩事業預り交付金 52,400,000 0 0 0 52,400,000

キャリアリスタート支援事業預り交付金 551,400,000 0 0 0 551,400,000

業界別人材確保支援事業預り交付金 0 0 0 0 0

業界別人材確保オーダーメイド型支援事業預り交付金 580,731,000 0 0 0 580,731,000

働く女性応援事業預り交付金 95,393,000 0 0 0 95,393,000

テレワーク促進事業預り交付金 866,652,000 0 0 0 866,652,000

働くパパママ育業取得応援事業預り交付金 1,210,750,000 0 0 0 1,210,750,000

介護休業取得応援事業預り交付金 2,250,000 0 0 0 2,250,000

テレワーク定着トライアル緊急支援事業預り交付金 3,476,505,000 0 0 0 3,476,505,000

小規模テレワークコーナー設置促進事業預り交付金 213,468,000 0 0 0 213,468,000

ソーシャルファーム支援事業預り交付金 2,647,170,000 0 0 0 2,647,170,000

テレワーク定着促進フォローアップ事業預り交付金 800,000,000 0 0 0 800,000,000

妊娠中の女性労働者に係る母性健康管理措置促進事業預り交付金 0 0 0 0 0

雇用創出・安定化支援に係る採用・定着促進事業預り交付金 0 0 0 0 0
新型コロナウイルス感染症緊急対策に係る雇用環境整備促進事業預り交付金 0 0 0 0 0
エッセンシャルワーカーに係る緊急人材確保サポート事業預り交付金 0 0 0 0 0

中小企業人材確保のための奨学金返還支援事業預り交付金 50,000,000 0 0 0 50,000,000

中小企業従業員融資における利子補給支払事業預り交付金 0 136,157,497 0 0 136,157,497
エンゲージメント向上に向けた職場環境づくり推進事業預り交付金 2,000,920,000 0 0 0 2,000,920,000
DX・GX時代を担う専門・中核人材戦略センター事業預り交付金 49,000,000 0 0 0 49,000,000

サテライトオフィス設置等補助事業預り交付金 730,720,000 0 0 0 730,720,000

テレワーク導入ハンズオン支援事業預り交付金 1,356,406,000 0 0 0 1,356,406,000

ES（社員満足度）向上による若手人材確保・定着事業預り交付金 120,000,000 0 0 0 120,000,000

中小企業人材スキルアップ支援事業預り交付金 515,370,878 0 0 0 515,370,878

育業中スキルアップ支援事業預り交付金 9,813,334 0 0 0 9,813,334

リース債務 32,010,529 0 0 0 32,010,529

賞与引当金 120,437,000 190,000 0 0 120,627,000

流動負債合計 28,327,797,013 174,350,272 1,613,997 △ 196,577,177 28,307,184,105

２．固定負債

リース債務 45,172,743 0 0 0 45,172,743

退職給付引当金 403,584,907 0 0 0 403,584,907

長期預り金 385,983,000 0 0 0 385,983,000

固定負債合計 834,740,650 0 0 0 834,740,650

負債合計 29,162,537,663 174,350,272 1,613,997 △ 196,577,177 29,141,924,755

Ⅲ　正味財産の部

１．指定正味財産

寄付金 441,012,256 0 54,329,616 0 495,341,872

指定正味財産合計 441,012,256 0 54,329,616 0 495,341,872

（うち基本財産への充当額） (441,012,256) (0) (54,329,616) (0) (495,341,872)

（うち特定資産への充当額） (0) (0) (0) (0) (0)

２．一般正味財産 △ 61,698,022 111,681,089 1,367,475 0 51,350,542

（うち特定資産への充当額） (20,896,000) (0) (0) (0) (20,896,000)
正味財産合計 379,314,234 111,681,089 55,697,091 0 546,692,414
負債及び正味財産合計 29,541,851,897 286,031,361 57,311,088 △ 196,577,177 29,688,617,169



貸借対照表

令和7年3月31日現在
（単位：円）

科　　　　目 当年度 前年度 増減
Ⅰ　資産の部

１．流動資産
現金預金 8,449,988,784 9,244,364,339 △ 794,375,555
基金資産 20,561,741,191 18,756,667,791 1,805,073,400
未収金 234,956,335 211,686,286 23,270,049
未収収益 151,677 96,236 55,441
立替金 45,484,847 38,579,921 6,904,926
前払金 26,759,793 41,858,604 △ 15,098,811

流動資産合計 29,319,082,627 28,293,253,177 1,025,829,450
２．固定資産

(1)　基本財産
基本財産引当預金 3,634,191 3,634,191 0
基本財産引当有価証券 491,715,596 491,707,681 7,915

基本財産合計 495,349,787 495,341,872 7,915
(2)　特定資産

退職給付引当資産 467,882,802 403,584,907 64,297,895
シルバー人材センター事業基金資産 20,896,000 20,896,000 0
出捐金資産 100,000,000 0 100,000,000

特定資産合計 588,778,802 424,480,907 164,297,895
(3)　その他固定資産

建物附属設備 712,800 712,800 0
什器備品 10,015,387 10,015,387 0
リース資産 140,117,230 148,126,858 △ 8,009,628
減価償却累計額 △ 86,225,416 △ 78,011,397 △ 8,214,019
電話加入権 442,284 442,284 0
著作権 105,000 105,000 0
ソフトウェア 27,913,215 8,167,281 19,745,934
保証金 269,165,350 385,983,000 △ 116,817,650

その他固定資産合計 362,245,850 475,541,213 △ 113,295,363
固定資産合計 1,446,374,439 1,395,363,992 51,010,447
資産合計 30,765,457,066 29,688,617,169 1,076,839,897

Ⅱ　負債の部
１．流動負債

未払金 8,343,650,635 9,307,865,040 △ 964,214,405
未払法人税等 2,498,100 2,719,000 △ 220,900
未払消費税等 54,084,800 80,104,500 △ 26,019,700
職場内障害者サポーター事業前受金 6,210,220 5,118,360 1,091,860
緊急就職支援事業前受金 21,855,418 21,855,638 △ 220

若者正社員チャレンジ事業前受金 187,918,542 189,124,424 △ 1,205,882

東京しごと塾事業前受金 182,803,484 178,719,562 4,083,922

ミドルチャレンジ事業前受金 84,880,260 73,785,919 11,094,341

就職チャレンジ多摩事業前受金 121,815,957 73,090,363 48,725,594

成長産業人材雇用支援事業前受金 521,575,002 308,835,522 212,739,480

成長産業分野キャリア形成支援事業前受金 0 13,678,617 △ 13,678,617

ひとり親向けオンライン訓練・就活支援事業前受金 0 14,925,391 △ 14,925,391

キャリアリスタート支援事業前受金 0 52,055,864 △ 52,055,864

女性向けキャリアチェンジ支援事業前受金 5,171,559 6,204,869 △ 1,033,310

ソーシャルファーム支援事業前受金 133,212,173 119,237,064 13,975,109

キャリアチェンジ再就職支援事業前受金 439,295,462 0 439,295,462

業界連携再就職支援事業前受金 34,220,073 0 34,220,073

業界別人材確保強化事業前受金 446,356,249 0 446,356,249

業界別人材確保強化緊急支援事業前受金 3,812,510 0 3,812,510

業界別人材確保オーダーメイド型支援事業前受金 111,632,377 389,122,929 △ 277,490,552

テレワーク促進事業前受金 123,100,564 173,367,832 △ 50,267,268
働く女性応援事業前受金 8,360,371 4,866,762 3,493,609
中小企業人材確保総合サポート事業前受金 141,686,041 108,856,925 32,829,116

働くパパママ育業応援事業前受金 137,380,068 117,787,432 19,592,636

介護休業取得応援事業前受金 7,205,489 6,509,016 696,473

小規模テレワークコーナー設置促進事業前受金 22,862,250 37,319,349 △ 14,457,099

テレワーク定着トライアル緊急支援事業前受金 0 109,457,118 △ 109,457,118

テレワーク定着強化事業前受金 34,711,823 0 34,711,823

中小企業人材確保のための奨学金返還支援事業前受金 12,589,156 14,585,921 △ 1,996,765

中小企業従業員融資における利子補給支払事業前受金 1,023,559 1,024,439 △ 880
エンゲージメント向上に向けた職場環境づくり推進事業前受金 488,446,625 284,801,798 203,644,827



科　　　　目 当年度 前年度 増減
DX・GX時代を担う専門・中核人材戦略センター事業前受金 58,709,532 35,320,543 23,388,989

サテライトオフィス設置等補助事業前受金 14,591,442 14,842,616 △ 251,174

テレワーク導入ハンズオン支援事業前受金 24,661,998 29,513,525 △ 4,851,527
ES（社員満足度）向上による若手人材確保・定着事業前受金 28,841,327 22,935,139 5,906,188

中小企業人材スキルアップ支援事業前受金 28,694,730 16,002,158 12,692,572

育業中スキルアップ支援事業前受金 13,207,790 7,169,458 6,038,332

テレワーク定着への課題解決アドバンス事業前受金 128,880,337 65,029,529 63,850,808
育児・介護との両立のためのテレワーク導入促進事業前受金 114,223,926 0 114,223,926
女性活躍の推進に向けた雇用環境整備促進事業前受金 32,951,509 0 32,951,509

サテライトオフィス勤務応援事業前受金 27,497,193 0 27,497,193

雇用関連諸制度に関する課題解決促進事業前受金 25,882,596 0 25,882,596

預り金 208,543,261 15,683,245 192,860,016
職場内障害者サポーター事業預り交付金 77,408,000 97,448,000 △ 20,040,000
緊急就職支援事業預り交付金 210,500,000 210,500,000 0

若者正社員チャレンジ事業預り交付金 346,487,000 323,793,000 22,694,000

東京しごと塾事業預り交付金 49,110,000 35,980,000 13,130,000

ミドルチャレンジ事業預り交付金 132,715,000 120,203,000 12,512,000

就職チャレンジ多摩事業預り交付金 89,583,000 52,400,000 37,183,000

キャリアリスタート支援事業預り交付金 0 551,400,000 △ 551,400,000

ソーシャルファーム支援事業預り交付金 3,078,499,000 2,647,170,000 431,329,000

業界連携再就職支援事業預り交付金 19,615,000 0 19,615,000

業界別人材確保強化事業預り交付金 300,000,000 0 300,000,000

業界別人材確保強化緊急支援事業預り交付金 250,000,000 0 250,000,000
業界別人材確保オーダーメイド型支援事業預り交付金 481,890,000 580,731,000 △ 98,841,000

テレワーク促進事業預り交付金 539,599,000 866,652,000 △ 327,053,000
働く女性応援事業預り交付金 87,365,000 95,393,000 △ 8,028,000

働くパパママ育業応援事業預り交付金 1,207,075,000 1,210,750,000 △ 3,675,000

介護休業取得応援事業預り交付金 11,469,000 2,250,000 9,219,000
小規模テレワークコーナー設置促進事業預り交付金 211,551,000 213,468,000 △ 1,917,000

テレワーク定着トライアル緊急支援事業預り交付金 0 3,476,505,000 △ 3,476,505,000

テレワーク定着強化事業預り交付金 385,200,000 0 385,200,000
中小企業人材確保のための奨学金返還支援事業預り交付金 51,750,000 50,000,000 1,750,000
中小企業従業員融資における利子補給支払事業預り交付金 119,558,800 136,157,497 △ 16,598,697
エンゲージメント向上に向けた職場環境づくり推進事業預り交付金 3,296,180,000 2,000,920,000 1,295,260,000
DX・GX時代を担う専門・中核人材戦略センター事業預り交付金 72,144,950 49,000,000 23,144,950

サテライトオフィス設置等補助事業預り交付金 817,196,000 730,720,000 86,476,000

テレワーク導入ハンズオン支援事業預り交付金 1,895,744,000 1,356,406,000 539,338,000
ES（社員満足度）向上による若手人材確保・定着事業預り交付金 360,000,000 120,000,000 240,000,000

中小企業人材スキルアップ支援事業預り交付金 891,762,403 515,370,878 376,391,525

育業中スキルアップ支援事業預り交付金 19,508,426 9,813,334 9,695,092
テレワーク定着への課題解決アドバンス事業預り交付金 1,195,745,000 800,000,000 395,745,000
育児・介護との両立のためのテレワーク導入促進事業預り交付金 297,205,000 0 297,205,000
女性活躍の推進に向けた雇用環境整備促進事業預り交付金 150,000,000 0 150,000,000
サテライトオフィス勤務応援事業預り交付金 28,000,000 0 28,000,000
雇用関連諸制度に関する課題解決促進事業預り交付金 94,700,000 0 94,700,000

リース債務 32,863,078 32,010,529 852,549
賞与引当金 177,850,000 120,627,000 57,223,000

流動負債合計 29,363,318,065 28,307,184,105 1,056,133,960
２．固定負債

リース債務 29,373,807 45,172,743 △ 15,798,936
退職給付引当金 467,882,802 403,584,907 64,297,895
長期預り金 269,165,350 385,983,000 △ 116,817,650

固定負債合計 766,421,959 834,740,650 △ 68,318,691
負債合計 30,129,740,024 29,141,924,755 987,815,269

Ⅲ　正味財産の部
１．指定正味財産

出捐金 100,000,000 0 100,000,000

寄付金 495,349,787 495,341,872 7,915
指定正味財産合計 595,349,787 495,341,872 100,007,915
（うち基本財産への充当額） (495,349,787) (495,341,872) (7,915)
（うち特定資産への充当額） (100,000,000) (0) 100,000,000

２．一般正味財産 40,367,255 51,350,542 △ 10,983,287
（うち特定資産への充当額） (20,896,000) (20,896,000) 0
正味財産合計 635,717,042 546,692,414 89,024,628
負債及び正味財産合計 30,765,457,066 29,688,617,169 1,076,839,897



貸借対照表内訳表

令和７年3月31日現在
（単位：円）

科　　　　目 公益目的事業会計 収益事業等会計 法人会計 内部取引等消去 合計

Ⅰ　資産の部

１．流動資産

現金預金 8,304,051,737 144,710,630 1,226,417 0 8,449,988,784

基金資産 20,441,158,832 120,582,359 0 0 20,561,741,191

未収金 486,889,678 432 1,268,309 △ 253,202,084 234,956,335

未収収益 142,399 0 9,278 0 151,677

立替金 45,600,895 121,936 0 △ 237,984 45,484,847
前払金 26,500,023 196,190 63,580 0 26,759,793

流動資産合計 29,304,343,564 265,611,547 2,567,584 △ 253,440,068 29,319,082,627
２．固定資産

(1)　基本財産

基本財産引当預金 3,234,429 0 399,762 0 3,634,191

基本財産引当有価証券 437,784,871 0 53,930,725 0 491,715,596

基本財産合計 441,019,300 0 54,330,487 0 495,349,787

(2)　特定資産

退職給付引当資産 467,882,802 0 0 0 467,882,802

シルバー人材センター事業基金資産 20,896,000 0 0 0 20,896,000

出捐金資産 100,000,000 0 0 0 100,000,000

特定資産合計 588,778,802 0 0 0 588,778,802

(3)　その他固定資産

建物附属設備 712,800 0 0 0 712,800

什器備品 10,015,387 0 0 0 10,015,387

リース資産 140,117,230 0 0 0 140,117,230

減価償却累計額 △ 86,225,416 0 0 0 △ 86,225,416

電話加入権 0 0 442,284 0 442,284

著作権 105,000 0 0 0 105,000

ソフトウェア 27,913,215 0 0 0 27,913,215

保証金 269,165,350 0 0 0 269,165,350

その他固定資産合計 361,803,566 0 442,284 0 362,245,850

固定資産合計 1,391,601,668 0 54,772,771 0 1,446,374,439

資産合計 30,695,945,232 265,611,547 57,340,355 △ 253,440,068 30,765,457,066

Ⅱ　負債の部

１．流動負債

未払金 8,334,164,395 19,939,698 1,550,805 △ 12,004,263 8,343,650,635

未払法人税等 0 2,498,100 0 0 2,498,100

未払消費税等 291,876,486 3,793,912 16,202 △ 241,601,800 54,084,800

職場内障害者サポーター事業前受金 6,210,220 0 0 0 6,210,220

緊急就職支援事業前受金 21,855,418 0 0 0 21,855,418

若者正社員チャレンジ事業前受金 187,918,542 0 0 0 187,918,542

東京しごと塾事業前受金 182,803,484 0 0 0 182,803,484

ミドルチャレンジ事業前受金 84,880,260 0 0 0 84,880,260

就職チャレンジ多摩事業前受金 121,815,957 0 0 0 121,815,957

成長産業人材雇用支援事業前受金 521,575,002 0 0 0 521,575,002

成長産業分野キャリア形成支援事業前受金 0 0 0 0 0

ひとり親向けオンライン訓練・就活支援事業前受金 0 0 0 0 0

キャリアリスタート支援事業前受金 0 0 0 0 0

女性向けキャリアチェンジ支援事業前受金 5,171,559 0 0 0 5,171,559

ソーシャルファーム支援事業前受金 133,212,173 0 0 0 133,212,173

キャリアチェンジ再就職支援事業前受金 439,295,462 0 0 0 439,295,462

業界連携再就職支援事業前受金 34,220,073 0 0 0 34,220,073

業界別人材確保強化事業前受金 446,356,249 0 0 0 446,356,249

業界別人材確保強化緊急支援事業前受金 3,812,510 0 0 0 3,812,510

業界別人材確保オーダーメイド型支援事業前受金 111,632,377 0 0 0 111,632,377

テレワーク促進事業前受金 123,100,564 0 0 0 123,100,564

働く女性応援事業前受金 8,360,371 0 0 0 8,360,371

中小企業人材確保総合サポート事業前受金 141,686,041 0 0 0 141,686,041

働くパパママ育業応援事業前受金 137,380,068 0 0 0 137,380,068

介護休業取得応援事業前受金 7,205,489 0 0 0 7,205,489

小規模テレワークコーナー設置促進事業前受金 22,862,250 0 0 0 22,862,250

テレワーク定着トライアル緊急支援事業前受金 0 0 0 0 0

テレワーク定着強化事業前受金 34,711,823 0 0 0 34,711,823

中小企業人材確保のための奨学金返還支援事業前受金 12,589,156 0 0 0 12,589,156

中小企業従業員融資における利子補給支払事業前受金 0 1,023,559 0 0 1,023,559

エンゲージメント向上に向けた職場環境づくり推進事業前受金 488,446,625 0 0 0 488,446,625

DX・GX時代を担う専門・中核人材戦略センター事業前受金 58,709,532 0 0 0 58,709,532

サテライトオフィス設置等補助事業前受金 14,591,442 0 0 0 14,591,442

テレワーク導入ハンズオン支援事業前受金 24,661,998 0 0 0 24,661,998

ES（社員満足度）向上による若手人材確保・定着事業前受金 28,841,327 0 0 0 28,841,327

中小企業人材スキルアップ支援事業前受金 28,694,730 0 0 0 28,694,730

育業中スキルアップ支援事業前受金 13,207,790 0 0 0 13,207,790

テレワーク定着への課題解決アドバンス事業前受金 128,880,337 0 0 0 128,880,337

育児・介護との両立のためのテレワーク導入促進事業前受金 114,223,926 0 0 0 114,223,926

女性活躍の推進に向けた雇用環境整備促進事業前受金 32,951,509 0 0 0 32,951,509

サテライトオフィス勤務応援事業前受金 27,497,193 0 0 0 27,497,193



科　　　　目 公益目的事業会計 収益事業等会計 法人会計 内部取引等消去 合計

雇用関連諸制度に関する課題解決促進事業前受金 25,882,596 0 0 0 25,882,596

預り金 214,545,174 545,479 74,929 △ 6,622,321 208,543,261

職場内障害者サポーター事業預り交付金 77,408,000 0 0 0 77,408,000

緊急就職支援事業預り交付金 210,500,000 0 0 0 210,500,000

若者正社員チャレンジ事業預り交付金 346,487,000 0 0 0 346,487,000

東京しごと塾事業預り交付金 49,110,000 0 0 0 49,110,000

ミドルチャレンジ事業預り交付金 132,715,000 0 0 0 132,715,000

就職チャレンジ多摩事業預り交付金 89,583,000 0 0 0 89,583,000

キャリアリスタート支援事業預り交付金 0 0 0 0 0

ソーシャルファーム支援事業預り交付金 3,078,499,000 0 0 0 3,078,499,000

業界連携再就職支援事業預り交付金 19,615,000 0 0 0 19,615,000

業界別人材確保強化事業預り交付金 300,000,000 0 0 0 300,000,000

業界別人材確保強化緊急支援事業預り交付金 250,000,000 0 0 0 250,000,000

業界別人材確保オーダーメイド型支援事業預り交付金 481,890,000 0 0 0 481,890,000

テレワーク促進事業預り交付金 539,599,000 0 0 0 539,599,000

働く女性応援事業預り交付金 87,365,000 0 0 0 87,365,000

働くパパママ育業応援事業預り交付金 1,207,075,000 0 0 0 1,207,075,000

介護休業取得応援事業預り交付金 11,469,000 0 0 0 11,469,000

小規模テレワークコーナー設置促進事業預り交付金 211,551,000 0 0 0 211,551,000

テレワーク定着トライアル緊急支援事業預り交付金 0 0 0 0 0

テレワーク定着強化事業預り交付金 385,200,000 0 0 0 385,200,000

中小企業人材確保のための奨学金返還支援事業預り交付金 51,750,000 0 0 0 51,750,000

中小企業従業員融資における利子補給支払事業預り交付金 0 119,558,800 0 0 119,558,800
エンゲージメント向上に向けた職場環境づくり推進事業預り交付金 3,296,180,000 0 0 0 3,296,180,000
DX・GX時代を担う専門・中核人材戦略センター事業預り交付金 72,144,950 0 0 0 72,144,950

サテライトオフィス設置等補助事業預り交付金 817,196,000 0 0 0 817,196,000

テレワーク導入ハンズオン支援事業預り交付金 1,895,744,000 0 0 0 1,895,744,000

ES（社員満足度）向上による若手人材確保・定着事業預り交付金 360,000,000 0 0 0 360,000,000

中小企業人材スキルアップ支援事業預り交付金 891,762,403 0 0 0 891,762,403

育業中スキルアップ支援事業預り交付金 19,508,426 0 0 0 19,508,426

テレワーク定着への課題解決アドバンス事業預り交付金 1,195,745,000 0 0 0 1,195,745,000

育児・介護との両立のためのテレワーク導入促進事業預り交付金 297,205,000 0 0 0 297,205,000

女性活躍の推進に向けた雇用環境整備促進事業預り交付金 150,000,000 0 0 0 150,000,000

サテライトオフィス勤務応援事業預り交付金 28,000,000 0 0 0 28,000,000

雇用関連諸制度に関する課題解決促進事業預り交付金 94,700,000 0 0 0 94,700,000

リース債務 32,863,078 0 0 0 32,863,078

賞与引当金 177,644,000 206,000 0 0 177,850,000

流動負債合計 29,474,338,965 147,565,548 1,641,936 △ 260,228,384 29,363,318,065

２．固定負債

リース債務 29,373,807 0 0 0 29,373,807

退職給付引当金 467,882,802 0 0 0 467,882,802

長期預り金 269,165,350 0 0 0 269,165,350

固定負債合計 766,421,959 0 0 0 766,421,959

負債合計 30,240,760,924 147,565,548 1,641,936 △ 260,228,384 30,129,740,024

Ⅲ　正味財産の部

１．指定正味財産

出捐金 100,000,000 0 0 0 100,000,000

寄付金 441,019,300 0 54,330,487 0 495,349,787

指定正味財産合計 541,019,300 0 54,330,487 0 595,349,787

（うち基本財産への充当額） (441,019,300) (0) (54,330,487) (0) (495,349,787)

（うち特定資産への充当額） (100,000,000) (0) (0) (0) (100,000,000)

２．一般正味財産 △ 79,046,219 118,045,999 1,367,475 0 40,367,255
（うち特定資産への充当額） (20,896,000) (0) (0) (0) (20,896,000)
正味財産合計 461,973,081 118,045,999 55,697,962 0 635,717,042
負債及び正味財産合計 30,702,734,005 265,611,547 57,339,898 △ 260,228,384 30,765,457,066



正味財産増減計算書

令和4年 4月 1日から令和5年 3月31日まで

（単位：円）

科        目 当年度 前年度 増減

Ⅰ 一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

基本財産運用益 [961,164] [3,959,333] [△ 2,998,169]

基本財産受取利息 961,164 3,959,333 △ 2,998,169

特定資産運用益 [473,724] [786,415] [△ 312,691]

退職給付引当資産受取利息 473,724 785,998 △ 312,274

シルバー人材センター事業基金資産受取利息 0 417 △ 417

受取補助金等 [1,261,826,438] [969,807,890] [292,018,548]

受取国庫補助金 23,405,000 20,940,000 2,465,000

受取都補助金 1,207,719,052 930,673,890 277,045,162

受取民間補助金 1,565,000 1,566,000 △ 1,000

受取補助金等振替額 29,137,386 16,628,000 12,509,386

事業収益 [7,850,561,039] [6,104,938,708] [1,745,622,331]

シルバー派遣事業収益 1,781,144,389 1,625,114,483 156,029,906

高齢者活躍人材確保育成事業収益 30,177,748 53,280,728 △ 23,102,980

広域提案事業収益 28,689,778 21,742,510 6,947,268

シェアオフィス運営事業収益 3,651,670 0 3,651,670

障害者委託訓練事業受託収益 114,748,620 100,487,354 14,261,266

中小企業障害者雇用応援連携事業受託収益 39,677,877 38,783,489 894,388

しごとセンター等受託事業収益 5,248,898,949 3,914,835,832 1,334,063,117

女性就業対策事業受託収益 0 138,388,802 △ 138,388,802

デジタル人材確保・就職促進事業受託収益 166,765,529 61,641,139 105,124,390

飲食業・観光業向け人材確保支援事業受託収益 0 62,914,279 △ 62,914,279

感染症・ウクライナ情勢に伴う離職者等への人材マッチング支援事業受託収益 73,353,249 0 73,353,249

ものづくり産業人材確保支援事業受託収益 182,807,465 0 182,807,465

脱炭素社会の実現に向けた人材確保・就職促進事業受託収益 60,776,778 0 60,776,778

観光関連産業の需要回復に向けた人材確保支援事業受託収益 49,860,499 0 49,860,499

企業による保育施設設置支援事業受託収益 22,887,238 37,270,028 △ 14,382,790

シルバー保険事業収益 47,121,250 50,480,064 △ 3,358,814

基金事業収益 [7,227,737,209] [5,555,126,839] [1,672,610,370]

職場内障害者サポーター事業基金事業収益 69,046,641 68,907,894 138,747

緊急就職支援事業基金事業収益 219 62,479 △ 62,260

若者正社員チャレンジ事業基金事業収益 372,677,701 375,938,415 △ 3,260,714

東京しごと塾事業基金事業収益 171,831,995 171,686,912 145,083

ミドルチャレンジ事業基金事業収益 137,171,437 136,941,155 230,282

就職チャレンジ多摩事業基金事業収益 158,517,959 0 158,517,959

雇用創出・安定化支援事業基金事業収益 4,010,262,917 2,311,444,152 1,698,818,765

成長産業分野キャリア形成支援事業基金事業収益 429,196,900 126,152,223 303,044,677

ひとり親向けオンライン訓練・就活支援事業基金事業収益 216,257,411 0 216,257,411

団体別採用力スパイラルアップ事業基金事業収益 0 884,102 △ 884,102

業界別人材確保支援事業基金事業収益 36,331,971 88,758,880 △ 52,426,909

業界別人材確保オーダーメイド型支援事業基金事業収益 59,514,572 0 59,514,572

働き方改革支援事業基金事業収益 8,328,059 113,340,061 △ 105,012,002

テレワーク促進・働く女性応援等事業基金事業収益 0 161,809,554 △ 161,809,554

働く女性応援事業基金事業収益 5,472,205 0 5,472,205

テレワーク促進事業基金事業収益 94,731,444 0 94,731,444

サテライトオフィス設置等補助事業基金事業収益 4,990,444 0 4,990,444

テレワーク導入ハンズオン支援事業基金事業収益 17,016,750 0 17,016,750

中小企業人材確保総合サポート事業基金事業収益 278,297,043 257,061,917 21,235,126

企業主導型保育施設設置促進事業基金事業収益 145,714 198,016,694 △ 197,870,980

働くパパママ育休取得応援事業基金事業収益 59,428,840 31,992,293 27,436,547

介護休業取得応援事業基金事業収益 9,406,820 9,103,658 303,162

テレワーク導入促進整備補助事業基金事業収益 0 24,410,585 △ 24,410,585

事業継続緊急対策（テレワーク）事業基金事業収益 0 577,214,204 △ 577,214,204



科        目 当年度 前年度 増減

テレワーク定着トライアル緊急支援事業基金事業収益 374,002,129 327,081,314 46,920,815

小規模テレワークコーナー設置促進事業基金事業収益 33,368,634 27,393,260 5,975,374

ソーシャルファーム支援事業基金事業収益 69,542,781 71,588,790 △ 2,046,009

妊娠中の女性労働者に係る母性健康管理措置促進事業基金事業収益 2,680,161 8,423,218 △ 5,743,057

雇用創出・安定化支援に係る採用・定着促進事業基金事業収益 15,750,679 15,349,390 401,289

新型コロナウイルス感染症緊急対策事業基金事業収益 133,899,873 328,656,309 △ 194,756,436

中小企業人材確保のための奨学金返還支援事業基金事業収益 47,978,262 46,728,998 1,249,264

エッセンシャルワーカーに係る緊急人材確保サポート事業基金事業収益 333,649,432 76,084,021 257,565,411

エンゲージメント向上に向けた職場環境づくり推進事業基金事業収益 78,237,336 0 78,237,336

中小企業従業員融資における利子補給支払事業基金事業収益 880 96,361 △ 95,481

雑収益 [3,843,705] [3,541,308] [302,397]

雑収益 3,843,705 3,541,308 302,397

経常収益計 16,345,403,279 12,638,160,493 3,707,242,786

（２）経常費用

事業費 [16,313,364,296] [12,606,183,569] [3,707,180,727]

役員報酬 11,702,577 0 11,702,577

職員給料 511,846,439 455,388,411 56,458,028

諸手当 167,449,782 149,963,713 17,486,069

法定福利費 280,407,682 266,255,783 14,151,899

退職給付費用 44,740,500 36,143,124 8,597,376

嘱託員等報酬 658,070,312 699,266,726 △ 41,196,414

臨時雇賃金 1,404,421,247 1,275,937,310 128,483,937

福利厚生費 12,756,337 12,689,644 66,693

超過勤務手当 88,467,843 103,702,688 △ 15,234,845

旅費交通費 8,450,913 6,070,749 2,380,164

諸謝金 163,333,610 126,763,625 36,569,985

消耗品費 49,936,057 74,190,926 △ 24,254,869

会議費 37,505 56,989 △ 19,484

印刷製本費 41,609,749 40,927,263 682,486

修繕費 528,620 1,683,551 △ 1,154,931

通信運搬費 32,239,801 43,780,848 △ 11,541,047

手数料 43,749,209 76,275,312 △ 32,526,103

光熱水料費 94,210,633 72,040,632 22,170,001

委託費 11,757,141,954 7,756,903,516 4,000,238,438

賃借料 508,516,870 725,029,178 △ 216,512,308

工事費 20,040,444 306,052,729 △ 286,012,285

消耗什器備品費 1,079,829 0 1,079,829

支払助成金 46,550,040 36,760,040 9,790,000

支払負担金 17,675,304 11,226,489 6,448,815

租税公課 207,419,114 213,569,335 △ 6,150,221

支払利息 4,801,098 2,905,079 1,896,019

雑費 598,772 0 598,772

減価償却費 30,435,055 19,740,909 10,694,146

賞与引当金繰入額 105,147,000 92,859,000 12,288,000

管理費 [22,742,998] [22,112,883] [630,115]

役員報酬 1,525,283 240,000 1,285,283

法定福利費 8,174,743 7,749,140 425,603

福利厚生費 123,915 143,660 △ 19,745

超過勤務手当 0 1,314,037 △ 1,314,037

旅費交通費 62,257 38,852 23,405

諸謝金 1,845,840 1,722,680 123,160

消耗品費 199,958 312,918 △ 112,960

会議費 1,944 1,944 0

印刷製本費 751,058 609,662 141,396

通信運搬費 670,873 627,002 43,871

手数料 768,315 500,284 268,031

委託費 2,899,218 2,751,407 147,811

賃借料 853,401 962,456 △ 109,055

支払負担金 4,382,295 4,675,447 △ 293,152



科        目 当年度 前年度 増減

租税公課 141,806 124,031 17,775

支払利息 2,515 1,062 1,453

雑費 262,490 295,805 △ 33,315

減価償却費 77,087 42,496 34,591

経常費用計 16,336,107,294 12,628,296,452 3,707,810,842

当期経常増減額 9,295,985 9,864,041 △ 568,056

２．経常外増減の部

（１）経常外収益

経常外収益計 0 0 0

（２）経常外費用

固定資産除却損 [249,580] [4] [249,576]

建物附属設備除却損 249,572 0 249,572

什器備品除却損 8 4 4

経常外費用計 249,580 4 249,576

当期経常外増減額 △ 249,580 △ 4 △ 249,576

税引前当期一般正味財産増減額 9,046,405 9,864,037 △ 817,632

法人税、住民税及び事業税等 ［2,734,200] ［3,968,600] [△ 1,234,400]

当期一般正味財産増減額 6,312,205 5,895,437 416,768

一般正味財産期首残高 33,837,580 27,942,143 5,895,437

一般正味財産期末残高 40,149,785 33,837,580 6,312,205

Ⅱ 指定正味財産増減の部

基本財産運用益 [103,715] [3,843,065] [△ 3,739,350]

基本財産受取利息 103,715 3,843,065 △ 3,739,350

特定資産運用益 [458,524] [770,791] [△ 312,267]

退職給付引当資産受取利息 458,524 770,791 △ 312,267

受取補助金等 [29,137,386] [16,628,000] [12,509,386]

受取都補助金 29,137,386 16,628,000 12,509,386

一般正味財産への振替額 [△ 29,691,710] [△ 21,210,267] [△ 8,481,443]

一般正味財産への振替額 (△ 29,691,710) (△ 21,210,267) (△ 8,481,443)

当期指定正味財産増減額 7,915 31,589 △ 23,674

指定正味財産期首残高 495,326,042 495,294,453 31,589

指定正味財産期末残高 495,333,957 495,326,042 7,915

Ⅲ 正味財産期末残高 535,483,742 529,163,622 6,320,120



正味財産増減計算書内訳表

令和4年 4月 1日から令和5年 3月31日まで

（単位：円）

公益目的事業会計

公１
ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ

事業等の事業

公２
雇用就業
支援事業

公３
雇用環境
整備事業

共通 小計
収１

損害保険
の代理業

他１
その他
の事業

小計

Ⅰ 一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

基本財産運用益 ［472,891] ［0] ［0] ［382,544] ［855,435] ［0] ［0] ［0] ［105,729] ［0] ［961,164]

基本財産受取利息 472,891 0 0 382,544 855,435 0 0 0 105,729 0 961,164

特定資産運用益 ［69,022] ［298,711] ［105,991] ［0] ［473,724] ［0] ［0] ［0] ［0] ［0] ［473,724]

退職給付引当資産受取利息 69,022 298,711 105,991 0 473,724 0 0 0 0 0 473,724

受取補助金等 ［263,063,310] ［445,283,994] ［532,703,511] ［0] ［1,241,050,815] ［0] ［0] ［0] ［20,775,623] ［0] ［1,261,826,438]

受取国庫補助金 23,405,000 0 0 0 23,405,000 0 0 0 0 0 23,405,000

受取都補助金 229,846,880 437,037,564 520,058,985 0 1,186,943,429 0 0 0 20,775,623 0 1,207,719,052

受取民間補助金 1,565,000 0 0 0 1,565,000 0 0 0 0 0 1,565,000

受取補助金等振替額 8,246,430 8,246,430 12,644,526 0 29,137,386 0 0 0 0 0 29,137,386

事業収益 ［1,840,011,915] ［5,936,888,966] ［26,538,908] ［0] ［7,803,439,789] ［47,121,250] ［0] ［47,121,250] ［0] ［0] ［7,850,561,039]

シルバー派遣事業収益 1,781,144,389 0 0 0 1,781,144,389 0 0 0 0 0 1,781,144,389

高齢者活躍人材確保育成事業収益 30,177,748 0 0 0 30,177,748 0 0 0 0 0 30,177,748

広域提案事業収益 28,689,778 0 0 0 28,689,778 0 0 0 0 0 28,689,778

シェアオフィス運営事業収益 0 0 3,651,670 0 3,651,670 0 0 0 0 0 3,651,670

障害者委託訓練事業受託収益 0 114,748,620 0 0 114,748,620 0 0 0 0 0 114,748,620

中小企業障害者雇用応援連携事業受託収益 0 39,677,877 0 0 39,677,877 0 0 0 0 0 39,677,877

しごとセンター等受託事業収益 0 5,248,898,949 0 0 5,248,898,949 0 0 0 0 0 5,248,898,949

デジタル人材確保・就職促進事業受託収益 0 166,765,529 0 0 166,765,529 0 0 0 0 0 166,765,529

感染症・ウクライナ情勢に伴う 離職者等への人材マッチン グ 支援事業受託収益 0 73,353,249 0 0 73,353,249 0 0 0 0 0 73,353,249

ものづくり産業人材確保支援事業受託収益 0 182,807,465 0 0 182,807,465 0 0 0 0 0 182,807,465

脱炭素社会の実現に向けた人材確保・就職促進事業受託収益 0 60,776,778 0 0 60,776,778 0 0 0 0 0 60,776,778

観光関連産業の需要回復に向けた人材確保支援事業受託収益 0 49,860,499 0 0 49,860,499 0 0 0 0 0 49,860,499

企業による保育施設設置支援事業受託収益 0 0 22,887,238 0 22,887,238 0 0 0 0 0 22,887,238

シルバー保険事業収益 0 0 0 0 0 47,121,250 0 47,121,250 0 0 47,121,250

基金事業収益 ［0] ［5,650,256,640] ［1,577,479,689] ［0] ［7,227,736,329] ［0] ［880] ［880] ［0] ［0] ［7,227,737,209]

職場内障害者サポーター事業基金事業収益 0 69,046,641 0 0 69,046,641 0 0 0 0 0 69,046,641

緊急就職支援事業基金事業収益 0 219 0 0 219 0 0 0 0 0 219

若者正社員チャレンジ事業基金事業収益 0 372,677,701 0 0 372,677,701 0 0 0 0 0 372,677,701

東京しごと塾事業基金事業収益 0 171,831,995 0 0 171,831,995 0 0 0 0 0 171,831,995

ミドルチャレンジ事業基金事業収益 0 137,171,437 0 0 137,171,437 0 0 0 0 0 137,171,437

就職チャレンジ多摩事業基金事業収益 0 158,517,959 0 0 158,517,959 0 0 0 0 0 158,517,959

雇用創出・安定化支援事業基金収益 0 4,010,262,917 0 0 4,010,262,917 0 0 0 0 0 4,010,262,917

成長産業分野ｷｬﾘｱ形成支援事業基金事業収益 0 429,196,900 0 0 429,196,900 0 0 0 0 0 429,196,900

ひとり親向けオンライン訓練・就活支援事業基金事業収益 0 216,257,411 0 0 216,257,411 0 0 0 0 0 216,257,411

業界別人材確保支援事業基金事業収益 0 0 36,331,971 0 36,331,971 0 0 0 0 0 36,331,971

業界別人材確保オーダーメイド型支援事業基金事業収益 0 0 59,514,572 0 59,514,572 0 0 0 0 0 59,514,572

働き方改革支援事業基金事業収益 0 0 8,328,059 0 8,328,059 0 0 0 0 0 8,328,059

働く女性応援事業基金事業収益 0 0 5,472,205 0 5,472,205 0 0 0 0 0 5,472,205

テレワーク促進事業基金事業収益 0 0 94,731,444 0 94,731,444 0 0 0 0 0 94,731,444

サテライトオフィス設置等補助事業基金事業収益 0 0 4,990,444 0 4,990,444 0 0 0 0 0 4,990,444

テレワーク導入ハンズオン支援事業基金事業収益 0 0 17,016,750 0 17,016,750 0 0 0 0 0 17,016,750

中小企業人材確保総合サポート事業基金事業収益 0 0 278,297,043 0 278,297,043 0 0 0 0 0 278,297,043

企業主導型保育施設設置促進事業基金事業収益 0 0 145,714 0 145,714 0 0 0 0 0 145,714

働くパパママ育休取得応援事業基金事業収益 0 0 59,428,840 0 59,428,840 0 0 0 0 0 59,428,840

介護休業取得応援事業基金事業収益 0 0 9,406,820 0 9,406,820 0 0 0 0 0 9,406,820

テレワーク定着トライアル緊急支援事業基金事業収益 0 0 374,002,129 0 374,002,129 0 0 0 0 0 374,002,129

小規模テレワークコーナー設置促進事業基金事業収益 0 0 33,368,634 0 33,368,634 0 0 0 0 0 33,368,634

ソーシャルファーム支援事業基金事業収益 0 69,542,781 0 0 69,542,781 0 0 0 0 0 69,542,781

妊娠中の女性労働者に係る母性健康管理措置促進事業基金事業収益 0 0 2,680,161 0 2,680,161 0 0 0 0 0 2,680,161

雇用創出・安定化支援に係る採用・定着促進事業基金事業収益 0 15,750,679 0 0 15,750,679 0 0 0 0 0 15,750,679

新型コロナウイルス感染症緊急対策事業基金事業収益 0 0 133,899,873 0 133,899,873 0 0 0 0 0 133,899,873

中小企業人材確保のための奨学金返還支援事業基金事業収益 0 0 47,978,262 0 47,978,262 0 0 0 0 0 47,978,262

ｴｯｾﾝｼｬﾙﾜｰｶｰに係る緊急人材確保ｻﾎﾟｰﾄ事業基金事業収益 0 0 333,649,432 0 333,649,432 0 0 0 0 0 333,649,432

エンゲージメント向上に向けた職場環境づく り推進事業基金事業収益 0 0 78,237,336 0 78,237,336 0 0 0 0 0 78,237,336

中小企業従業員融資における利子補給支払事業基金事業収益 0 0 0 0 0 0 880 880 0 0 880

雑収益 ［12,028,926] ［17,155,699] ［32,908,254] ［96] ［62,092,975] ［985,200] ［0] ［985,200] 803,068 [△ 60,037,538] ［3,843,705]

雑収益 12,028,926 17,155,699 32,908,254 96 62,092,975 985,200 0 985,200 803,068 △ 60,037,538 3,843,705

経常収益計 2,115,646,064 12,049,884,010 2,169,736,353 382,640 16,335,649,067 48,106,450 880 48,107,330 21,684,420 △ 60,037,538 16,345,403,279

（２）経常費用

事業費 ［2,115,722,980] ［12,055,542,858] ［2,175,329,582] ［0] ［16,346,595,420] ［26,805,534] ［880] ［26,806,414] ［0] [△ 60,037,538] ［16,313,364,296]

役員報酬 3,900,863 5,201,147 2,600,567 0 11,702,577 0 0 0 0 11,702,577

職員給料 56,981,927 310,618,576 143,281,936 0 510,882,439 964,000 0 964,000 0 0 511,846,439

諸手当 18,392,051 96,323,202 52,104,717 0 166,819,970 629,812 0 629,812 0 0 167,449,782

法定福利費 30,804,305 163,958,250 83,792,641 0 278,555,196 1,852,486 0 1,852,486 0 0 280,407,682

退職給付費用 6,515,607 28,234,296 9,990,597 0 44,740,500 0 0 0 0 0 44,740,500

嘱託員等報酬 52,926,801 382,604,401 212,635,430 0 648,166,632 9,903,680 0 9,903,680 0 0 658,070,312

臨時雇賃金 1,385,934,936 14,066,048 695,802 0 1,400,696,786 3,724,461 0 3,724,461 0 0 1,404,421,247

福利厚生費 1,210,022 7,897,483 3,470,962 0 12,578,467 177,870 0 177,870 0 0 12,756,337

超過勤務手当 8,819,216 57,306,668 22,234,987 0 88,360,871 106,972 0 106,972 0 0 88,467,843

旅費交通費 3,668,445 4,299,713 462,418 0 8,430,576 20,337 0 20,337 0 0 8,450,913

諸謝金 44,803,550 111,693,080 6,777,580 0 163,274,210 59,400 0 59,400 0 0 163,333,610

消耗品費 6,836,052 34,167,866 8,383,235 0 49,387,153 548,904 0 548,904 0 0 49,936,057

会議費 1,500 31,288 4,717 0 37,505 0 0 0 0 0 37,505

印刷製本費 11,491,443 21,613,026 7,190,404 0 40,294,873 1,314,876 0 1,314,876 0 0 41,609,749

修繕費 32,780 460,728 35,112 0 528,620 0 0 0 0 0 528,620

通信運搬費 3,229,498 21,503,713 6,583,831 0 31,317,042 922,759 0 922,759 0 0 32,239,801

手数料 10,341,898 22,707,935 10,507,273 0 43,557,106 191,223 880 192,103 0 0 43,749,209

光熱水料費 0 91,502,509 2,708,124 0 94,210,633 0 0 0 0 0 94,210,633

委託費 282,166,112 10,118,397,147 1,355,082,588 0 11,755,645,847 1,496,107 0 1,496,107 0 0 11,757,141,954

賃借料 10,169,207 324,704,530 173,047,861 0 507,921,598 595,272 0 595,272 0 0 508,516,870

工事費 24,585 17,919,809 2,096,050 0 20,040,444 0 0 0 0 0 20,040,444

消耗什器備品費 0 1,079,829 0 0 1,079,829 0 0 0 0 0 1,079,829

支払助成金 15,895,040 30,655,000 0 0 46,550,040 0 0 0 0 0 46,550,040

支払負担金 2,057,364 8,848,694 6,399,988 0 17,306,046 369,258 0 369,258 0 0 17,675,304

租税公課 144,865,454 86,498,344 32,394,192 0 263,757,990 3,698,662 0 3,698,662 0 △ 60,037,538 207,419,114

支払利息 199,607 4,103,065 497,031 0 4,799,703 1,395 0 1,395 0 0 4,801,098

雑費 4,597 46,718 547,457 0 598,772 0 0 0 0 0 598,772

減価償却費 2,334,120 23,921,793 4,136,082 0 30,391,995 43,060 0 43,060 0 0 30,435,055

賞与引当金繰入額 12,116,000 65,178,000 27,668,000 0 104,962,000 185,000 0 185,000 0 0 105,147,000

管理費 ［0] ［0] ［0] ［0] ［0] ［0] ［0] ［0] ［22,742,998] ［0] ［22,742,998]

役員報酬 0 0 0 0 0 0 0 0 1,525,283 0 1,525,283

法定福利費 0 0 0 0 0 0 0 0 8,174,743 0 8,174,743

福利厚生費 0 0 0 0 0 0 0 0 123,915 0 123,915

旅費交通費 0 0 0 0 0 0 0 0 62,257 0 62,257

諸謝金 0 0 0 0 0 0 0 0 1,845,840 0 1,845,840

消耗品費 0 0 0 0 0 0 0 0 199,958 0 199,958

会議費 0 0 0 0 0 0 0 0 1,944 0 1,944

印刷製本費 0 0 0 0 0 0 0 0 751,058 0 751,058

通信運搬費 0 0 0 0 0 0 0 0 670,873 0 670,873

手数料 0 0 0 0 0 0 0 0 768,315 0 768,315

委託費 0 0 0 0 0 0 0 0 2,899,218 0 2,899,218

賃借料 0 0 0 0 0 0 0 0 853,401 0 853,401

支払負担金 0 0 0 0 0 0 0 0 4,382,295 0 4,382,295

租税公課 0 0 0 0 0 0 0 0 141,806 0 141,806

支払利息 0 0 0 0 0 0 0 0 2,515 0 2,515

雑費 0 0 0 0 0 0 0 0 262,490 0 262,490

科        目 法人会計
内部取引
等消去

合計

収益事業等会計



公益目的事業会計

公１
ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ

事業等の事業

公２
雇用就業
支援事業

公３
雇用環境
整備事業

共通 小計
収１

損害保険
の代理業

他１
その他
の事業

小計
科        目 法人会計

内部取引
等消去

合計

収益事業等会計

減価償却費 0 0 0 0 0 0 0 0 77,087 0 77,087

経常費用計 2,115,722,980 12,055,542,858 2,175,329,582 0 16,346,595,420 26,805,534 880 26,806,414 22,742,998 △ 60,037,538 16,336,107,294

当期経常増減額 △ 76,916 △ 5,658,848 △ 5,593,229 382,640 △ 10,946,353 21,300,916 0 21,300,916 △ 1,058,578 0 9,295,985

２．経常外増減の部

（１）経常外収益

経常外収益計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（２）経常外費用

固定資産除却損 ［4] ［141,826] ［107,748] ［0] ［249,578] ［0] ［0] ［0] ［2] ［0] ［249,580]

建物附属設備除却損 0 141,824 107,748 0 249,572 0 0 0 0 0 249,572

什器備品除却損 4 2 0 0 6 0 0 0 2 0 8

経常外費用計 4 141,826 107,748 0 249,578 0 0 0 2 0 249,580

当期経常外増減額 △ 4 △ 141,826 △ 107,748 0 △ 249,578 0 0 0 △ 2 0 △ 249,580

他会計振替前当期一般正味財産増減額 △ 76,920 △ 5,800,674 △ 5,700,977 382,640 △ 11,195,931 21,300,916 0 21,300,916 △ 1,058,580 0 9,046,405

他会計振替額 [0] [0] [0] [10,631,925] ［10,631,925] [△ 11,690,505] [0] [△ 11,690,505] [1,058,580] [0] [0]

税引前当期一般正味財産増減額 △ 76,920 △ 5,800,674 △ 5,700,977 11,014,565 △ 564,006 9,610,411 0 9,610,411 0 0 9,046,405

法人税、住民税及び事業税等 ［0] ［0] ［0] ［0] ［0] ［2,734,200] ［0] 2,734,200 ［0] ［0] ［2,734,200]

当期一般正味財産増減額 △ 76,920 △ 5,800,674 △ 5,700,977 11,014,565 △ 564,006 6,876,211 0 6,876,211 0 0 6,312,205

一般正味財産期首残高 △ 65,495,242 97,965,347 0 97,965,347 1,367,475 0 33,837,580

一般正味財産期末残高 △ 66,059,248 104,841,558 0 104,841,558 1,367,475 0 40,149,785

Ⅱ 指定正味財産増減の部

基本財産運用益 ［51,028] ［0] ［0] ［41,278] ［92,306] ［0] ［0] ［0] ［11,409] ［0] ［103,715]

基本財産受取利息 51,028 0 0 41,278 92,306 0 0 0 11,409 0 103,715

特定資産運用益 ［66,776] ［289,360] ［0] ［102,388] ［458,524] ［0] ［0] ［0] ［0] ［0] ［458,524]

退職給付引当資産受取利息 66,776 289,360 0 102,388 458,524 0 0 0 0 0 458,524

受取補助金等 ［8,246,430] ［8,246,430] ［12,644,526] ［0] ［29,137,386] ［0] ［0] ［0] ［0] ［0] ［29,137,386]

受取都補助金 8,246,430 8,246,430 12,644,526 0 29,137,386 0 0 0 0 0 29,137,386

一般正味財産への振替額 [△ 8,360,340] [△ 8,535,790] [△ 12,746,914] [△ 38,128] [△ 29,681,172] ［0] ［0] ［0] [△ 10,538] ［0] [△ 29,691,710]

一般正味財産への振替額 (△ 8,360,340) (△ 8,535,790) (△ 12,746,914) (△ 38,128) (△ 29,681,172) 0 0 0 (△ 10,538) 0 (△ 29,691,710)

当期指定正味財産増減額 3,894 0 △ 102,388 105,538 7,044 0 0 0 871 0 7,915

指定正味財産期首残高 440,998,168 0 0 0 54,327,874 0 495,326,042

指定正味財産期末残高 441,005,212 0 0 0 54,328,745 0 495,333,957

Ⅲ 正味財産期末残高 374,945,964 104,841,558 0 104,841,558 55,696,220 0 535,483,742



正味財産増減計算書

令和5年 4月 1日から令和6年 3月31日まで

（単位：円）

科        目 当年度 前年度 増減

Ⅰ 一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

基本財産運用益 [974,798] [961,164] [13,634]

基本財産受取利息 974,798 961,164 13,634

特定資産運用益 [238,225] [473,724] [△ 235,499]

退職給付引当資産受取利息 238,225 473,724 △ 235,499

シルバー人材センター事業基金資産受取利息 0 0 0

受取補助金等 [1,541,909,878] [1,261,826,438] [280,083,440]

受取国庫補助金 22,024,000 23,405,000 △ 1,381,000

受取都補助金 1,489,168,194 1,207,719,052 281,449,142

受取民間補助金 1,566,000 1,565,000 1,000

受取補助金等振替額 29,151,684 29,137,386 14,298

事業収益 [8,005,612,811] [7,850,561,039] [155,051,772]

シルバー派遣事業収益 1,729,073,520 1,781,144,389 △ 52,070,869

高齢者活躍人材確保育成事業収益 31,562,807 30,177,748 1,385,059

広域提案事業収益 26,922,257 28,689,778 △ 1,767,521

シェアオフィス運営事業収益 7,742,244 3,651,670 4,090,574

障害者委託訓練事業受託収益 118,774,569 114,748,620 4,025,949

中小企業障害者雇用応援連携事業受託収益 52,384,445 39,677,877 12,706,568

しごとセンター等受託事業収益 5,400,682,718 5,248,898,949 151,783,769

デジタル人材確保・就職促進事業受託収益 165,170,951 166,765,529 △ 1,594,578

感染症・ウクライナ情勢に伴う離職者等への人材マッチング支援事業受託収益 0 73,353,249 △ 73,353,249

ものづくり産業人材確保支援事業受託収益 192,906,303 182,807,465 10,098,838

脱炭素社会の実現に向けた人材確保・就職促進事業受託収益 61,086,080 60,776,778 309,302

観光関連産業の需要回復に向けた人材確保支援事業受託収益 0 49,860,499 △ 49,860,499

新たな時代のニーズに対応するためのシニアの再活躍応援講座受託収益 94,814,888 0 94,814,888

観光関連産業等の人材確保をサポートするイベント受託収益 75,025,830 0 75,025,830

人材確保・就職促進緊急対策事業受託収益 0 0 0

企業による保育施設設置支援事業受託収益 0 22,887,238 △ 22,887,238

シルバー保険事業収益 49,466,199 47,121,250 2,344,949

基金事業収益 [6,453,583,592] [7,227,737,209] [△ 774,153,617]

職場内障害者サポーター事業基金事業収益 71,242,016 69,046,641 2,195,375

緊急就職支援事業基金事業収益 220 219 1

若者正社員チャレンジ事業基金事業収益 378,202,114 372,677,701 5,524,413

東京しごと塾事業基金事業収益 171,991,659 171,831,995 159,664

ミドルチャレンジ事業基金事業収益 137,397,432 137,171,437 225,995

就職チャレンジ多摩事業基金事業収益 298,953,678 158,517,959 140,435,719

雇用創出・安定化支援事業基金事業収益 2,590,014,478 4,010,262,917 △ 1,420,248,439

成長産業人材雇用支援事業基金事業収益 614,719,478 0 614,719,478

成長産業分野キャリア形成支援事業基金事業収益 398,988,260 429,196,900 △ 30,208,640

ひとり親向けオンライン訓練・就活支援事業基金事業収益 298,234,198 216,257,411 81,976,787

女性向けキャリアチェンジ支援事業基金事業収益 187,463,131 0 187,463,131

ソーシャルファーム支援事業基金事業収益 42,366,604 69,542,781 △ 27,176,177

キャリアリスタート支援事業基金事業収益 8,800,889 0 8,800,889

業界別人材確保支援事業基金事業収益 9,263 36,331,971 △ 36,322,708

業界別人材確保オーダーメイド型支援事業基金事業収益 158,124,499 59,514,572 98,609,927

業界別人材確保強化緊急支援事業基金事業収益 0 0 0

働き方改革支援事業基金事業収益 0 8,328,059 △ 8,328,059

働く女性応援事業基金事業収益 7,370,826 5,472,205 1,898,621

テレワーク促進事業基金事業収益 58,518,441 94,731,444 △ 36,213,003

サテライトオフィス設置等補助事業基金事業収益 5,331,940 4,990,444 341,496

テレワーク導入ハンズオン支援事業基金事業収益 15,944,725 17,016,750 △ 1,072,025

中小企業人材確保総合サポート事業基金事業収益 284,247,115 278,297,043 5,950,072

企業主導型保育施設設置促進事業基金事業収益 0 145,714 △ 145,714



科        目 当年度 前年度 増減

働くパパママ育業取得応援事業基金事業収益 91,705,412 59,428,840 32,276,572

介護休業取得応援事業基金事業収益 6,927,574 9,406,820 △ 2,479,246

テレワーク定着トライアル緊急支援事業基金事業収益 46,538,439 374,002,129 △ 327,463,690

小規模テレワークコーナー設置促進事業基金事業収益 26,123,757 33,368,634 △ 7,244,877

テレワーク定着促進フォローアップ事業基金事業収益 30,349,471 0 30,349,471

妊娠中の女性労働者に係る母性健康管理措置促進事業基金事業収益 22,887 2,680,161 △ 2,657,274

雇用創出・安定化支援に係る採用・定着促進事業基金事業収益 0 15,750,679 △ 15,750,679

新型コロナウイルス感染症緊急対策事業基金事業収益 84,574,896 133,899,873 △ 49,324,977

中小企業人材確保のための奨学金返還支援事業基金事業収益 75,253,819 47,978,262 27,275,557

エッセンシャルワーカーに係る緊急人材確保サポート事業基金事業収益 374,923 333,649,432 △ 333,274,509

エンゲージメント向上に向けた職場環境づくり推進事業基金事業収益 237,833,866 78,237,336 159,596,530

DX・GX時代を担う専門・中核人材戦略センター事業基金事業収益 37,457,457 0 37,457,457

ES(社員満足度)向上による若手人材確保・定着事業基金事業収益 35,889,861 0 35,889,861

中小企業人材スキルアップ支援事業基金事業収益 47,343,842 0 47,343,842

育業中スキルアップ支援事業基金事業収益 5,265,542 0 5,265,542

中小企業従業員融資における利子補給支払事業基金事業収益 880 880 0

雑収益 [3,526,197] [3,843,705] [△ 317,508]

雑収益 3,526,197 3,843,705 △ 317,508

経常収益計 16,005,845,501 16,345,403,279 △ 339,557,778

（２）経常費用

事業費 [15,969,474,707] [16,313,364,296] [△ 343,889,589]

役員報酬 11,789,552 11,702,577 86,975

職員給料 570,529,730 511,846,439 58,683,291

諸手当 186,909,085 167,449,782 19,459,303

法定福利費 304,392,264 280,407,682 23,984,582

退職給付費用 55,786,438 44,740,500 11,045,938

嘱託員等報酬 674,210,259 658,070,312 16,139,947

臨時雇賃金 1,364,012,834 1,404,421,247 △ 40,408,413

福利厚生費 13,425,852 12,756,337 669,515

超過勤務手当 89,521,149 88,467,843 1,053,306

旅費交通費 8,979,435 8,450,913 528,522

諸謝金 155,970,445 163,333,610 △ 7,363,165

消耗品費 58,333,760 49,936,057 8,397,703

会議費 79,315 37,505 41,810

印刷製本費 48,912,362 41,609,749 7,302,613

修繕費 54,131 528,620 △ 474,489

通信運搬費 35,641,241 32,239,801 3,401,440

手数料 58,200,084 43,749,209 14,450,875

光熱水料費 66,320,147 94,210,633 △ 27,890,486

委託費 11,165,578,065 11,757,141,954 △ 591,563,889

賃借料 602,837,101 508,516,870 94,320,231

工事費 10,979,870 20,040,444 △ 9,060,574

消耗什器備品費 586,300 1,079,829 △ 493,529

支払助成金 38,663,920 46,550,040 △ 7,886,120

支払負担金 18,123,141 17,675,304 447,837

租税公課 269,234,526 207,419,114 61,815,412

支払利息 4,313,889 4,801,098 △ 487,209

雑費 20,000 598,772 △ 578,772

減価償却費 35,442,812 30,435,055 5,007,757

賞与引当金繰入額 120,627,000 105,147,000 15,480,000

管理費 [29,601,027] [22,742,998] [6,858,029]

役員報酬 1,609,948 1,525,283 84,665

法定福利費 7,793,894 8,174,743 △ 380,849

福利厚生費 129,360 123,915 5,445

超過勤務手当 5,260,187 0 5,260,187

旅費交通費 87,129 62,257 24,872

諸謝金 1,788,840 1,845,840 △ 57,000

消耗品費 113,490 199,958 △ 86,468

会議費 0 1,944 △ 1,944

印刷製本費 740,586 751,058 △ 10,472

通信運搬費 1,016,214 670,873 345,341



科        目 当年度 前年度 増減

手数料 1,579,117 768,315 810,802

委託費 3,217,663 2,899,218 318,445

賃借料 571,780 853,401 △ 281,621

支払負担金 5,323,610 4,382,295 941,315

租税公課 50,524 141,806 △ 91,282

支払利息 2,283 2,515 △ 232

雑費 226,818 262,490 △ 35,672

減価償却費 89,584 77,087 12,497

経常費用計 15,999,075,734 16,336,107,294 △ 337,031,560

当期経常増減額 6,769,767 9,295,985 △ 2,526,218

２．経常外増減の部

（１）経常外収益

固定資産受贈益 [7,150,000] [0] [7,150,000]

什器備品受贈益 7,150,000 0 7,150,000

経常外収益計 7,150,000 0 7,150,000

（２）経常外費用

固定資産除却損 [10] [249,580] [△ 249,570]

建物附属設備除却損 0 249,572 △ 249,572

什器備品除却損 10 8 2

経常外費用計 10 249,580 △ 249,570

当期経常外増減額 7,149,990 △ 249,580 7,399,570

税引前当期一般正味財産増減額 13,919,757 9,046,405 4,873,352

法人税、住民税及び事業税等 ［2,719,000] ［2,734,200] [△ 15,200]

当期一般正味財産増減額 11,200,757 6,312,205 4,888,552

一般正味財産期首残高 40,149,785 33,837,580 6,312,205

一般正味財産期末残高 51,350,542 40,149,785 11,200,757

Ⅱ 指定正味財産増減の部

基本財産運用益 [103,724] [103,715] [9]

基本財産受取利息 103,724 103,715 9

特定資産運用益 [222,985] [458,524] [△ 235,539]

退職給付引当資産受取利息 222,985 458,524 △ 235,539

受取補助金等 [29,151,684] [29,137,386] [14,298]

受取都補助金 29,151,684 29,137,386 14,298

一般正味財産への振替額 [△ 29,470,478] [△ 29,691,710] [221,232]

一般正味財産への振替額 (△ 29,470,478) (△ 29,691,710) (221,232)

当期指定正味財産増減額 7,915 7,915 0

指定正味財産期首残高 495,333,957 495,326,042 7,915

指定正味財産期末残高 495,341,872 495,333,957 7,915

Ⅲ 正味財産期末残高 546,692,414 535,483,742 11,208,672



正味財産増減計算書内訳表

令和5年 4月 1日から令和6年 3月31日まで

（単位：円）

公益目的事業会計

公１
ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ

事業等の事業

公２
雇用就業
支援事業

公３
雇用環境
整備事業

共通 小計
収１

損害保険
の代理業

他１
その他
の事業

小計

Ⅰ 一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

基本財産運用益 ［479,596] ［0] ［0] ［387,972] ［867,568] ［0] ［0] ［0] ［107,230] ［0] ［974,798]

基本財産受取利息 479,596 0 0 387,972 867,568 0 0 0 107,230 0 974,798

特定資産運用益 ［22,852] ［146,169] ［69,204] ［0] ［238,225] ［0] ［0] ［0] ［0] ［0] ［238,225]

退職給付引当資産受取利息 22,852 146,169 69,204 0 238,225 0 0 0 0 0 238,225

受取補助金等 ［284,094,899] ［475,099,301] ［754,193,421] ［0] ［1,513,387,621] ［0] ［0] ［0] ［28,522,257] ［0] ［1,541,909,878]

受取国庫補助金 22,024,000 0 0 0 22,024,000 0 0 0 0 0 22,024,000

受取都補助金 255,414,923 467,232,973 737,998,041 0 1,460,645,937 0 0 0 28,522,257 0 1,489,168,194

受取民間補助金 1,566,000 0 0 0 1,566,000 0 0 0 0 0 1,566,000

受取補助金等振替額 5,089,976 7,866,328 16,195,380 0 29,151,684 0 0 0 0 0 29,151,684

事業収益 ［1,787,558,584] ［6,160,845,784] ［7,742,244] ［0] ［7,956,146,612] ［49,466,199] ［0] ［49,466,199] ［0] ［0] ［8,005,612,811]

シルバー派遣事業収益 1,729,073,520 0 0 0 1,729,073,520 0 0 0 0 0 1,729,073,520

高齢者活躍人材確保育成事業収益 31,562,807 0 0 0 31,562,807 0 0 0 0 0 31,562,807

広域提案事業収益 26,922,257 0 0 0 26,922,257 0 0 0 0 0 26,922,257

シェアオフィス運営事業収益 0 0 7,742,244 0 7,742,244 0 0 0 0 0 7,742,244

障害者委託訓練事業受託収益 0 118,774,569 0 0 118,774,569 0 0 0 0 0 118,774,569

中小企業障害者雇用応援連携事業受託収益 0 52,384,445 0 0 52,384,445 0 0 0 0 0 52,384,445

しごとセンター等受託事業収益 0 5,400,682,718 0 0 5,400,682,718 0 0 0 0 0 5,400,682,718

デジタル人材確保・就職促進事業受託収益 0 165,170,951 0 0 165,170,951 0 0 0 0 0 165,170,951

感染症・ウクライナ情勢に伴う離職者等への人材マッチング支援事業受託収益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ものづくり産業人材確保支援事業受託収益 0 192,906,303 0 0 192,906,303 0 0 0 0 0 192,906,303

脱炭素社会の実現に向けた人材確保・就職促進事業受託収益 0 61,086,080 0 0 61,086,080 0 0 0 0 0 61,086,080

観光関連産業の需要回復に向けた人材確保支援事業受託収益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

新たな時代のニーズに対応するためのシニアの再活躍応援講座受託収益 0 94,814,888 0 0 94,814,888 0 0 0 0 0 94,814,888

観光関連産業等の人材確保をサポートするイベント受託収益 0 75,025,830 0 0 75,025,830 0 0 0 0 0 75,025,830

人材確保・就職促進緊急対策事業受託収益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

企業による保育施設設置支援事業受託収益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

シルバー保険事業収益 0 0 0 0 0 49,466,199 0 49,466,199 0 0 49,466,199

基金事業収益 ［0] ［5,198,374,157] ［1,255,208,555] ［0] ［6,453,582,712] ［0] ［880] ［880] ［0] ［0] ［6,453,583,592]

職場内障害者サポーター事業基金事業収益 0 71,242,016 0 0 71,242,016 0 0 0 0 0 71,242,016

緊急就職支援事業基金事業収益 0 220 0 0 220 0 0 0 0 0 220

若者正社員チャレンジ事業基金事業収益 0 378,202,114 0 0 378,202,114 0 0 0 0 0 378,202,114

東京しごと塾事業基金事業収益 0 171,991,659 0 0 171,991,659 0 0 0 0 0 171,991,659

ミドルチャレンジ事業基金事業収益 0 137,397,432 0 0 137,397,432 0 0 0 0 0 137,397,432

就職チャレンジ多摩事業基金事業収益 0 298,953,678 0 0 298,953,678 0 0 0 0 0 298,953,678

雇用創出・安定化支援事業基金事業収益 0 2,590,014,478 0 0 2,590,014,478 0 0 0 0 0 2,590,014,478

成長産業人材雇用支援事業基金事業収益 0 614,719,478 0 0 614,719,478 0 0 0 0 0 614,719,478

成長産業分野キャリア形成支援事業基金事業収益 0 398,988,260 0 0 398,988,260 0 0 0 0 0 398,988,260

ひとり親向けオンライン訓練・就活支援事業基金事業収益 0 298,234,198 0 0 298,234,198 0 0 0 0 0 298,234,198

女性向けキャリアチェンジ支援事業基金事業収益 0 187,463,131 0 0 187,463,131 0 0 0 0 0 187,463,131

ソーシャルファーム支援事業基金事業収益 0 42,366,604 0 0 42,366,604 0 0 0 0 0 42,366,604

キャリアリスタート支援事業基金事業収益 0 8,800,889 0 0 8,800,889 0 0 0 0 0 8,800,889

業界別人材確保支援事業基金事業収益 0 0 9,263 0 9,263 0 0 0 0 0 9,263

業界別人材確保オーダーメイド型支援事業基金事業収益 0 0 158,124,499 0 158,124,499 0 0 0 0 0 158,124,499

業界別人材確保強化緊急支援事業基金事業収益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

働き方改革支援事業基金事業収益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

働く女性応援事業基金事業収益 0 0 7,370,826 0 7,370,826 0 0 0 0 0 7,370,826

テレワーク促進事業基金事業収益 0 0 58,518,441 0 58,518,441 0 0 0 0 0 58,518,441

サテライトオフィス設置等補助事業基金事業収益 0 0 5,331,940 0 5,331,940 0 0 0 0 0 5,331,940

テレワーク導入ハンズオン支援事業基金事業収益 0 0 15,944,725 0 15,944,725 0 0 0 0 0 15,944,725

中小企業人材確保総合サポート事業基金事業収益 0 0 284,247,115 0 284,247,115 0 0 0 0 0 284,247,115

企業主導型保育施設設置促進事業基金事業収益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

働くパパママ育業取得応援事業基金事業収益 0 0 91,705,412 0 91,705,412 0 0 0 0 0 91,705,412

介護休業取得応援事業基金事業収益 0 0 6,927,574 0 6,927,574 0 0 0 0 0 6,927,574

テレワーク定着トライアル緊急支援事業基金事業収益 0 0 46,538,439 0 46,538,439 0 0 0 0 0 46,538,439

小規模テレワークコーナー設置促進事業基金事業収益 0 0 26,123,757 0 26,123,757 0 0 0 0 0 26,123,757

テレワーク定着促進フォローアップ事業基金事業収益 0 0 30,349,471 0 30,349,471 0 0 0 0 0 30,349,471

妊娠中の女性労働者に係る母性健康管理措置促進事業基金事業収益 0 0 22,887 0 22,887 0 0 0 0 0 22,887

雇用創出・安定化支援に係る採用・定着促進事業基金事業収益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

新型コロナウイルス感染症緊急対策事業基金事業収益 0 0 84,574,896 0 84,574,896 0 0 0 0 0 84,574,896

中小企業人材確保のための奨学金返還支援事業基金事業収益 0 0 75,253,819 0 75,253,819 0 0 0 0 0 75,253,819

エッセンシャルワーカーに係る緊急人材確保サポート事業基金事業収益 0 0 374,923 0 374,923 0 0 0 0 0 374,923

エンゲージメント向上に向けた職場環境づくり推進事業基金事業収益 0 0 237,833,866 0 237,833,866 0 0 0 0 0 237,833,866

DX・GX時代を担う専門・中核人材戦略センター事業基金事業収益 0 0 37,457,457 0 37,457,457 0 0 0 0 0 37,457,457

ES(社員満足度)向上による若手人材確保・定着事業基金事業収益 0 0 35,889,861 0 35,889,861 0 0 0 0 0 35,889,861

中小企業人材スキルアップ支援事業基金事業収益 0 0 47,343,842 0 47,343,842 0 0 0 0 0 47,343,842

育業中スキルアップ支援事業基金事業収益 0 0 5,265,542 0 5,265,542 0 0 0 0 0 5,265,542

中小企業従業員融資における利子補給支払事業基金事業収益 0 0 0 0 0 0 880 880 0 0 880

雑収益 ［3,257,997] ［0] ［0] ［0] ［3,257,997] ［268,200] ［0] ［268,200] 0 0 ［3,526,197]

雑収益 3,257,997 0 0 0 3,257,997 268,200 0 268,200 0 0 3,526,197

経常収益計 2,075,413,928 11,834,465,411 2,017,213,424 387,972 15,927,480,735 49,734,399 880 49,735,279 28,629,487 0 16,005,845,501

（２）経常費用

事業費 ［2,075,507,543] ［11,844,891,724] ［2,020,347,069] ［0] ［15,940,746,336] ［28,727,491] ［880] ［28,728,371] ［0] 0 ［15,969,474,707]

役員報酬 3,929,843 5,239,802 2,619,907 0 11,789,552 0 0 0 0 11,789,552

職員給料 54,077,392 326,602,026 188,842,312 0 569,521,730 1,008,000 0 1,008,000 0 0 570,529,730

諸手当 17,887,625 101,802,867 66,554,869 0 186,245,361 663,724 0 663,724 0 0 186,909,085

法定福利費 30,702,157 170,603,595 101,123,889 0 302,429,641 1,962,623 0 1,962,623 0 0 304,392,264

退職給付費用 5,113,757 34,401,637 16,271,044 0 55,786,438 0 0 0 0 0 55,786,438

嘱託員等報酬 52,888,113 385,955,757 225,451,849 0 664,295,719 9,914,540 0 9,914,540 0 0 674,210,259

臨時雇賃金 1,343,729,204 14,893,414 1,337,944 0 1,359,960,562 4,052,272 0 4,052,272 0 0 1,364,012,834

福利厚生費 1,237,764 7,803,348 4,231,345 0 13,272,457 153,395 0 153,395 0 0 13,425,852

超過勤務手当 7,220,609 44,358,864 37,917,816 0 89,497,289 23,860 0 23,860 0 0 89,521,149

旅費交通費 3,584,995 4,454,436 908,400 0 8,947,831 31,604 0 31,604 0 0 8,979,435

諸謝金 42,947,430 98,016,935 14,946,680 0 155,911,045 59,400 0 59,400 0 0 155,970,445

消耗品費 5,376,111 36,837,787 14,728,460 0 56,942,358 1,391,402 0 1,391,402 0 0 58,333,760

会議費 1,500 71,031 6,784 0 79,315 0 0 0 0 0 79,315

印刷製本費 12,781,999 27,869,993 6,613,190 0 47,265,182 1,647,180 0 1,647,180 0 0 48,912,362

修繕費 0 7,578 46,553 0 54,131 0 0 0 0 0 54,131

通信運搬費 3,317,243 23,441,756 8,263,785 0 35,022,784 618,457 0 618,457 0 0 35,641,241

手数料 10,288,006 23,447,004 24,283,886 0 58,018,896 180,308 880 181,188 0 0 58,200,084

光熱水料費 0 64,058,146 2,262,001 0 66,320,147 0 0 0 0 0 66,320,147

委託費 306,222,497 9,885,394,891 972,372,614 0 11,163,990,002 1,588,063 0 1,588,063 0 0 11,165,578,065

賃借料 9,297,568 346,585,676 245,916,560 0 601,799,804 1,037,297 0 1,037,297 0 0 602,837,101

工事費 19,140 4,784,340 6,176,390 0 10,979,870 0 0 0 0 0 10,979,870

消耗什器備品費 0 586,300 0 0 586,300 0 0 0 0 0 586,300

支払助成金 8,433,920 30,230,000 0 0 38,663,920 0 0 0 0 0 38,663,920

支払負担金 2,174,275 9,192,509 6,390,739 0 17,757,523 365,618 0 365,618 0 0 18,123,141

租税公課 139,003,716 93,622,336 32,817,144 0 265,443,196 3,791,330 0 3,791,330 0 0 269,234,526

支払利息 89,567 3,730,254 492,876 0 4,312,697 1,192 0 1,192 0 0 4,313,889

雑費 0 20,000 0 0 20,000 0 0 0 0 0 20,000

減価償却費 2,274,112 27,582,442 5,539,032 0 35,395,586 47,226 0 47,226 0 0 35,442,812

賞与引当金繰入額 12,909,000 73,297,000 34,231,000 0 120,437,000 190,000 0 190,000 0 0 120,627,000

科        目 法人会計
内部取引
等消去 合計

収益事業等会計



公益目的事業会計

公１
ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ

事業等の事業

公２
雇用就業
支援事業

公３
雇用環境
整備事業

共通 小計
収１

損害保険
の代理業

他１
その他
の事業

小計
科        目 法人会計

内部取引
等消去 合計

収益事業等会計

管理費 ［0] ［0] ［0] ［0] ［0] ［0] ［0] ［0] ［29,601,027] ［0] ［29,601,027]

役員報酬 0 0 0 0 0 0 0 0 1,609,948 0 1,609,948

法定福利費 0 0 0 0 0 0 0 0 7,793,894 0 7,793,894

福利厚生費 0 0 0 0 0 0 0 0 129,360 0 129,360

超過勤務手当 0 0 0 0 0 0 0 0 5,260,187 0 5,260,187

旅費交通費 0 0 0 0 0 0 0 0 87,129 0 87,129

諸謝金 0 0 0 0 0 0 0 0 1,788,840 0 1,788,840

消耗品費 0 0 0 0 0 0 0 0 113,490 0 113,490

会議費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

印刷製本費 0 0 0 0 0 0 0 0 740,586 0 740,586

通信運搬費 0 0 0 0 0 0 0 0 1,016,214 0 1,016,214

手数料 0 0 0 0 0 0 0 0 1,579,117 0 1,579,117

委託費 0 0 0 0 0 0 0 0 3,217,663 0 3,217,663

賃借料 0 0 0 0 0 0 0 0 571,780 0 571,780

支払負担金 0 0 0 0 0 0 0 0 5,323,610 0 5,323,610

租税公課 0 0 0 0 0 0 0 0 50,524 0 50,524

支払利息 0 0 0 0 0 0 0 0 2,283 0 2,283

雑費 0 0 0 0 0 0 0 0 226,818 0 226,818

減価償却費 0 0 0 0 0 0 0 0 89,584 0 89,584

経常費用計 2,075,507,543 11,844,891,724 2,020,347,069 0 15,940,746,336 28,727,491 880 28,728,371 29,601,027 0 15,999,075,734

当期経常増減額 △ 93,615 △ 10,426,313 △ 3,133,645 387,972 △ 13,265,601 21,006,908 0 21,006,908 △ 971,540 0 6,769,767

２．経常外増減の部

（１）経常外収益

固定資産受贈益 ［0] ［7,150,000] ［0] ［0] ［7,150,000] ［0] ［0] ［0] ［0] ［0] ［7,150,000]

什器備品受贈益 0 7,150,000 0 0 7,150,000 0 0 0 0 0 7,150,000

経常外収益計 0 7,150,000 0 0 7,150,000 0 0 0 0 0 7,150,000

（２）経常外費用

固定資産除却損 ［1] ［1] ［0] ［0] ［2] ［0] ［0] ［0] ［8] ［0] ［10]

什器備品除却損 1 1 0 0 2 0 0 0 8 0 10

経常外費用計 1 1 0 0 2 0 0 0 8 0 10

当期経常外増減額 △ 1 7,149,999 0 0 7,149,998 0 0 0 △ 8 0 7,149,990

他会計振替前当期一般正味財産増減額 △ 93,616 △ 3,276,314 △ 3,133,645 387,972 △ 6,115,603 21,006,908 0 21,006,908 △ 971,548 0 13,919,757

他会計振替額 [0] [0] [0] [10,476,829] ［10,476,829] [△ 11,448,377] [0] [△ 11,448,377] [971,548] [0] [0]

税引前当期一般正味財産増減額 △ 93,616 △ 3,276,314 △ 3,133,645 10,864,801 4,361,226 9,558,531 0 9,558,531 0 0 13,919,757

法人税、住民税及び事業税等 ［0] ［0] ［0] ［0] ［0] ［2,719,000] ［0] 2,719,000 ［0] ［0] ［2,719,000]

当期一般正味財産増減額 △ 93,616 △ 3,276,314 △ 3,133,645 10,864,801 4,361,226 6,839,531 0 6,839,531 0 0 11,200,757

一般正味財産期首残高 △ 66,059,248 104,841,558 0 104,841,558 1,367,475 0 40,149,785

一般正味財産期末残高 △ 61,698,022 111,681,089 0 111,681,089 1,367,475 0 51,350,542

Ⅱ 指定正味財産増減の部

基本財産運用益 ［51,032] ［0] ［0] ［41,282] ［92,314] ［0] ［0] ［0] ［11,410] ［0] ［103,724]

基本財産受取利息 51,032 0 0 41,282 92,314 0 0 0 11,410 0 103,724

特定資産運用益 ［21,530] ［136,867] ［0] ［64,588] ［222,985] ［0] ［0] ［0] ［0] ［0] ［222,985]

退職給付引当資産受取利息 21,530 136,867 0 64,588 222,985 0 0 0 0 0 222,985

受取補助金等 ［5,089,976] ［7,866,328] ［16,195,380] ［0] ［29,151,684] ［0] ［0] ［0] ［0] ［0] ［29,151,684]

受取都補助金 5,089,976 7,866,328 16,195,380 0 29,151,684 0 0 0 0 0 29,151,684

一般正味財産への振替額 [△ 5,158,644] [△ 8,003,195] [△ 16,259,968] [△ 38,132] [△ 29,459,939] ［0] ［0] ［0] [△ 10,539] ［0] [△ 29,470,478]

一般正味財産への振替額 (△ 5,158,644) (△ 8,003,195) (△ 16,259,968) (△ 38,132) (△ 29,459,939) 0 0 0 (△ 10,539) 0 (△ 29,470,478)

当期指定正味財産増減額 3,894 0 △ 64,588 67,738 7,044 0 0 0 871 0 7,915

指定正味財産期首残高 441,005,212 0 0 0 54,328,745 0 495,333,957

指定正味財産期末残高 441,012,256 0 0 0 54,329,616 0 495,341,872

Ⅲ 正味財産期末残高 379,314,234 111,681,089 0 111,681,089 55,697,091 0 546,692,414



正味財産増減計算書

令和6年 4月 1日から令和7年 3月31日まで

（単位：円）

科        目 当年度 前年度 増減

Ⅰ 一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

基本財産運用益 [959,223] [974,798] [△ 15,575]

基本財産受取利息 959,223 974,798 △ 15,575

特定資産運用益 [145,019] [238,225] [△ 93,206]

退職給付引当資産受取利息 145,019 238,225 △ 93,206

受取補助金等 [2,200,391,255] [1,541,909,878] [658,481,377]

受取国庫補助金 22,268,000 22,024,000 244,000

受取都補助金 2,132,248,477 1,489,168,194 643,080,283

受取補助金等振替額 44,181,778 29,151,684 15,030,094

受取民間補助金 1,693,000 1,566,000 127,000

事業収益 [9,248,927,321] [8,005,612,811] [1,243,314,510]

シルバー派遣事業収益 2,082,855,056 1,729,073,520 353,781,536

高齢者活躍人材確保育成事業収益 34,297,190 31,562,807 2,734,383

広域提案事業収益 28,605,919 26,922,257 1,683,662

シェアオフィス運営事業収益 13,183,743 7,742,244 5,441,499

障害者委託訓練事業受託収益 109,277,097 118,774,569 △ 9,497,472

中小企業障害者雇用応援連携事業受託収益 53,685,840 52,384,445 1,301,395

しごとセンター等受託事業収益 5,403,758,884 5,400,682,718 3,076,166

デジタル人材確保・就職促進事業受託収益 179,799,180 165,170,951 14,628,229

ものづくり産業人材確保支援事業受託収益 190,092,927 192,906,303 △ 2,813,376

脱炭素社会の実現に向けた人材確保・就職促進事業受託収益 131,937,960 61,086,080 70,851,880

新たな時代のニーズに対応するためのシニアの再活躍応援講座受託収益 98,553,840 94,814,888 3,738,952

東京シニア雇用促進・トライアル65事業受託収益 358,095,980 0 358,095,980

東京セカンドキャリア塾事業受託収益 291,587,824 0 291,587,824

シニアプロフェッショナル人材再活躍支援事業受託収益 105,211,385 0 105,211,385

観光関連産業等の人材確保をサポートするイベント受託収益 0 75,025,830 △ 75,025,830

人材確保・就職促進緊急対策事業受託収益 60,620,340 0 60,620,340

奨学金返還支援企業とのマッチング促進事業受託収益 58,756,344 0 58,756,344

シルバー保険事業収益 48,607,812 49,466,199 △ 858,387

基金事業収益 [7,391,923,454] [6,453,583,592] [938,339,862]

職場内障害者サポーター事業基金事業収益 71,575,140 71,242,016 333,124

緊急就職支援事業基金事業収益 220 220 0

若者正社員チャレンジ事業基金事業収益 383,212,882 378,202,114 5,010,768

東京しごと塾事業基金事業収益 180,929,078 171,991,659 8,937,419

ミドルチャレンジ事業基金事業収益 137,413,659 137,397,432 16,227

就職チャレンジ多摩事業基金事業収益 299,931,406 298,953,678 977,728

雇用創出・安定化支援事業基金事業収益 0 2,590,014,478 △ 2,590,014,478

キャリアチェンジ再就職支援事業基金事業収益 2,566,042,538 0 2,566,042,538

成長産業人材雇用支援事業基金事業収益 710,815,520 614,719,478 96,096,042

成長産業分野キャリア形成支援事業基金事業収益 405,973,436 398,988,260 6,985,176

ひとり親向けオンライン訓練・就活支援事業基金事業収益 298,510,797 298,234,198 276,599

女性向けキャリアチェンジ支援事業基金事業収益 215,658,310 187,463,131 28,195,179

ソーシャルファーム支援事業基金事業収益 51,960,891 42,366,604 9,594,287

業界連携再就職支援事業基金事業収益 185,817,927 0 185,817,927

キャリアリスタート支援事業基金事業収益 8,201,830 8,800,889 △ 599,059

業界別人材確保支援事業基金事業収益 0 9,263 △ 9,263

業界別人材確保オーダーメイド型支援事業基金事業収益 277,490,552 158,124,499 119,366,053

業界別人材確保強化緊急支援事業基金事業収益 232,490 0 232,490

業界別人材確保強化事業基金事業収益 157,855,751 0 157,855,751

働く女性応援事業基金事業収益 6,259,391 7,370,826 △ 1,111,435

女性活躍の推進に向けた雇用環境整備促進事業基金事業収益 187,993,491 0 187,993,491

テレワーク促進事業基金事業収益 50,267,268 58,518,441 △ 8,251,173

テレワーク導入ハンズオン支援事業基金事業収益 19,033,527 15,944,725 3,088,802



科        目 当年度 前年度 増減

テレワーク定着トライアル緊急支援事業基金事業収益 1,726,911 46,538,439 △ 44,811,528

小規模テレワークコーナー設置促進事業基金事業収益 14,457,099 26,123,757 △ 11,666,658

テレワーク定着への課題解決アドバンス事業基金事業収益 31,638,192 0 31,638,192

テレワーク定着強化事業基金事業収益 37,362,177 30,349,471 7,012,706

育児・介護との両立のためのテレワーク導入促進事業基金事業収益 26,088,074 0 26,088,074

サテライトオフィス設置等補助事業基金事業収益 5,671,174 5,331,940 339,234

サテライトオフィス勤務応援事業基金事業収益 16,329,807 0 16,329,807

中小企業人材確保総合サポート事業基金事業収益 308,118,884 284,247,115 23,871,769

働くパパママ育業応援事業基金事業収益 93,311,364 91,705,412 1,605,952

介護休業取得応援事業基金事業収益 8,906,527 6,927,574 1,978,953

妊娠中の女性労働者に係る母性健康管理措置促進事業基金事業収益 0 22,887 △ 22,887

新型コロナウイルス感染症緊急対策事業基金事業収益 0 84,574,896 △ 84,574,896

中小企業人材確保のための奨学金返還支援事業基金事業収益 71,007,765 75,253,819 △ 4,246,054

エッセンシャルワーカーに係る緊急人材確保サポート事業基金事業収益 0 374,923 △ 374,923

エンゲージメント向上に向けた職場環境づくり推進事業基金事業収益 313,644,173 237,833,866 75,810,307

DX・GX時代を担う専門・中核人材戦略センター事業基金事業収益 49,520,011 37,457,457 12,062,554

ES(社員満足度)向上による若手人材確保・定着事業基金事業収益 53,762,812 35,889,861 17,872,951

中小企業人材スキルアップ支援事業基金事業収益 47,021,428 47,343,842 △ 322,414

育業中スキルアップ支援事業基金事業収益 6,356,668 5,265,542 1,091,126

雇用関連諸制度に関する課題解決促進事業基金事業収益 91,823,404 0 91,823,404

中小企業従業員融資における利子補給支払事業基金事業収益 880 880 0

会費収益 [1,075,000] [0] [1,075,000]

賛助会員受取会費 1,075,000 0 1,075,000

雑収益 [4,214,851] [3,526,197] [688,654]

雑収益 4,214,851 3,526,197 688,654

経常収益計 18,847,636,123 16,005,845,501 2,841,790,622

（２）経常費用

事業費 [18,829,551,558] [15,969,474,707] [2,860,076,851]

役員報酬 12,074,544 11,789,552 284,992

職員給料 676,584,298 570,529,730 106,054,568

諸手当 235,648,017 186,909,085 48,738,932

法定福利費 346,686,306 304,392,264 42,294,042

退職給付費用 75,262,477 55,786,438 19,476,039

嘱託員等報酬 756,520,800 674,210,259 82,310,541

臨時雇賃金 1,639,583,314 1,364,012,834 275,570,480

福利厚生費 15,331,151 13,425,852 1,905,299

超過勤務手当 111,761,356 89,521,149 22,240,207

旅費交通費 8,731,966 8,979,435 △ 247,469

諸謝金 152,359,350 155,970,445 △ 3,611,095

消耗品費 80,588,312 58,333,760 22,254,552

会議費 85,482 79,315 6,167

印刷製本費 56,511,399 48,912,362 7,599,037

修繕費 1,239,172 54,131 1,185,041

通信運搬費 36,262,275 35,641,241 621,034

手数料 73,640,149 58,200,084 15,440,065

光熱水料費 61,837,362 66,320,147 △ 4,482,785

委託費 13,119,067,754 11,165,578,065 1,953,489,689

賃借料 514,730,625 602,837,101 △ 88,106,476

工事費 282,003,016 10,979,870 271,023,146

消耗什器備品費 1,472,240 586,300 885,940

支払助成金 22,906,773 38,663,920 △ 15,757,147

支払負担金 23,620,172 18,123,141 5,497,031

租税公課 302,926,442 269,234,526 33,691,916

支払利息 3,943,589 4,313,889 △ 370,300

雑費 96,874 20,000 76,874

減価償却費 40,226,343 35,442,812 4,783,531

賞与引当金繰入額 177,850,000 120,627,000 57,223,000



科        目 当年度 前年度 増減

管理費 [26,569,752] [29,601,027] [△ 3,031,275]

役員報酬 1,521,596 1,609,948 △ 88,352

法定福利費 7,715,445 7,793,894 △ 78,449

福利厚生費 132,275 129,360 2,915

超過勤務手当 24,177 5,260,187 △ 5,236,010

旅費交通費 70,850 87,129 △ 16,279

諸謝金 1,945,440 1,788,840 156,600

消耗品費 128,712 113,490 15,222

印刷製本費 948,948 740,586 208,362

通信運搬費 655,561 1,016,214 △ 360,653

手数料 2,906,851 1,579,117 1,327,734

委託費 2,329,700 3,217,663 △ 887,963

賃借料 875,826 571,780 304,046

支払負担金 6,841,586 5,323,610 1,517,976

租税公課 116,598 50,524 66,074

支払利息 9,955 2,283 7,672

雑費 219,822 226,818 △ 6,996

減価償却費 126,410 89,584 36,826

経常費用計 18,856,121,310 15,999,075,734 2,857,045,576

当期経常増減額 △ 8,485,187 6,769,767 △ 15,254,954

２．経常外増減の部

（１）経常外収益

固定資産受贈益 [0] [7,150,000] [△ 7,150,000]

什器備品受贈益 0 7,150,000 △ 7,150,000

経常外収益計 0 7,150,000 △ 7,150,000

（２）経常外費用

固定資産除却損 [0] [10] [△ 10]

什器備品除却損 0 10 △ 10

経常外費用計 0 10 △ 10

当期経常外増減額 0 7,149,990 △ 7,149,990

税引前当期一般正味財産増減額 △ 8,485,187 13,919,757 △ 22,404,944

法人税、住民税及び事業税等 ［2,498,100] ［2,719,000] [△ 220,900]

当期一般正味財産増減額 △ 10,983,287 11,200,757 △ 22,184,044

一般正味財産期首残高 51,350,542 40,149,785 11,200,757

一般正味財産期末残高 40,367,255 51,350,542 △ 10,983,287

Ⅱ 指定正味財産増減の部

基本財産運用益 [103,706] [103,724] [△ 18]

基本財産受取利息 103,706 103,724 △ 18

特定資産運用益 [194,963] [222,985] [△ 28,022]

退職給付引当資産受取利息 194,963 222,985 △ 28,022

受取補助金等 [44,181,778] [29,151,684] [15,030,094]

受取都補助金 44,181,778 29,151,684 15,030,094

受取出捐金 [100,000,000] [0] [100,000,000]

受取出捐金 100,000,000

一般正味財産への振替額 [△ 44,472,532] [△ 29,470,478] [△ 15,002,054]

一般正味財産への振替額 (△ 44,472,532) (△ 29,470,478) (△ 15,002,054)

当期指定正味財産増減額 100,007,915 7,915 100,000,000

指定正味財産期首残高 495,341,872 495,333,957 7,915

指定正味財産期末残高 595,349,787 495,341,872 100,007,915

Ⅲ 正味財産期末残高 635,717,042 546,692,414 89,024,628



正味財産増減計算書内訳表

令和6年 4月 1日から令和7年 3月31日まで

（単位：円）

公益目的事業会計

公１
ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ

事業等の事業

公２
雇用就業
支援事業

公３
雇用環境
整備事業

公４
人的資源の

移動促進事業
共通 小計

収１
損害保険
の代理業

他１
その他
の事業

小計

Ⅰ 一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

基本財産運用益 ［471,934] ［0] ［0] ［0] ［381,773] ［853,707] ［0] ［0] ［0] ［105,516] ［0] ［959,223]

基本財産受取利息 471,934 0 0 0 381,773 853,707 0 0 0 105,516 0 959,223

特定資産運用益 ［14,481] ［79,186] ［48,170] ［3,182] ［0] ［145,019] ［0] ［0] ［0] ［0] ［0] ［145,019]

退職給付引当資産受取利息 14,481 79,186 48,170 3,182 0 145,019 0 0 0 0 0 145,019

受取補助金等 ［454,392,917] ［523,713,784] ［929,022,488] ［268,065,274] ［0] ［2,175,194,463] ［0] ［0] ［0] ［25,196,792] ［0] ［2,200,391,255]

受取国庫補助金 22,268,000 0 0 0 0 22,268,000 0 0 0 0 0 22,268,000

受取都補助金 422,107,688 513,797,829 903,891,568 267,254,600 0 2,107,051,685 0 0 0 25,196,792 0 2,132,248,477

受取補助金等振替額 8,324,229 9,915,955 25,130,920 810,674 0 44,181,778 0 0 0 0 0 44,181,778

受取民間補助金 1,693,000 0 0 0 0 1,693,000 0 0 0 0 0 1,693,000

事業収益 ［2,145,758,165] ［6,936,166,216] ［13,183,743] ［105,211,385] ［0] ［9,200,319,509] ［48,607,812] ［0] ［48,607,812] ［0] ［0] ［9,248,927,321]

シルバー派遣事業収益 2,082,855,056 0 0 0 0 2,082,855,056 0 0 0 0 0 2,082,855,056

高齢者活躍人材確保育成事業収益 34,297,190 0 0 0 0 34,297,190 0 0 0 0 0 34,297,190

広域提案事業収益 28,605,919 0 0 0 0 28,605,919 0 0 0 0 0 28,605,919

シェアオフィス運営事業収益 0 0 13,183,743 0 0 13,183,743 0 0 0 0 0 13,183,743

障害者委託訓練事業受託収益 0 109,277,097 0 0 0 109,277,097 0 0 0 0 0 109,277,097

中小企業障害者雇用応援連携事業受託収益 0 53,685,840 0 0 0 53,685,840 0 0 0 0 0 53,685,840

しごとセンター等受託事業収益 0 5,403,758,884 0 0 0 5,403,758,884 0 0 0 0 0 5,403,758,884

デジタル人材確保・就職促進事業受託収益 0 179,799,180 0 0 0 179,799,180 0 0 0 0 0 179,799,180

ものづくり産業人材確保支援事業受託収益 0 190,092,927 0 0 0 190,092,927 0 0 0 0 0 190,092,927

脱炭素社会の実現に向けた人材確保・就職促進事業受託収益 0 131,937,960 0 0 0 131,937,960 0 0 0 0 0 131,937,960

新たな時代のニーズに対応するためのシニアの再活躍応援講座受託収益 0 98,553,840 0 0 0 98,553,840 0 0 0 0 0 98,553,840

東京シニア雇用促進・トライアル65事業受託収益 0 358,095,980 0 0 0 358,095,980 0 0 0 0 0 358,095,980

東京セカンドキャリア塾事業受託収益 0 291,587,824 0 0 0 291,587,824 0 0 0 0 0 291,587,824

シニアプロフェッショナル人材再活躍支援事業受託収益 0 0 0 105,211,385 0 105,211,385 0 0 0 0 0 105,211,385

観光関連産業等の人材確保をサポートするイベント受託収益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

人材確保・就職促進緊急対策事業受託収益 0 60,620,340 0 0 0 60,620,340 0 0 0 0 0 60,620,340

奨学金返還支援企業とのマッチング促進事業受託収益 0 58,756,344 0 0 0 58,756,344 0 0 0 0 0 58,756,344

シルバー保険事業収益 0 0 0 0 0 0 48,607,812 0 48,607,812 0 0 48,607,812

基金事業収益 ［0] ［5,516,043,634] ［1,875,878,940] ［0] ［0] ［7,391,922,574] ［0] ［880] ［880] ［0] ［0] ［7,391,923,454]

職場内障害者サポーター事業基金事業収益 0 71,575,140 0 0 0 71,575,140 0 0 0 0 0 71,575,140

緊急就職支援事業基金事業収益 0 220 0 0 0 220 0 0 0 0 0 220

若者正社員チャレンジ事業基金事業収益 0 383,212,882 0 0 0 383,212,882 0 0 0 0 0 383,212,882

東京しごと塾事業基金事業収益 0 180,929,078 0 0 0 180,929,078 0 0 0 0 0 180,929,078

ミドルチャレンジ事業基金事業収益 0 137,413,659 0 0 0 137,413,659 0 0 0 0 0 137,413,659

就職チャレンジ多摩事業基金事業収益 0 299,931,406 0 0 0 299,931,406 0 0 0 0 0 299,931,406

雇用創出・安定化支援事業基金事業収益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

キャリアチェンジ再就職支援事業基金事業収益 0 2,566,042,538 0 0 0 2,566,042,538 0 0 0 0 0 2,566,042,538

成長産業人材雇用支援事業基金事業収益 0 710,815,520 0 0 0 710,815,520 0 0 0 0 0 710,815,520

成長産業分野キャリア形成支援事業基金事業収益 0 405,973,436 0 0 0 405,973,436 0 0 0 0 0 405,973,436

ひとり親向けオンライン訓練・就活支援事業基金事業収益 0 298,510,797 0 0 0 298,510,797 0 0 0 0 0 298,510,797

女性向けキャリアチェンジ支援事業基金事業収益 0 215,658,310 0 0 0 215,658,310 0 0 0 0 0 215,658,310

ソーシャルファーム支援事業基金事業収益 0 51,960,891 0 0 0 51,960,891 0 0 0 0 0 51,960,891

業界連携再就職支援事業基金事業収益 0 185,817,927 0 0 0 185,817,927 0 0 0 0 0 185,817,927

キャリアリスタート支援事業基金事業収益 0 8,201,830 0 0 0 8,201,830 0 0 0 0 0 8,201,830

業界別人材確保支援事業基金事業収益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

業界別人材確保オーダーメイド型支援事業基金事業収益 0 0 277,490,552 0 0 277,490,552 0 0 0 0 0 277,490,552

業界別人材確保強化緊急支援事業基金事業収益 0 0 232,490 0 0 232,490 0 0 0 0 0 232,490

業界別人材確保強化事業基金事業収益 0 0 157,855,751 0 0 157,855,751 0 0 0 0 0 157,855,751

働く女性応援事業基金事業収益 0 0 6,259,391 0 0 6,259,391 0 0 0 0 0 6,259,391

女性活躍の推進に向けた雇用環境整備促進事業基金事業収益 0 0 187,993,491 0 0 187,993,491 0 0 0 0 0 187,993,491

テレワーク促進事業基金事業収益 0 0 50,267,268 0 0 50,267,268 0 0 0 0 0 50,267,268

テレワーク導入ハンズオン支援事業基金事業収益 0 0 19,033,527 0 0 19,033,527 0 0 0 0 0 19,033,527

テレワーク定着トライアル緊急支援事業基金事業収益 0 0 1,726,911 0 0 1,726,911 0 0 0 0 0 1,726,911

小規模テレワークコーナー設置促進事業基金事業収益 0 0 14,457,099 0 0 14,457,099 0 0 0 0 0 14,457,099

テレワーク定着への課題解決アドバンス事業基金事業収益 0 0 31,638,192 0 0 31,638,192 0 0 0 0 0 31,638,192

テレワーク定着強化事業基金事業収益 0 0 37,362,177 0 0 37,362,177 0 0 0 0 0 37,362,177

育児・介護との両立のためのテレワーク導入促進事業基金事業収益 0 0 26,088,074 0 0 26,088,074 0 0 0 0 0 26,088,074

サテライトオフィス設置等補助事業基金事業収益 0 0 5,671,174 0 0 5,671,174 0 0 0 0 0 5,671,174

サテライトオフィス勤務応援事業基金事業収益 0 0 16,329,807 0 0 16,329,807 0 0 0 0 0 16,329,807

中小企業人材確保総合サポート事業基金事業収益 0 0 308,118,884 0 0 308,118,884 0 0 0 0 0 308,118,884

働くパパママ育業応援事業基金事業収益 0 0 93,311,364 0 0 93,311,364 0 0 0 0 0 93,311,364

介護休業取得応援事業基金事業収益 0 0 8,906,527 0 0 8,906,527 0 0 0 0 0 8,906,527

妊娠中の女性労働者に係る母性健康管理措置促進事業基金事業収益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

新型コロナウイルス感染症緊急対策事業基金事業収益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

中小企業人材確保のための奨学金返還支援事業基金事業収益 0 0 71,007,765 0 0 71,007,765 0 0 0 0 0 71,007,765

エッセンシャルワーカーに係る緊急人材確保サポート事業基金事業収益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

エンゲージメント向上に向けた職場環境づくり推進事業基金事業収益 0 0 313,644,173 0 0 313,644,173 0 0 0 0 0 313,644,173

DX・GX時代を担う専門・中核人材戦略センター事業基金事業収益 0 0 49,520,011 0 0 49,520,011 0 0 0 0 0 49,520,011

ES(社員満足度)向上による若手人材確保・定着事業基金事業収益 0 0 53,762,812 0 0 53,762,812 0 0 0 0 0 53,762,812

中小企業人材スキルアップ支援事業基金事業収益 0 0 47,021,428 0 0 47,021,428 0 0 0 0 0 47,021,428

育業中スキルアップ支援事業基金事業収益 0 0 6,356,668 0 0 6,356,668 0 0 0 0 0 6,356,668

雇用関連諸制度に関する課題解決促進事業基金事業収益 0 0 91,823,404 0 0 91,823,404 0 0 0 0 0 91,823,404

中小企業従業員融資における利子補給支払事業基金事業収益 0 0 0 0 0 0 0 880 880 0 0 880

会費収益 ［0] ［0] ［0] ［1,075,000] ［0] ［1,075,000] ［0] ［0] ［0] 0 0 ［1,075,000]

賛助会員受取会費 0 0 0 1,075,000 0 1,075,000 0 0 0 0 0 1,075,000

雑収益 ［4,210,491] ［1,500] ［0] ［0] ［0] ［4,211,991] ［0] ［0] ［0] 2,860 0 ［4,214,851]

雑収益 4,210,491 1,500 0 0 0 4,211,991 0 0 0 2,860 0 4,214,851

経常収益計 2,604,847,988 12,976,004,320 2,818,133,341 374,354,841 381,773 18,773,722,263 48,607,812 880 48,608,692 25,305,168 0 18,847,636,123

（２）経常費用

事業費 ［2,604,960,536] ［13,002,277,468] ［2,818,150,510] ［375,769,474] ［0] ［18,801,157,988] ［28,392,690] ［880] ［28,393,570] ［0] ［0] ［18,829,551,558]

役員報酬 2,683,228 4,024,848 4,024,848 1,341,620 0 12,074,544 0 0 0 0 0 12,074,544

職員給料 83,373,449 364,731,451 219,811,818 7,659,600 0 675,576,318 1,007,980 0 1,007,980 0 0 676,584,298

諸手当 31,053,688 121,846,887 78,277,796 3,785,922 0 234,964,293 683,724 0 683,724 0 0 235,648,017

法定福利費 38,432,805 181,626,840 117,454,901 7,559,943 0 345,074,489 1,611,817 0 1,611,817 0 0 346,686,306

退職給付費用 8,334,127 40,956,591 25,161,085 810,674 0 75,262,477 0 0 0 0 0 75,262,477

嘱託員等報酬 64,870,390 403,487,607 275,349,650 2,658,819 0 746,366,466 10,154,334 0 10,154,334 0 0 756,520,800

臨時雇賃金 1,615,696,031 17,184,019 2,117,068 0 0 1,634,997,118 4,586,196 0 4,586,196 0 0 1,639,583,314

福利厚生費 1,513,446 8,027,906 5,518,297 207,240 0 15,266,889 64,262 0 64,262 0 0 15,331,151

超過勤務手当 12,546,120 53,616,805 43,182,879 2,394,321 0 111,740,125 21,231 0 21,231 0 0 111,761,356

旅費交通費 3,488,237 4,101,748 940,463 153,342 0 8,683,790 48,176 0 48,176 0 0 8,731,966

諸謝金 41,684,300 91,239,550 19,268,100 0 0 152,191,950 167,400 0 167,400 0 0 152,359,350

消耗品費 7,930,661 44,252,149 24,906,333 3,132,416 0 80,221,559 366,753 0 366,753 0 0 80,588,312

会議費 1,500 78,882 5,100 0 0 85,482 0 0 0 0 0 85,482

印刷製本費 14,905,788 30,747,824 8,405,359 468,868 0 54,527,839 1,983,560 0 1,983,560 0 0 56,511,399

修繕費 9,350 542,322 0 687,500 0 1,239,172 0 0 0 0 0 1,239,172

通信運搬費 3,733,331 22,810,637 7,992,745 1,386,868 0 35,923,581 338,694 0 338,694 0 0 36,262,275

手数料 17,250,565 24,733,872 30,282,671 1,121,954 0 73,389,062 250,207 880 251,087 0 0 73,640,149

光熱水料費 0 59,118,791 2,718,571 0 0 61,837,362 0 0 0 0 0 61,837,362

委託費 426,073,211 10,912,298,506 1,488,619,389 290,299,684 0 13,117,290,790 1,776,964 0 1,776,964 0 0 13,119,067,754

賃借料 10,687,432 210,422,173 244,761,210 47,970,138 0 513,840,953 889,672 0 889,672 0 0 514,730,625

工事費 7,077,950 161,854,416 112,908,400 162,250 0 282,003,016 0 0 0 0 0 282,003,016

消耗什器備品費 0 1,472,240 0 0 0 1,472,240 0 0 0 0 0 1,472,240

支払助成金 20,926,773 1,980,000 0 0 0 22,906,773 0 0 0 0 0 22,906,773

支払負担金 3,230,219 9,769,458 8,261,244 1,988,633 0 23,249,554 370,618 0 370,618 0 0 23,620,172

租税公課 165,137,957 99,933,422 33,779,168 281,453 0 299,132,000 3,794,442 0 3,794,442 0 0 302,926,442

支払利息 434,267 3,129,835 361,875 12,591 0 3,938,568 5,021 0 5,021 0 0 3,943,589

雑費 96,874 0 0 0 0 96,874 0 0 0 0 0 96,874

減価償却費 2,935,837 29,591,689 7,565,540 67,638 0 40,160,704 65,639 0 65,639 0 0 40,226,343

賞与引当金繰入額 20,853,000 98,697,000 56,476,000 1,618,000 0 177,644,000 206,000 0 206,000 0 0 177,850,000

管理費 ［0] ［0] ［0] ［0] ［0] ［0] ［0] ［0] ［0] ［26,569,752] ［0] ［26,569,752]

役員報酬 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,521,596 0 1,521,596

法定福利費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7,715,445 0 7,715,445

福利厚生費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 132,275 0 132,275

超過勤務手当 0 0 0 0 0 0 0 0 0 24,177 0 24,177

旅費交通費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 70,850 0 70,850

諸謝金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,945,440 0 1,945,440

消耗品費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 128,712 0 128,712

印刷製本費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 948,948 0 948,948

科        目 法人会計
内部取引
等消去

合計

収益事業等会計



公益目的事業会計

公１
ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ

事業等の事業

公２
雇用就業
支援事業

公３
雇用環境
整備事業

公４
人的資源の

移動促進事業
共通 小計

収１
損害保険
の代理業

他１
その他
の事業

小計
科        目 法人会計

内部取引
等消去

合計

収益事業等会計

通信運搬費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 655,561 0 655,561

手数料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2,906,851 0 2,906,851

委託費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2,329,700 0 2,329,700

賃借料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 875,826 0 875,826

支払負担金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6,841,586 0 6,841,586

租税公課 0 0 0 0 0 0 0 0 0 116,598 0 116,598

支払利息 0 0 0 0 0 0 0 0 0 9,955 0 9,955

雑費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 219,822 0 219,822

減価償却費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 126,410 0 126,410

経常費用計 2,604,960,536 13,002,277,468 2,818,150,510 375,769,474 0 18,801,157,988 28,392,690 880 28,393,570 26,569,752 0 18,856,121,310

当期経常増減額 △ 112,548 △ 26,273,148 △ 17,169 △ 1,414,633 381,773 △ 27,435,725 20,215,122 0 20,215,122 △ 1,264,584 0 △ 8,485,187

２．経常外増減の部

（１）経常外収益

固定資産受贈益 ［0] ［0] ［0] ［0] ［0] ［0] ［0] ［0] ［0] ［0] ［0] ［0]

什器備品受贈益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

経常外収益計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（２）経常外費用

固定資産除却損 ［0] ［0] ［0] ［0] ［0] ［0] ［0] ［0] ［0] ［0] ［0] ［0]

什器備品除却損 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

経常外費用計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

他会計振替前当期一般正味財産増減額 △ 112,548 △ 26,273,148 △ 17,169 △ 1,414,633 381,773 △ 27,435,725 20,215,122 0 20,215,122 △ 1,264,584 0 △ 8,485,187

他会計振替額 [0] [0] [0] [0] [10,087,528] ［10,087,528] [△ 11,352,112] [0] [△ 11,352,112] [1,264,584] [0] [0]

税引前当期一般正味財産増減額 △ 112,548 △ 26,273,148 △ 17,169 △ 1,414,633 10,469,301 △ 17,348,197 8,863,010 0 8,863,010 0 0 △ 8,485,187

法人税、住民税及び事業税等 ［0] ［0] ［0] ［0] ［0] ［0] ［2,498,100] ［0] 2,498,100 ［0] ［0] ［2,498,100]

当期一般正味財産増減額 △ 112,548 △ 26,273,148 △ 17,169 △ 1,414,633 10,469,301 △ 17,348,197 6,364,910 0 6,364,910 0 0 △ 10,983,287

一般正味財産期首残高 △ 61,698,022 111,681,089 0 111,681,089 1,367,475 0 51,350,542

一般正味財産期末残高 △ 79,046,219 118,045,999 0 118,045,999 1,367,475 0 40,367,255

Ⅱ 指定正味財産増減の部

基本財産運用益 ［51,023] ［0] ［0] ［0] ［41,275] ［92,298] ［0] ［0] ［0] ［11,408] ［0] ［103,706]

基本財産受取利息 51,023 0 0 0 41,275 92,298 0 0 0 11,408 0 103,706

特定資産運用益 ［22,131] ［105,386] ［65,339] ［2,107] ［0] ［194,963] ［0] ［0] ［0] ［0] ［0] ［194,963]

退職給付引当資産受取利息 22,131 105,386 65,339 2,107 0 194,963 0 0 0 0 0 194,963

受取補助金等 ［8,324,229] ［9,915,955] ［25,130,920] ［810,674] ［0] ［44,181,778] ［0] ［0] ［0] ［0] ［0] ［44,181,778]

受取都補助金 8,324,229 9,915,955 25,130,920 810,674 0 44,181,778 0 0 0 0 0 44,181,778

受取出捐金 ［0] ［0] ［0] ［0] ［100,000,000] ［100,000,000] ［0] ［0] ［0] ［0] ［0] ［100,000,000]

受取出捐金 0 0 0 0 100,000,000 100,000,000 0 0 0 0 0 100,000,000

一般正味財産への振替額 [△ 8,393,489] [△ 10,021,341] [△ 25,196,259] [△ 812,781] [△ 38,125] [△ 44,461,995] ［0] ［0] ［0] [△ 10,537] ［0] [△ 44,472,532]

一般正味財産への振替額 (△ 8,393,489) (△ 10,021,341) (△ 25,196,259) (△ 812,781) (△ 38,125) (△ 44,461,995) 0 0 0 (△ 10,537) 0 (△ 44,472,532)

当期指定正味財産増減額 3,894 0 0 0 100,003,150 100,007,044 0 0 0 871 0 100,007,915

指定正味財産期首残高 441,012,256 0 0 0 54,329,616 0 495,341,872

指定正味財産期末残高 541,019,300 0 0 0 54,330,487 0 595,349,787

Ⅲ 正味財産期末残高 461,973,081 118,045,999 0 118,045,999 55,697,962 0 635,717,042



（様式４） 
令和７年８月 日 

 
 

法 人 等 の 概 要 
 

法人等の名称 
（ﾌﾘｶﾞﾅ）ｺｳｴｷｻﾞｲﾀﾞﾝﾎｳｼﾞﾝ ﾄｳｷｮｳｼｺﾞﾄｻﾞｲﾀﾞﾝ 

公益財団法人東京しごと財団 
 

所在地 
〒102-0072 

東京都千代田区飯田橋三丁目 10 番３号 

設立年月日 
 
昭和 50 年 10 月 25 日 
 

 
従業員数 

 

 
493 名 
 

資本金又は基本財産  
 
4 億 9,534 万 9,787 円（令和 7年３月 31 日現在） 
 

主な業務内容 

公益財団法人東京しごと財団は、高齢者が経験や能力を活かし、地域で

働くことを通じて社会参加を図るシルバー人材センター事業、全年齢層の

都民を対象に、きめ細かなカウンセリング等による就業支援サービスを提

供する東京都しごとセンター事業、障害者の職業的自立を促進する障害者

就業支援事業、事業主に対する人材の確保・育成及び雇用環境の整備等の

支援に関する事業、ミドルシニアの多様な働き方の促進に向けた人材交流

支援等に関する事業等を実施し、高齢者・障害者を含む幅広い都民を対象

とした雇用・就業施策を推進しています。 
１ シルバー人材センター事業 

安全就業の推進、就業機会の確保及び提供等、シルバー人材センター等

労働者派遣事業の推進、会員拡大の推進及び広報 等 
２ 障害者就業支援事業 

障害者雇用就業総合推進事業、中小企業に対する支援、障害者の多様な

ニーズに対応した委託訓練事業 
３ 東京都しごとセンター事業 

総合相談窓口の設置、多様な働き方に対する支援、若年者・中高年者・

高年齢者・就労困難者の雇用就業支援、女性の再就職支援、東京都しごと

センター多摩事業 等 
４ ソーシャルファーム支援事業 
５ 雇用環境整備事業 
 人材の確保・育成、雇用環境の整備等 
６ ミドルシニアの多様な働き方の促進に向けた人材交流支援等に関す

る事業 
７ シルバー人材センターおよび会員等に係る損害保険代理業 
８ 中小企業従業員融資における利子補給支払事業 

免許・登録 
シルバー人材センター等一般労働者派遣事業届出書（厚生労働省東京労働

局） 

損害保険代理店委託契約書（金融庁） 

＊法人等の沿革が分かる資料を添付してください。（様式自由） 
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Ⅰ 公益財団法人東京しごと財団の概要 

１ 概況 

 

 (1) 財団のあらまし 

公益財団法人東京しごと財団（以下、「財団」という。）は、高齢者が経験や能力を活か

し、地域で働くことを通じて社会参加を図るシルバー人材センター事業、全年齢層の都民を

対象に、きめ細かなカウンセリング等による就業支援サービスを提供する東京都しごとセン

ター事業、障害者の職業的自立を促進する障害者就業支援事業、事業主に対する人材の確保・

育成及び雇用環境の整備等の支援に関する事業、ミドルシニアの多様な働き方の促進に向け

た人材交流支援等に関する事業等を実施し、高齢者・障害者を含む幅広い都民を対象とした

雇用・就業施策を推進しています。 

 

  （設立目的） 

働く意欲をもつ都民のために、その経験や能力を生かした雇用・就業を支援するとともに、

東京の産業の振興に必要な人材の育成を図り、もって豊かな職業生活の実現と活力ある地域

社会づくりに寄与します。 

 

  （主な事業内容） 

上記の目的を達成するために、次の事業を行います。 

   １ 「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和46年法律第68号）」（以下、「高年

齢者雇用安定法」という。）に規定されるシルバー人材センター事業など高年齢者の

いきがいの充実及び社会参加の促進を図るために必要な事業 

２ 雇用・就業に関する相談、講習、能力開発等の事業、並びに、女性・高年齢者・障害

者等の就業に関する個別支援事業 

３ 事業主に対する人材の確保・育成及び雇用環境の整備等の支援に関する事業 

４ 高年齢者等が蓄積した多様な能力・経験を、企業間の人的資源の移動等を通じて社会

の中で活用することを促進するために必要な事業 

５ 損害保険の代理業 

６ その他、この財団の目的を達成するために必要な事業 

 
 

 
 

 

 

（設立年月日） 

昭和 50 年 10 月 25 日 

（所在地） 

東京都千代田区飯田橋三丁目10番３号 

東京しごとセンター８階 
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 (2) 沿革 

 

① しごと財団の前身 ～ 財団法人東京都高齢者事業振興財団の沿革 

昭和49年12月、進展する高齢化社会を背景に、一般雇用を希望しない高齢者の就業ニー

ズに応え、その希望と能力に応じた仕事の機会の確保を図るため、東京都高齢者事業団が

設立されました。 

昭和50年10月、東京都高齢者事業団を発展的に改組し、東京都の出捐により、財団法人

東京しごと財団の前身となる財団法人東京都高齢者事業振興財団（以下「振興財団」とい

う。）が、設立されました。 

振興財団は、都内各地域で設立が進められた高齢者事業団（現在のシルバー人材センタ

ー）への指導・育成・援助を中心とした事業を行い、昭和56年からは既設シルバー人材セ

ンターの補助事業者である区市町村からも追加出捐を得て、東京都・関係区市町村及び各

シルバー人材センターからの負託に基づく様々な事業を展開しました。 

その後、平成２年10月より、「高年齢者就業相談事業」を東京都から受託し、平成８年

４月には、「東京都高年齢者就業センター」（以下、「就業センター」という。）の管理

運営を受託し、高年齢者の就業支援事業を推進してきました（平成19年３月にすべての高

年齢者就業相談所は廃止されました）。 

また、平成８年10月には「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」の一部改正により、

振興財団が「シルバー人材センター連合」として都知事の指定を受け、しごと財団となっ

た現在も、引き続きシルバー人材センター事業のより一層の強化と発展・拡充を目指して

います。 

 

  ② しごと財団に統合 ～ 財団法人東京都心身障害者職能開発センターの沿革 

  財団法人東京都心身障害者職能開発センター（以下「職能センター」という。）は、職

業訓練の受講機会に恵まれなかった重度の心身障害者の職業的社会復帰を推進するため、

労働と福祉の両行政機能を統合し、かつ無料職業紹介事業を併有したユニークな職業訓練

機関として、昭和47年６月に設立されました。 

  以来、随時入所・随時修了制や障害者個々の能力・特性に応じた個別訓練指導、きめ細

かな就職指導など独自のシステムにより、重度の心身障害者の職業能力の開発と就職促進

に取り組んできました。 

障害者に対する職業訓練機能の地域移行を機に、障害者の一般就労支援を充実し、職業

的自立を促進するため、普及啓発から就業支援、職場定着支援まで、全都的な視点で関係

機関や企業等と連携した総合コーディネート事業を拡充し、財団一体として障害者の就業

支援に取り組んでいます。また、民間企業等への委託訓練を実施することにより、訓練受

講機会の拡大を図っています。 

    なお、平成22年４月からは、障害者就業支援課となり、同年９月27日には、東京しごと

センター（飯田橋）へ移転しました。 

   

③ しごと財団の発足 

東京都は、平成15年７月の「東京都雇用・就業対策審議会答申」を踏まえ、厳しい雇用

情勢に対処し、雇用環境の変化に対応するため、東京都自らが積極的に雇用・就業対策に

取り組む方針を打ち出しました。 

東京における雇用・就業対策をより戦略的かつ効率的に推進するため、平成16年４月１

日、振興財団と職能センターが統合され、幅広く都民の就業を推進する公益法人として、

財団法人東京しごと財団が発足しました。 

財団では、振興財団と職能センターで実施していた事業を継承するとともに、平成16年

７月より「東京都しごとセンター事業」を東京都から受託し、その管理運営を開始しまし
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た。その後、平成18年４月からは指定管理者の指定を受け、「東京都しごとセンター」の

管理運営を行っています。 

平成19年８月には、東京都しごとセンター事業の成果を全都的に展開していくため、多

摩地域における拠点として「東京都しごとセンター多摩」を設置しました。 

平成20年度には、７月から職業訓練事業と連携した「東京都就職チャレンジ支援事業」

を、11月から「ネクストジョブ事業」（基金事業、正社員雇用対策事業）を、３月から「雇

入奨励事業」（基金事業、正社員雇用対策事業）を開始しました。 

平成23年度には、財団は公益財団法人へ移行するとともに、「東京都しごとセンター」

の指定管理者に引き続き指定されました。８月からは、東日本大震災で被災された方等の

雇用・就業を支援する「緊急就職支援事業」を開始しました。 

平成26年度には東京都出損による基金事業「若者就職応援基金事業」、「長期離職者再

就職支援事業」、「高齢者の職域開拓モデル事業」、「女性再就職応援助成金事業」を開

始し、東京都しごとセンター事業と一体的に運営を行っています。また、７月26日に東京

都しごとセンターは10周年を迎え、同日に女性再就職支援窓口「女性しごと応援テラス」

を開設しました。 

平成27年度には、正規雇用化を支援する「職務実習型正規雇用化支援事業」（基金事業）

を開始しました。 

平成28年４月１日、東京都しごとセンターの指定管理者に引き続き10年間の指定を受け

ました。 

平成28年４月から、事業主に対する人材の確保・育成及び雇用環境の整備等を支援する、

東京都出捐による基金事業「雇用環境整備事業」を開始しました。 

令和２年５月から、新型コロナウイルス感染症対策として東京都が実施する中小企業従

業員等向けの生活資金融資において利子相当分の支払を行う基金事業「中小企業従業員融

資における利子補給支払事業」を開始しました。 

令和２年９月に、就労困難者へのきめ細かい就労支援を実施する「専門サポートコーナ

ー」を開設しました。 

令和２年10月に、多摩地域の女性のための再就職支援窓口「女性しごと応援テラス多摩

ブランチ」を立川市に開設しました。また、ソーシャルファーム事業者等の支援拠点とな

る「ソーシャルファーム支援センター」を開設しました。 

令和４年４月に、財団の組織体制を変更し、「総合支援部」と「企業支援部」を設置し

ました。 

令和４年10月に、「東京都しごとセンター多摩」が国分寺市から立川市へ移転しました。

また、「女性しごと応援テラス多摩ブランチ」が「東京都しごとセンター多摩」内に移転

し、名称を「女性しごと応援テラス多摩」に変更しました。さらに、同じ建物内に「障害

者雇用就業サポートデスク多摩」を開設しました。 

令和５年４月に、財団の組織体制を変更し、「財務課」を設置しました。 

令和６年４月に新たな公益目的事業として、「高年齢者等が蓄積した多様な能力・経験

を、企業間の人的資源の移動等を通じて社会の中で活用することを促進するために必要な

事業」を追加しました。また、財団の組織体制を変更し、「企業支援課」を設置しました。 

令和６年６月には、「プラチナ・キャリアセンター」を港区虎ノ門に開設しました。 

財団は、公益法人として社会・雇用情勢の変化に応じた事業の展開を図り、公益の増進

に寄与するとともに、東京都しごとセンターの指定管理者として、適正な管理運営を実施

しています。 
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［沿 革］ 
    ＜振興財団＞ ＜職能センター＞ 

昭和 47年 ６月 ６日   

新宿区戸山 3-17-2（東京都心身

障害者福祉センター内）に「財団

法人東京都心身障害者職能開発

センター」を設立 

47 年 ８月     

訓練定員 30 人（５職種）で事業

開始 

無料職業紹介事業を開始 

48 年 ４月     訓練定員を 45 人に拡充 

48 年 ９月   
｢東京都高齢者就労対策協議会｣

の設置 
  

 12 月   
東京都労働局に担当組織（副主

幹）を設置 
  

49 年 ４月     訓練定員を 50 人に拡充 

 ５月   
｢東京都高齢者就労対策協議会｣

を改組拡充 
  

 ６月 28 日 

高齢者による事業団構想を具体

化するために都内各界の代表者

による｢東京都高齢者事業団（仮

称）設立準備会｣(会長 大河内一

男東京大学名誉教授)の設置 

  

 12 月 18 日 

同準備会より東京都知事に対し

「高齢者事業団構想」について提

言 

「東京都高齢者事業団」設立 

  

50 年 10 月 25 日 

「東京都高齢者事業団」を発展的

に改組し、東京都より出捐（1,000

万円）を受けて、「財団法人東京

都高齢者事業振興財団」を設立 

事務所を｢港区六本木 2-2-5｣に

設置 

大河内一男会長（初代）就任 

  

54 年 ３月 ５日 
事 務 所 を ｢ 渋 谷 区 代 々 木

2-10-12｣に移転 
  

55 年 ４月     
訓練科目の再編により７職種 13

科目となる。標準訓練期間を設置 

56 年    

東京都から追加出捐（２億 4,000

万円）、既設地区区・市からも振

興財団に出捐（１億 9,450 万円） 

企業からの受託訓練を開始 

57 年 ４月     

知的障害者を対象とした「作業適

応訓練課程」を新設、訓練定員を

60 人に拡充 

59 年 ４月 １日 
事務所を「新宿区神楽河岸 1-1」

に移転 
  

 11 月 １日 氏原正治郎会長（第二代）就任   

昭和 63年 ４月 １日 真仁田勉会長（第三代）就任   
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平成２年 10 月 １日 
東京都から｢高年齢者就業相談事

業｣を受託 
  

３年 ７月 24 日 牧野洋一会長（第四代）就任   

６年 10 月 １日 

東京都から「高齢者就業総合セン

ター（仮称）稼働準備事業」を受

託 

  

７年 ４月 １日 

東京都から「高齢者就業総合セン

ター（仮称）開設準備事業」を受

託 

  

 ９月 ７日 植野正明会長（第五代）就任   

８年 ４月 １日 

東京都から「東京都高年齢者就業

センター管理運営」を受託 

事 務所を「 千代田 区飯田橋

3-10-3」に移転 

  

 10 月 １日 

高年齢者等の雇用の安定等に関

する法律」一部改正により、「シ

ルバー人材センター連合」となる 

  

  11 年 ７月 １日 大関東支夫会長（第六代）就任   

  12 年      
高年齢者等を対象とした短期訓

練「ＯＡ一般科」新設 

  12 年 ８月 21 日 浪越勝海会長（第七代）就任   

  13 年      「事務実践科」新設 

  14 年      レベルアップ訓練新設 

  14 年    地域求職活動援助事業受託 地域求職活動援助事業受託 

  14 年 ７月 30 日 有手勉会長（第八代）就任   

 11 月   
中小企業助っ人 1,000 人事業受

託 
  

15 年 ７月 １日 
金内善健会長（第九代・常勤）就

任 
  

     ＜しごと財団＞ 

16 年 ４月 １日 

「財団法人東京都高齢者事業振興財団」と「財団法人東京都心身障

害者職能開発センター」を統合し、「財団法人東京しごと財団」が

発足 

上條弘人理事長（初代・常勤）就任 

開発センターへの入所方式を、東京都心身障害者福祉センターの推

薦による方式から、直接入所受付・選考する方式に変更 

 ５月 １日 東京都から「障害者委託訓練事業」を受託 

 ７月 １日 東京都から「東京都しごとセンター管理運営」を受託 

 ７月 26 日 「東京しごとセンター」開所 

17 年 ３月 31 日 「中小企業助っ人 1,000 人事業（アドバイザー派遣事業）」終了 

18 年 ４月 １日 東京都から「東京都しごとセンター」の指定管理者として指定 

 ７月 16 日 菊地輝雄理事長（第二代・常勤）就任 



- 6 - 

19 年 ３月 31 日 「東京都高年齢者就業相談所」廃止 

    「地域求職活動援助事業」終了 

 ８月 １日 「東京都しごとセンター多摩」開所 

20 年 ７月 １日 髙橋都彦理事長（第三代・常勤）就任 

 ８月 １日 「就職チャレンジ支援事業」相談室開所（飯田橋は７月 26 日開所） 

 11 月 27 日 「正社員採用・定着支援事業」（基金事業）開始 

 ３月 30 日 「雇入奨励事業」（基金事業）開始 

22 年 ４月 １日 「心身障害者職能開発センター」を「障害者就業支援課」に改組 

 ７月 １日 宮下茂理事長（第四代・常勤）就任 

 ９月 27 日 「障害者就業支援課」を東京しごとセンター（飯田橋）に移転 

23 年 ２月 28 日 
「就職チャレンジ支援事業」日暮里相談室閉鎖し、飯田橋相談室へ

統合 

 ３月 26 日 
「就職チャレンジ支援事業」大崎相談室閉鎖し、飯田橋相談室へ統

合 

 ４月 １日 公益財団法人へ移行 

    東京都から「東京都しごとセンター」の指定管理者として指定 

 ８月 29 日 「緊急就職支援事業」（基金事業）相談窓口開設 

 ８月 31 日 
「就職チャレンジ支援事業」飯田橋相談室・国分寺相談室閉鎖、就

職支援業務終了 

24 年 ３月 31 日 「正社員採用・定着支援事業」（基金事業）終了 

    「雇入奨励事業」（基金事業）終了 

 ７月 １日 安藤弘志理事長（第五代・常勤）就任 

26 年 １月 １日 中山正雄理事長（第六代・常勤）就任 

 ４月 １日 「若者就職応援基金事業」（基金事業）開始 

    「長期離職者再就職支援事業」（基金事業）開始 

    「高齢者の職域開拓モデル事業」（基金事業）開始 

    「女性再就職応援助成金事業」（基金事業）開始 

 ７月 26 日 女性再就職支援窓口「女性しごと応援テラス」の開設 

27 年 ４月 １日 「職務実習型正規雇用化支援事業」（基金事業）開始 

28 年 ４月 １日 東京都から「東京都しごとセンター」の指定管理者として指定 

   雇用環境整備課を設置 

   「職場内ジョブコーチ養成基金事業」（基金事業）開始 

   「団体課題別人材力支援事業」（基金事業）開始 

   「働き方改革支援事業」（基金事業）開始 

   「女性の活躍推進等職場環境整備助成事業」（基金事業）開始 

 ７月 １日 坂巻政一郎理事長（第七代・常勤）就任 

29 年 ３月 31 日 「女性再就職応援助成金事業」（基金事業）終了 
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 ４月 １日 「企業主導型保育施設設置促進事業」（基金事業）開始 

 12 月 31 日 「長期離職者再就職支援事業」（基金事業）終了 

30 年 ３月 31 日 「高齢者職域開拓モデル事業」（基金事業）終了 

 ４月 １日 笹沼正一理事長（第八代・常勤）就任 

   「若者正社員チャレンジ事業」（基金事業）開始 

   「東京しごと塾事業」（基金事業）開始 

   「ミドルチャレンジ事業」（基金事業）開始 

   「団体別採用力スパイラルアップ事業」（基金事業）開始 

   「働くパパママ育休取得応援事業」（基金事業）開始 

   
「女性の活躍推進等職場環境整備助成事業」から「テレワーク活用・

働く女性応援事業」に名称変更 

31 年 ３月 31 日 「若者就職応援基金事業」（基金事業）終了 

   「職務実習型正規雇用化支援事業」（基金事業）終了 

 ４月 １日 
「働くパパママ育休取得応援事業・介護休業取得応援事業」（基金

事業）開始 

   
「テレワーク導入促進整備補助事業（はじめてテレワーク）」（基

金事業）開始 

令和２年 ３月 ６日 「事業継続緊急対策（テレワーク）事業」（基金事業）開始 

 ３月 31 日 「団体課題別人材力支援事業」（基金事業）終了 

 ４月 １日 小沼博靖理事長（第九代・常勤）就任 

   「ソーシャルファーム支援事業」（基金事業）開始 

   「業界別人材確保支援事業」（基金事業）開始 

   
「職場内ジョブコーチ養成基金事業」から「職場内障害者サポータ

ー事業」に名称変更 

 ５月 １日 
「中小企業従業員融資における利子補給支払事業」（基金事業）開

始 

 ６月 10 日 
「妊娠中の女性労働者に係る母性健康管理措置促進事業」（基金事

業）開始 

 ９月 28 日 
「雇用安定化就業支援に係る採用・定着促進事業」（基金事業）開

始 

 ９月 30 日 「専門サポートコーナー」開設 

 10 月 12 日 「女性しごと応援テラス多摩ブランチ」開設 

 10 月 30 日 「ソーシャルファーム支援センター」開設 

３年 ４月 １日 「雇用創出・安定化支援事業」（基金事業）開始 

   
「雇用創出・安定化支援に係る採用・定着促進事業」（基金事業）

開始 

   「中小企業人材確保総合サポート事業」（基金事業）開始 

   
「新型コロナウイルス感染症緊急対策に係る雇用環境整備促進事

業」（基金事業）開始 

   
「テレワーク活用・働く女性応援事業」から「テレワーク促進事業」

及び「働く女性応援事業」に名称変更 

 ５月 12 日 「テレワーク定着トライアル緊急支援事業（テレワーク・マスター
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企業支援奨励金）」（基金事業）開始 

 ６月 ７日 「小規模テレワークコーナー設置促進事業」（基金事業）開始 

 10 月 13 日 「成長産業分野キャリア形成支援事業」（基金事業）開始 

   
「中小企業人材確保のための奨学金返還支援事業」（基金事業）開

始 

４年 １月 26 日 
「エッセンシャルワーカーに係る緊急人材確保サポート事業」（基

金事業）開始 

 ３月 31 日 
「雇用安定化就業支援に係る採用・定着促進事業」（基金事業）終

了 

   「団体別採用力スパイラルアップ事業」（基金事業）終了 

   「事業継続緊急対策（テレワーク）事業」（基金事業）終了 

   
「テレワーク導入促進整備補助事業（はじめてテレワーク）」（基

金事業）終了 

 ４月 １日 中澤基行理事長（第十代・常勤）就任 

   組織体制を変更し、「総合支援部」と「企業支援部」を新設 

   
「原油価格高騰等に係る雇用創出・安定化支援事業」（基金事業）

開始 

   「ひとり親向けオンライン訓練・就活支援事業」（基金事業）開始 

   「業界別人材確保オーダーメイド型支援事業」（基金事業）開始 

   「テレワーク導入ハンズオン支援事業」（基金事業）開始 

   「シェアオフィス運営事業」（都補助事業）開始 

   「サテライトオフィス設置等補助事業」（基金事業）開始 

 ６月 ２日 
「働くパパママ育休取得応援事業（パパと協力！ママコース）」（基

金事業）開始 

 10 月 １日 東京都しごとセンター多摩を立川市に移転 

   
「女性しごと応援テラス多摩ブランチ」から「女性しごと応援テラ

ス多摩」に名称変更し、東京都しごとセンター多摩内に移転 

   
東京都しごとセンター多摩内に「障害者雇用就業サポートデスク多

摩」を開設 

   「就職チャレンジ多摩事業」（基金事業）開始 

 10 月 ７日 
「エンゲージメント向上に向けた職場環境づくり推進事業」（基金

事業）開始 

５年 ３月 31 日 「働き方改革支援事業」（基金事業）終了 

 ４月 １日 組織体制を変更し、「財務課」を新設 

   「成長産業人材雇用支援事業」（基金事業）開始 

   「女性向けキャリアチェンジ支援事業」（基金事業）開始 

   
「ＤＸ・ＧＸ時代を担う専門・中核人材戦略センター事業」（基金

事業）開始 

   
「ＥＳ（社員満足度）向上による若手人材確保・定着事業」（基金

事業）開始 

   「中小企業人材スキルアップ支援事業」（基金事業）開始 

   「育業中スキルアップ支援事業」（基金事業）開始 
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   「テレワーク定着促進フォローアップ事業」（基金事業）開始 

   
「働くパパママ育業支援応援事業（もっとパパコース）」（基金事

業）開始 

   「業界別人材確保強化緊急支援事業」（基金事業）開始 

６年 ３月 31 日 「雇用創出・安定化支援事業」（基金事業）終了 

   「業界別人材確保支援事業」（基金事業）終了 

   
「妊娠中の女性労働者に係る母性健康管理措置促進事業」（基金事

業）終了 

   
「新型コロナウイルス感染症緊急対策に係る雇用環境整備促進事

業」（基金事業）終了 

   
「エッセンシャルワーカーに係る緊急人材確保サポート事業」（基

金事業）終了 

 ４月 １日 組織体制を変更し、「企業支援課」を新設 

   「業界連携再就職支援事業」（基金事業）開始 

   「キャリアチェンジ再就職支援事業」（基金事業）開始 

   「業界別人材確保強化事業」（基金事業）開始 

   
「育児・介護との両立のためのテレワーク導入促進事業」（基金事

業）開始 

   「テレワーク定着強化事業」（基金事業）開始 

   「サテライトオフィス勤務応援事業」（基金事業）開始 

   
「女性活躍の推進に向けた雇用環境整備促進事業」（基金事業）開

始 

   「雇用関連諸制度に関する課題解決促進事業」（基金事業）開始 

   
「テレワーク定着促進フォローアップ事業」から「テレワーク定着

への課題解決アドバンス事業」に名称変更 

 ６月 18 日 「プラチナ・キャリアセンター」（港区虎ノ門）を開設 

７年 ３月 31 日 「キャリアリスタート支援事業」（基金事業）終了 

   「成長産業分野キャリア形成支援事業」（基金事業）終了 

   「ひとり親向けオンライン訓練・就活支援事業」（基金事業）終了 

   「テレワーク定着トライアル緊急支援事業」（基金事業）終了 

 ４月 １日 「成長産業分野へのキャリアシフト等支援事業」（基金事業）開始 

   
「ソーシャルファームへのインクルーシブ経営支援事業」（基金事

業）開始 

   「リスキリング・キャリアデザイン応援事業」（基金事業）開始 

   
「「手取り時間」創出・エンゲージメント向上推進事業」（基金事

業）開始 

   「テレワークトータルサポート事業」（基金事業）開始 

   「ＡＢＷオフィス促進事業」（基金事業）開始 

   「女性管理職比率・男女間金格差改善促進事業」（基金事業）開始 

   
「企業における「年収の壁突破」総合対策促進事業」（基金事業）

開始 

   「カスタマーハラスメント防止対策推進事業」（基金事業）開始 
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公益財団法人東京しごと財団 定 款 

 

第１章  総 則 

 

（名 称） 

第１条 この法人は、公益財団法人東京しごと財団（以下、「財団」という。）と称する。 

 

（事務所） 

第２条 この財団は、主たる事務所を東京都千代田区飯田橋三丁目10番３号に置く。 

２ この財団は、理事会の決議によって、主たる事務所の他に、従たる事務所を置くこと

ができる。 

 

 

第２章  目的及び事業 

 

（目 的） 

第３条 この財団は、働く意欲をもつ都民のために、その経験や能力を生かした雇用・就

業を支援するとともに、東京の産業の振興に必要な人材の育成を図り、もって豊かな職

業生活の実現と活力ある地域社会づくりに寄与することを目的とする。 

 

（事 業） 

第４条 この財団は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

（１）「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律（昭和46年法律第68号）」（以下、「高

年齢者雇用安定法」という。）に規定されるシルバー人材センター事業など高年齢者

のいきがいの充実及び社会参加の促進を図るために必要な事業 

（２）雇用・就業に関する相談、講習、能力開発等の事業、並びに、女性・高年齢者・障

害者等の就業に関する個別支援事業 

（３）事業主に対する人材の確保・育成及び雇用環境の整備等の支援に関する事業 

（４）高年齢者等が蓄積した多様な能力・経験を、企業間の人的資源の移動等を通じて社

会の中で活用することを促進するために必要な事業 

（５）損害保険の代理業 

（６）その他、この財団の目的を達成するために必要な事業 

２ 前項に掲げる事業は、東京都において行うものとする。 

 

 

 

 



 

第３章  資産及び会計 

 

（基本財産） 

第５条 この財団の基本財産は、この財団の目的である事業を行うために不可欠な財産と

して、以下の各号に掲げるものとする。 

（１）別表にある財産 

（２）別表にある財産を運用することで生じる償却原価法による償却額 

（３）前二号に掲げるもののほか、評議員会が基本財産と承認した財産 

 

（基本財産の維持管理、運用及び処分） 

第６条 基本財産の維持管理及び運用は、この財団の目的を達成するために善良な管理者

の注意をもって、評議員会において別に定めるところにより行う。 

２ 基本財産の一部を処分し、又は担保に供しようとするとき及び基本財産から除外しよ

うとするときは、あらかじめ理事会及び評議員会の承認を得ることを要する。 

 

（事業年度） 

第７条 この財団の事業年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月31日に終わる。 

 

（事業計画及び収支予算） 

第８条 この財団の事業計画書、収支予算書、資金調達及び設備投資の見込みを記載した

書類については、毎事業年度開始の日の前日までに理事長が作成し、理事会の承認を得

なければならない。なお、これを変更する場合も同様とする。 

２ 前項の書類については、主たる事務所及び従たる事務所を置いている場合は従たる事

務所に、当該事業年度が終了するまでの間備え置き、一般の閲覧に供するものとする｡ 

３ 第１項の書類については、毎事業年度開始の日の前日までに行政庁に提出しなければ

ならない。 

 

（事業報告及び決算） 

第９条 この財団の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、理事長が次の書類

を作成し、監事の監査を受けた上で、理事会の承認を得なければならない。 

（１）事業報告 

（２）事業報告の附属明細書 

（３）貸借対照表 

（４）損益計算書（正味財産増減計算書） 

（５）貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）の附属明細書 

（６）財産目録 

（７）キャッシュフロー計算書 

２ 前項の承認を受けた書類のうち、第１号、第３号、第４号、第６号及び第７号の書類

については、定時評議員会に報告するものとする。ただし、一般社団法人及び一般財団



 

法人に関する法律施行規則第64条において準用する同規則第48条に定める要件に該当

しない場合には、第１号の書類を除き、定時評議員会への報告に代えて、定時評議員会

の承認を得なければならない。 

３ 第１項の書類のほか、次の書類を主たる事務所に５年間備え置き、一般の閲覧に供す

るとともに、定款を主たる事務所に備え置き、一般の閲覧に供するものとする。なお、

従たる事務所がある場合は、次の書類を従たる事務所に３年間備え置き、一般の閲覧に

供するとともに、定款を従たる事務所に備え置き、一般の閲覧に供するものとする。 

（１）監査報告 

（２）会計監査報告 

（３）理事及び監事並びに評議員の名簿 

（４）理事及び監事並びに評議員の報酬等の支給の基準を記載した書類 

（５）運営組織及び事業活動の状況の概要及びこれらに関する数値のうち重要なものを記

載した書類 

４ 第１項の書類については、毎事業年度経過後３箇月以内に行政庁に提出しなければな

らない。 

５ 第１項第３号の書類は、第２項の定時評議員会の終結後直ちに、法令の定めるところ

により公告するものとする。 

 

（公益目的取得財産残額の算定） 

第10条 理事長は、「公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成18年法

律第49号）」（以下、「認定法」という。）施行規則第48条の規定に基づき、毎事業年

度、当該事業年度の末日における公益目的取得財産残額を算定し、前条第３項第４号の

書類に記載するものとする。 

 

（会計原則等） 

第11条 この財団の会計は、一般に公正妥当と認められる公益法人の会計の慣行に従うも

のとする。 

２ この財団の会計処理に関して必要な事項は、理事会の決議により別に定める。 

 

 

第４章  評議員 

 

（定 数） 

第12条 この財団に、評議員８名以上11名以内を置く。 

 

（選任及び解任） 

第13条 評議員の選任及び解任は、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成

18年法律第48号）」（以下、「法人法」という。）第179条から第195条の規定に従い、

評議員会において行う。 



 

２ 評議員を選任する場合には、次の各号の要件をいずれも満たさなければならない。 

（１）各評議員について、次のイからヘに該当する評議員の合計数が評議員の総数の三分

の一を超えないものであること。 

  イ 当該評議員及びその配偶者又は三親等内の親族 

  ロ 当該評議員と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

  ハ 当該評議員の使用人 

  ニ ロ又はハに掲げる者以外の者であって、当該評議員から受ける金銭その他の財産

によって生計を維持している者 

  ホ ハ又はニに掲げる者の配偶者 

  ヘ ロからニまでに掲げる者の三親等内の親族であって、これらの者と生計を一にする者 

（２）他の同一の団体（公益法人を除く。）の次のイからニに該当する評議員の合計数が

評議員の総数の三分の一を超えないものであること。 

  イ 理事 

  ロ 使用人 

  ハ 当該他の同一の団体の理事以外の役員（法人でない団体で代表者又は管理人の定

めのあるものにあっては、その代表者又は管理人）又は業務を執行する社員である者 

  ニ 次に掲げる団体においてその職員（国会議員及び地方公共団体の議会の議員を除

く。）である者 

   ① 国の機関 

   ② 地方公共団体 

   ③ 独立行政法人通則法第２条第１項に規定する独立行政法人 

   ④ 国立大学法人法第２条第１項に規定する国立大学法人又は同条第３項に規定す

る大学共同利用機関法人 

   ⑤ 地方独立行政法人法第２条第１項に規定する地方独立行政法人 

   ⑥ 特殊法人（特別の法律により特別の設立行為をもって設立された法人であって、総

務省設置法第４条第15号の規定の適用を受けるものをいう。）又は認可法人（特別の

法律により設立され、かつ、その設立に関し行政官庁の認可を要する法人をいう。） 

３ 評議員は、この財団の理事又は監事若しくは使用人を兼ねることができない。 

４ 評議員に異動があったときは、２週間以内に登記し、登記事項証明書等を添え、遅滞

なくその旨を行政庁に届け出るものとする。 

 

（職務及び権限） 

第14条 評議員は、評議員会を構成し、第18条に規定する事項の決議に参画するほか、法

令及びこの定款に定めるそのほかの権限を行使する。 

 

（任 期） 

第15条 評議員の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時評議員会の終結の時までとする。ただし、再任を妨げない。 



 

２ 任期の満了前に退任した評議員の補欠として選任された評議員の任期は、前任者の任

期が満了する時までとする。 

３ 評議員は、第12条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞任により退

任した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお評議員としての権利義務を有する。 

（報酬等） 

第16条 評議員に対して、各年度の総額が99万円を超えない範囲で、評議員会において別

に定める報酬等の支給基準に従って算定した額を、報酬として支給することができる。 

２ 評議員に対して、その職務を行うために要する費用を弁償することができる。なお、こ

の場合の支給基準については、評議員会の決議により別に定める。 

 

 

第５章  評議員会 

 

（構 成） 

第17条 評議員会は、すべての評議員をもって構成する。 

 

（権 限） 

第18条 評議員会は、次の事項について決議する。 

（１）評議員の選任及び解任 

（２）理事、監事及び会計監査人の選任又は解任 

（３）理事及び監事の報酬等の額 

（４）評議員に対する報酬等の支給基準 

（５）貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）並びにこれらの付属明細書、財産

目録並びにキャッシュフロー計算書の承認 

（６）定款の変更 

（７）基本財産の処分又は除外の承認 

（８）その他評議員会で決議するものとして法令又はこの定款で定められた事項 

 

（種類及び開催） 

第19条 評議員会は、定時評議員会及び臨時評議員会の二種とする。 

２ 定時評議員会は、年一回、毎事業年度終了後３箇月以内に開催する。 

３ 臨時評議員会は、必要がある場合には、いつでも開催できるものとする。 

 

（招 集） 

第20条 評議員会は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事会の決議に基づき、理事

長が招集する。 

２ 評議員は、理事長に対し、評議員会の目的である事項及び招集の理由を示して、評議

員会の招集を請求することができる。 

 



 

（招集の通知） 

第21条 理事長は、評議員に対して、評議員会の日の５日前までに、次の各号に定める事

項を記載した書面をもって招集の通知を発しなければならない。ただし、評議員全員の

同意があるときは、この手続きを要しない。 

（１）評議員会の日時及び場所 

（２）評議員会の目的である事項があるときは、その事項 

（３）その他法令で定める事項 

２ 理事長は、前項の書面による通知の発出に代えて、政令で定めるところにより、評議

員の承諾を得て、電磁的方法により通知を発することができる。この場合において、理

事長は、同項の書面による通知を発したものとみなす。 

 

（議 長） 

第22条 評議員会の議長は、その評議員会において、出席した評議員の互選により定める。 

 

（定足数） 

第23条 評議員会は、決議について特別の利害関係を有する評議員を除く評議員の過半数

の出席がなければ開催することができない。 

 

（決 議） 

第24条 評議員会の決議は、決議について特別の利害関係を有する評議員を除く評議員の

過半数が出席し、その過半数をもって行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の決議は、決議について特別の利害関係を有する評議員

を除く評議員の三分の二以上に当たる多数をもって行わなければならない。 

（１）監事の解任 

（２）評議員に対する報酬等の支給の基準 

（３）定款の変更 

（４）基本財産の処分又は除外の承認 

（５）その他法令及びこの定款で定められた事項 

３ 評議員、理事又は監事を選任する議案を決議するに際しては、候補者毎に第１項の決

議を行わなければならない。なお、評議員の候補者の合計数が第12条に定める定数を上

回る場合、若しくは理事又は監事の候補者の合計数が第29条第１項各号にそれぞれ定め

る定数を上回る場合には、過半数の賛成を得た候補者の中から得票数の多い順に定数の

枠に達するまでの者を選任することとする。 

 

（決議の省略） 

第25条 理事が評議員会の目的である事項について提案した場合において､その提案につ

いて、その事項について議決に加わることができる評議員の全員が書面又は電磁的記録

により同意の意思表示をしたときは、その提案を可決する旨の評議員会の決議があった

ものとみなす。 



 

 

（報告の省略） 

第26条 理事が評議員の全員に対して評議員会に報告すべき事項を通知した場合において、

その事項を評議員会に報告することを要しないことにつき、評議員の全員が書面又は電

磁的記録により同意の意思表示をしたときは、その事項の評議員会への報告があったも

のとみなす。 

 

（議事録） 

第27条 評議員会の議事については、法令で定めるところにより、書面又は電磁的記録を

もって議事録を作成する。 

２ 前項の議事録には、議長のほか、その評議員会に出席した評議員の中から選出された

議事録署名人２名以上が署名又は記名押印するものとする。ただし、第25条による決議

の省略又は第26条による報告の省略があった場合、若しくは電磁的記録により議事録を

作成した場合は、これを省略できるものとする。 

 

（運営に関する細則） 

第28条 法令又はこの定款に定めるもののほか、評議員会の運営に関し必要な事項は、評

議員会において別に細則を定める。 

 

 

第６章  役員等 

 

（役員及び会計監査人の設置） 

第29条 この財団に、次の役員を置く。 

（１）理事 ７名以上10名以内 

（２）監事 ３名以内 

２ 理事のうち１名を理事長とし、理事長をもって法人法上の代表理事とする。 

３ 前項のほか、理事のうち１名を副理事長とすることができるものとし、副理事長をも

って法人法上の代表理事とする。 

４ 前項のほか、理事のうち１名を専務理事とすることができるものとし、専務理事をもっ

て法人法上の業務執行理事とする。 

５ この財団に、会計監査人を置く。 

 

（役員及び会計監査人の選任） 

第30条 役員及び会計監査人は、評議員会の決議によって選任する。 

２ 理事長は、理事会の決議によって理事の中から選定する。 

３ 副理事長は、理事会の決議によって置くものとし、理事会の決議によって、理事長及

び専務理事以外の理事の中から選定する。 



 

４ 専務理事は、理事会の決議によって置くものとし、理事会の決議によって、理事長及

び副理事長以外の理事の中から選定する。 

５ 理事のうちには、理事のいずれか１名とその配偶者又は三親等内の親族その他特別の

関係にある者の合計数は、理事総数の三分の一を超えてはならないものとする。 

６ 他の同一の団体の理事又は使用人である者その他これに準ずる相互に密接な関係にあ

る理事の合計数は、理事総数の三分の一を超えてはならないものとする。 

７ 監事は、この財団の理事又は使用人を兼ねることができない。また、第５項及び第６

にある定めは、監事についても同様とする。 

８ 役員及び会計監査人に異動があったときは、２週間以内に登記し、遅滞なくその旨を

行政庁に届け出るものとする。 

 

（理事の職務及び権限） 

第31条 理事は、理事会を構成し、法令及びこの定款の定めるところにより、職務を執行

する。 

２ 理事長は、法令及びこの定款の定めるところにより、この法人を代表し、その業務を

執行する。 

３ 第29条第３項により副理事長を置く場合において、副理事長は、理事長を補佐し、こ

の法人を代表し、その業務を執行する。また、理事長に事故あるとき又は理事長が欠け

たときは、理事長の職務を代行する。 

４ 第29条第４項により専務理事を置く場合において、専務理事は、理事長及び副理事長

を補佐し、この法人の業務を執行する。また、理事長に事故あるとき又は理事長が欠け

たときは、理事長の業務執行に係る職務を代行する。 

５ 理事長、副理事長及び専務理事の権限は、理事会において別に定める。 

６ 理事長、副理事長及び専務理事は、毎事業年度に４箇月を超える間隔で二回以上、自

己の職務の執行の状況を理事会に報告しなければならない。 

 

（監事の職務及び権限） 

第32条 監事は、次に掲げる職務を行う。 

（１）理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより、監査報告を作成すること。 

（２）各事業年度における計算書類及び事業報告等を監査すること。 

（３）理事会に出席し、必要があると認めるときは意見を述べること。 

（４）理事が不正な行為をし、若しくはその行為をするおそれがあると認めるとき、又は

法令若しくは定款に違反する事実若しくは著しく不当な事実があると認めるときは、

これを評議員会及び理事会に報告すること。 

（５）理事が評議員会に提出しようとする議案、書類その他法令で定めるものを調査し、

法令若しくは定款に違反し、又は著しく不当な事実があると認められるときは、その

調査の結果を評議員会において報告すること。 

（６）その他法令により定められた監事の職務を執行すること。 

２ 監事は、次に掲げる権限を行使することができる。 



 

（１）いつでも、理事及び使用人に対して事業の報告を求め、この財団の業務及び財産の

状況を調査すること。 

（２）前項第４号に定める報告をするために必要があるとき、理事長に理事会の招集を請

求すること。 

（３）前号において、請求があった日から５日以内に、その請求があった日から２週間以

内の日を理事会の日とする招集通知が発せられない場合において、直接理事会を招集

すること。 

（４）理事がこの財団の目的の範囲外の行為その他法令若しくは定款に違反する行為をし、

又は行為をする恐れがある場合において、その行為によってこの財団に著しい損害が生

ずるおそれがあるときは、その理事に対して当該行為をやめることを請求すること。 

（５）その他法令に定められた権限を行使すること。 

 

（会計監査人の職務及び権限） 

第32条の２ 会計監査人は、法令で定めるところにより、この財団の貸借対照表及び損益

計算書（正味財産増減計算書）並びにこれらの付属明細書、財産目録並びにキャッシュ

フロー計算書を監査し、会計監査報告を作成する。 

２ 会計監査人は、いつでも、次に掲げるものの閲覧及び謄写をし、又は理事及び使用人

に対し、会計に関する報告を求めることができる。 

（１）会計帳簿又はこれに関する資料が書面をもって作成されているときは、当該書面 

（２）会計帳簿又はこれに関する資料が電磁的記録をもって作成されているときは、当該

電磁的記録に記録された事項を法令で定める方法により表示したもの 

３ その他法令により定められた会計監査人の職務を執行する。 

 

（役員及び会計監査人の任期） 

第33条 理事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定

時評議員会の終結の時までとする。ただし、再任を妨げない。 

２ 監事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時評

議員会の終結の時までとする。ただし、再任を妨げない。 

３ 任期の満了前に退任した理事又は監事の補欠として選任された理事又は監事の任期は、

前任者の任期が満了する時までとする。 

４ 理事又は監事は、第29条第１項各号にそれぞれ定める定数に足りなくなるときは、任

期の満了又は辞任により退任した後においても、新たに選任された者が就任するまで、

なお理事又は監事としての権利義務を有する。 

５ 理事長は、任期の満了又は辞任により退任した後においても、新たに選任された者が

就任するまで、なお理事長としての権利義務を有する。 

６ 会計監査人の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時評議員会の終結の時までとする。ただし、その定時評議員会において別段の決議が

されなかったときは、再任されたものとみなす。 

 



 

（役員及び会計監査人の解任） 

第34条 役員が次の各号のいずれかに該当するときは、評議員会の決議によって解任する

ことができる。 

（１）職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき 

（２）心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないとき 

２ 会計監査人が、次のいずれかに該当するときは、評議員会の決議によって解任するこ

とができる。 

（１）職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき 

（２）会計監査人としてふさわしくない非行があったとき 

（３）心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないとき 

３ 監事は、会計監査人が前項第１号から第３号までのいずれかに該当するときは、監事

全員の同意により、会計監査人を解任できる。この場合、監事は解任した旨及び解任の

理由を、解任後最初に招集される評議員会に報告するものとする。 

 

（役員及び会計監査人の報酬等） 

第35条 役員に対して、評議員会において別に定める総額の範囲内で、評議員会において

別に定める報酬等の支給の基準に従って算定した額を、報酬等として支給することがで

きる。 

２ 役員に対して、その職務を行なうために要する費用を弁償することができる。なお、

この場合の支給基準については、評議員会の決議により別に定める。 

３ 会計監査人に対する報酬等は、監事の過半数の同意を得て、理事会において定める。 

 

（取引の制限） 

第36条 理事が次の各号にある取引をしようとする場合は、理事会において、その取引に

ついて重要な事実を開示し、理事会の承認を得なければならない。 

（１）自己又は第三者のためにするこの財団の事業の部類に属する取引 

（２）自己又は第三者のためにするこの財団との取引 

（３）この財団が理事の債務を保証することその他理事以外の者との間においてするこの

財団と当該理事との利益が相反する取引 

２ 前項各号の取引をした理事は、取引の後に遅滞なく、理事会においてその取引の重要

な事実を報告しなければならない。 

 

（責任の免除） 

第37条 この財団は、理事、監事又は会計監査人の法人法第198条において準用される同法

第111条第１項の損害賠償責任について、法令に定める要件に該当する場合は、理事会の

決議によって、賠償責任額から最低責任限度額を控除して得た額を限度として、免除す

ることができるものとする。 

 

 



 

（参 与） 

第38条 この財団に、任意の機関として、３名以内の参与を置くことができる。 

２ 参与は、次の職務を行う。 

（１）理事長の相談に応じて助言すること。 

（２）理事会から諮問された事項について参考意見を述べること。 

３ 参与は、理事会の同意を得た上で、理事長が任期を定めて選任し、解任の必要が生じ

たときは、理事会の同意を得た上で、理事長が解任する。 

４ 参与は、無報酬とする。ただし、その職務を行うために要する費用を支弁することが

できるものとし、支給基準については、理事会の決議により別に定める。 

 

（専門委員） 

第39条 この財団に、業務の執行に関して専門的事項を取り扱う任意の機関として、３名

以内の専門委員を置くことができる。 

２ 専門委員は、理事長又は理事会から諮問された次の職務を行なう。 

（１）業務の執行に関する専門的事項について調査すること。 

（２）業務の執行に関する専門的事項について、理事長に助言すること。 

３ 専門委員は、理事会の同意を得た上で、理事長が任期を定めて選任し、解任の必要が

生じたときは、理事会の同意を得た上で、理事長が解任する。 

４ 専門委員は、無報酬とする。ただし、その職務を行うために要する費用を支弁するこ

とができるものとし、支給基準については、理事会の決議により別に定める。 

 

 

第７章  理事会 

 

（構 成） 

第40条 理事会は、すべての理事をもって構成する。 

 

（権 限） 

第41条 理事会は、次の各号にある職務を行う。 

（１）この財団の業務執行の決定 

（２）この財団の規則の制定、変更及び廃止 

（３）事業計画書の作成 

（４）収支予算書の作成 

（５）理事の職務の執行の監督 

（６）理事長、副理事長又は専務理事の選定及び解職 

（７）評議員会の日時、場所又は目的である事項の決定 

（８）その他理事会で決議するものとして法令又はこの定款で定められた事項 

２ 理事会は、次の各号にある事項その他の重要な業務執行の決定を、理事に委任するこ

とができない。 



 

（１）重要な財産の処分及び譲り受け 

（２）多額の借財 

（３）重要な使用人の選任及び解任 

（４）従たる事務所その他の重要な組織の設置、変更及び廃止 

（５）理事の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制の整備 

（６）法人の業務の適正を確保するために必要なものとして法令に定める体制の整備 

（７）第37条にある役員の責任の免除 

 

（種類及び開催） 

第42条 理事会は、定時理事会と臨時理事会の二種とする。 

２ 定時理事会は、年二回、毎事業年度終了後３箇月以内及び毎事業年度開始前に開催す

る。 

３ 臨時理事会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。 

（１）理事長が必要と認めたとき。 

（２）理事長以外の理事から理事長に対して、会議の目的である事項を記載した書面又は電

磁的方法をもって理事会招集の請求があったとき。 

（３）前号の請求があった日から５日以内に、その請求があった日から２週間以内の日を

理事会の日とする理事会の招集の通知が発せられない場合に、その請求をした理事が

招集したとき。 

（４）第32条第２項第２号の規定により、監事から理事長に対して、理事会招集の請求があっ

たとき。 

（５）前号の請求があった日から５日以内に、その請求があった日から２週間以内の日を

理事会の日とする理事会の招集の通知が発せられない場合に、その請求をした監事が

招集したとき。 

 

（招集及び招集の通知） 

第43条 理事会は、理事長が招集する。 

２ 理事会を招集するときは、会議の日時、場所及び目的である事項を、開催日の５日前ま

でに、各役員に対して通知しなければならない。ただし、役員の全員の同意があるとき

は、この手続きを要しない。 

 

（議 長） 

第44条 理事会の議長は、理事長がこれに当たる。 

 

（定足数） 

第45条 理事会は、決議について特別の利害関係を有する理事を除く理事の過半数の出席

がなければ開催することができない。 

 

 



 

（決 議） 

第46条 理事会の決議は、決議について特別の利害関係を有する理事を除く理事の過半数

が出席し、その過半数をもって行う。 

 

（決議の省略） 

第47条 理事が理事会の決議の目的である事項について提案をした場合において、その提

案について、その事項について議決に加わることができる理事の全員が書面又は電磁的

記録により同意の意思表示をしたときは、その提案を可決する旨の理事会の決議があっ

たものとみなす。ただし、監事が異議を述べたときは、その限りではない。 

 

（報告の省略） 

第48条 役員が、役員の全員に対して、理事会に報告すべき事項を通知したときは、その

事項を理事会へ報告することを要しない。 

２ 前項の規定は、第31条第６項の規定による報告には適用しない。 

 

（議事録） 

第49条 理事会の議事については、法令で定めるところにより、書面又は電磁的記録をもっ

て議事録を作成する。 

２ 前項の議事録には、出席した理事長及び出席した監事が署名又は記名押印する。 

３ 前項の規定にかかわらず、理事長の選定又は副理事長の選定について決議した理事会

の議事録には、出席した理事及び出席した監事が署名又は記名押印するものとする。 

４ 議事録を電磁的記録により作成したときは、第２項及び第３項の規定にある署名又は

記名押印によらず、法令の定める署名又は記名押印に代わる措置をとるものとする。 

 

（運営に関する細則） 

第50条 法令又はこの定款に定めるもののほか、理事会の運営に関し必要な事項は、理事

会において別に細則を定める。 

 

 

第８章  事務局 

 

（事務局） 

第51条 この財団の事務を処理するため、事務局を置く。 

２ 事務局には、事務局長及び所要の職員を置く。 

３ 事務局長は、理事会の承認を得て、理事長が任免する。 

４ 前項以外の職員は、理事長が任免する。 

５ 前各項のほか、事務局の組織及び運営に関する事項は、理事長が別に定める。 

 

 

 



 

第９章  会 員 

 

（会 員） 

第52条 この財団に、高年齢者雇用安定法に基づくシルバー人材センター事業を行うため、

会員を置く。 

２ 会員に関する事項は、評議員会の決議により別に定める｡ 

 

（賛助会員） 

第52条の２ 第４条第１項第４号に定める事業の趣旨に賛同する者を賛助会員とすること

ができる。 

２ 賛助会員に関する必要な事項は、理事会の決議により別に定める｡ 

 

 

第10章  定款の変更及び解散等 

 

（定款の変更） 

第53条 この定款は、第24条第２項の定めによる評議員会の決議によって変更することが

できる。 

２ 前項の規定は、この定款の第３条、第４条及び第13条各項についても適用する。 

３ 認定法第11条第１項にある事項に係る定款の変更をするときは、行政庁の認定を受け

なければならない。ただし、同法第13条にある事項については、これによらず、変更後

遅滞なく、その旨を行政庁に届け出るものとする。 

 

（合併等） 

第54条 この財団は、第24条第２項の定めによる評議員会の決議により、他の法人法上の

法人との合併、事業の全部又は一部の譲渡及び公益目的事業の全部の廃止をすることが

できる。 

２ 前項にある行為をしようとするときは、予めその旨を行政庁に届け出なければならない。 

 

（解 散） 

第55条 この財団は、法人法第202条に定められた事由によって解散する。 

２ 前項において解散するときは、第24条第２項の定めによる評議員会の決議を経なけれ

ばならない。 

 

（公益認定の取消し等に伴う贈与） 

第56条 この財団が、公益認定の取消しの処分を受けた場合又は合併により法人が消滅す

る場合（その権利義務を承継する法人が公益法人であるときを除く。）において、認定

法第30条第２項に規定する公益目的取得財産残額があるときは、第24条第２項の定めに

よる評議員会の決議を経て、公益目的取得財産残額に相当する額の財産を、当該公益認



 

定の取消しの日又は当該合併の日から一箇月以内に、同法第５条第17号に掲げる法人又

は国若しくは地方公共団体に贈与するものとする。 

 

（残余財産の帰属） 

第57条 この財団が清算をする場合において有する残余財産は、第24条第２項の定めによ

る評議員会の決議を経て、認定法第５条第17号に掲げる法人又は国若しくは地方公共団

体に贈与するものとする。 

 

 

第11章  公告方法等 

 

（公告の方法）  

第58条 この財団の公告は、電子公告により行う。  

２ 事故その他やむを得ない事由により、前項に定める方法による公告ができない場合は、

官報に掲載する方法により公告を行う。 

 

（情報公開） 

第59条 この財団は、公正で開かれた活動を推進するため、その活動状況、運営内容、財

務資料等を積極的に公開するものとする。 

２ 情報公開に関する必要な事項は、理事会の議決を経て、理事長が別に定める。 

 

（個人情報の保護）  

第60条 この財団は、業務上知り得た個人情報の保護に万全を期すものとする。 

２ 個人情報の保護に関する必要な事項は、理事会の議決を経て、理事長が別に定める。 

 

 

第12章  補 則 

 

（補 則） 

第61条 この定款に定めるもののほか、この財団の運営に必要な事項は、理事会の決議に

より別に定める。 

 

 

 

附 則 

（施行日） 

１ この定款は、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公

益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成18



 

年法律第50号）」（以下、「整備法」という。）第106条第１項に定める公益法人の設立の登

記の日から施行する。 

 

（事業開始日） 

２ 整備法第107条第１項に定める特例民法法人の解散の登記と公益法人の設立の登記を

行ったときは、第７条の規定にかかわらず、解散の登記の日の前日を事業年度の末日と

し、設立の登記の日を事業年度の開始日とする。 

 

（最初の代表理事） 

３ この財団の最初の代表理事は、宮下茂とする。 

 

 

附 則 

定款第４条第１項第３号の変更については、平成28年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 定款第９条、第18条、第29条、第30条、第33条、第34条、第35条、第37条の変更及び

第32条の２の追加については、令和元年６月17日から施行する。 

 

附 則 

定款第９条第２項の変更については、令和４年３月30日から施行する。 

 

附 則 

定款第21条、第42条第３項第２号及び第43条第２項の変更については、令和４年６月

27日から施行する。 

 

附 則 

定款第４条第１項第４号の変更及び第52条の２の追加については、令和６年４月１日

から施行する。 

 



 

別 表 

 

基  本  財  産 
 

区 分 出 捐 者 及 び 寄 附 者 金  額 

出捐金 

東京都 250,000,000円 

シルバー人材センターを設置する都内58区市町村 243,500,000円 

寄附金 財団法人東京都心身障害者職能開発センター 909,020円 

 


